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包括外部監査結果報告書

　１　監査の実施期間

　　平成１５年４月１５日から平成１６年３月２６日まで

　２　監査人

岡山市包括外部監査人　　中　野　　　惇（弁護士）

同補助者　　　　　　　　今　田　俊　夫（弁護士)

同補助者　　　　　　　　小　野　絵　美（弁護士)

同補助者　　　　　　　　井　上　信　二（公認会計士）

　３　外部監査の種類

　　地方自治法第２５２条の３７に基づく包括外部監査

　４　 監査対象の選定及び監査対象期間

　　�　 監査対象の選定

ア　義務教育に係る事務（特に学校給食及び関連する諸事務）の執行状況について

（ア）学校給食の実施に必要な施設設備の整備費・修繕費、人件費に要する経費は学

校設置者の負担とし、それ以外の経費は学校給食費（以下「給食費」という）として

保護者の負担とされているが（学校給食法第６条）、岡山市においても、これに

沿った形で、学校給食実施に必要な設備、人件費等は岡山市が負担し、給食に要

する食材代等については予算計上しないで、いわゆる受益者負担の観点から給食

費として保護者から徴収している。

（イ）学校給食の実施 ・ 運営に関しては、一方では旧来の各学校ごとに給食設備を

もって給食を提供するいわゆる自校方式に加え、複数校に給食を提供するいわゆ

るセンター方式が導入され、他方では、人件費との関連で民間業者への業務委託

が始められているが、自校方式とセンター方式で何がどう違うのか、岡山市の運

営と民間委託で何がどう違うのか、センター方式への移行が効率的といえるのか、

業務委託は適正・妥当に行われているのか等について検討してみる必要がある。

（ウ）次に、学校給食は、標準献立をもとに実施されているにもかかわらず提供され

る給食の食材代等として保護者が負担する給食費については、各学校ごとに徴収

する金額に差があるが、当該差が生ずる原因は何か、すなわち、仕入れ材料の違

第１　外部監査の概要
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い（品等）によるものか、仕入先の違い（仕入れ値段）によるものか、それとも

それ以外に原因があるのか、について検討してみる必要がある。

（エ）さらに、学校現場では、給食費を含むいわゆる学校徴収金やＰＴＡ会費、補助

教材費等を徴収しており、一部購買のある学校ではそこで発生する金銭の出納・

管理がこれに加わるが、これら徴収金等の徴収・管理についても統一的な基準が

ないまま従来の慣行に従って処理され、学校ごとに区々となっている。

　　　このため、徴収金等の徴収・管理をめぐって憶測が一人歩きし、そこに不正が

あるのではないかとか、処理が不明朗であるとかの指摘を受ける原因ともなっている。

（オ）ところで、給食費を含む学校徴収金の一部については、いわゆる就学援助の制

度があり、岡山市においても扶助が実施されているが、当該扶助とはどのような

ものか、いかなる基準で扶助されているのか、その運用に問題はないのか等の検

討も必要となる。

（カ）以上の問題意識に立って、学校給食実施のための予算執行の合規性、効率性に

ついて検討するとともに、給食費をはじめとする学校徴収金及びＰＴＡ会費や補

助教材費等の徴収・管理の実態はどうなっているのか、さらには購買における金

銭の収納・管理を含めた学校での金銭の徴収・管理及びその使途についての実態

を把握し、その合規性、妥当性を検討し、併せて、就学援助の制度が適正・妥当

に運営されているか等を検討するため、当該事件を選定した。

イ　教育財産の管理運営に係る事務の執行状況について

（ア）国や自治体の種々の取組にもかかわらず、わが国の出生数は１１５万人台にまで落

ち込み、戦後最低の水準で低迷しているが、岡山市においてもこうした少子化の

影響は幼稚園から小学校、中学校へと波及してきている。

（イ）岡山市においても、外周部の過疎化に加え、中心市街地の人口空洞化によるい

わゆるドーナツ化現象を反映し、ドーナツの帯に当たる内周部以外では児童生徒

数の減少による学級数の減少が進み、各学校では余裕教室（空き教室）が増加す

るという形でその影響が出ている。

（ウ）他方では、社会の変化に伴い、岡山市においても昭和４１年から放課後児童の健

全育成の取組としていわゆる学童保育（以下「児童クラブ」という）が行われて

きているが、当該児童クラブについては、学校内にプレハブ教室を建設すること

で対応するなど、必ずしも余裕教室（空き教室）の有効利用が図られていないが、

当該有効利用を阻む原因は何か、余裕教室（空き教室）を放置したままさらなる

投資をすることが適正な処理といえるのか、について検討する必要がある。

（エ）さらに、個別の学校においては学級数の減少にとどまらず、一学級の少人数化

　が進行し、一部複式学級制を採らざるを得なくなるなど、教育に与える影響は無
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　視できないものがある。

（オ）また、各学校に配当される予算（学校配当予算）が、いかなる基準でどのよう

に配分されているのか、配分は適正・妥当になされているのか等についても検討

する必要がある。

（カ）そこで、以上のような問題意識に立って、教育財産の管理運営に係る事務が効

率よく適正に執行されているかどうか、また、教育予算が効率よく適正に執行さ

れているかどうかを検討するため、余裕教室の実態を把握し、児童クラブ関連の

投資支出の必要性・効率性について検討するとともに、既に進行中の学校園再編

の実態を分析して、教育予算の効率的執行及び教育財産の効率的な管理運営がな

されているかを検討するため、　当該事件を選定した。

ウ　個別問題

　　上記のとおりア、イの事件を選定したが、それぞれの中の個別具体的な問題点として

（ア）学校給食について

（イ）学校徴収金について

（ウ）就学援助について

（エ）学校配当予算について

（オ）余裕教室の活用について

（カ）学校・幼稚園の再編整備について

　を取り上げた。

　　�　監査対象期間

　　　　平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの平成１４年度について（ただし、必要

に応じてさらに過去の会計年度分に及ぶ）

　５　監査対象部署

　　�　岡山市教育委員会事務局

　　�　岡山市立の学校・幼稚園

　６　監査対象部署の概要

　　�　岡山市教育委員会事務局について

　　　ア　岡山市教育委員会は、岡山市が処理する教育に関する事務を管理執行するために



－ ４ －

設置された５人の委員をもって組織される行政委員会である。

　　　イ　教育委員会の権限に属する全ての事務は、委員（委員長を除く。）の中から任命さ

れる教育長が、教育委員会の指揮監督の下につかさどっている。

　　　ウ　教育委員会の権限に属する事務を処理するために事務局が置かれ、事務局では教

育長をはじめ総勢２６６名の職員（臨時・嘱託を除く。）が配置され、教育長を補佐す

る２名の教育次長の下に、管理部、学校教育部、生涯学習部の３部制で、管理部に

は総務課、施設課の２課が、学校教育部には学事課、指導課、保健体育課、新しい

教育推進課の４課が、生涯学習部には生涯学習課、文化財課、スポーツ振興課の３

課があり、別に人権同和教育室（課に相当）が設けられている。

　　�　岡山市立の学校・幼稚園

　　　　平成１４年５月１日現在の学校園数は以下のとおりである。

　　　ア　小学校　　　８３校（うち分校２校）

　　　イ　中学校　　　３３校

　　　ウ　幼稚園　　　６９園（うち休園１園）

　　　エ　高等学校　　 １校

　７　外部監査の方法

　　�　監査の要点

　　事件を選定した理由を踏まえ、以下の点を監査した。

　ア　合規性

　イ　効率性、経済性

　ウ　計画性の有無と達成状況

　　�　教育委員会事務局について

　　教育費の予算計上が効果的、かつ有効になされ、かつ、当該予算が適正に執行され

ているかどうか、教育委員会の事務局担当者から事情聴取を行い、関連資料を精査・

分析するなどして監査を行った。

　　�　岡山市立の学校・幼稚園

　　教育委員会での事情聴取等を基に、まず予備調査として小学校１校と中学校１校を

無作為で抽出し、当該小中学校に外部監査人と補助者３名の計４名で監査に行き、監

査手法、チェックポイント等を確認した。
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　　その後、小中学校を、学校給食の運営状況、購買の有無等を参考に、地域が偏らな

いように考慮しながら、児童生徒数の多い大規模校、平均的な児童生徒数の中規模校、

児童生徒数の少ない小規模校から各２校程度を往査先として抽出し、外部監査人と補

助者が分担して監査を行った。

　　�　その他

　　その他、必要に応じて、教育委員会事務局の担当者に岡山市外部監査人室に出頭し

てもらい、資料の提供を受けたり、事情聴取を行ったりした。

　８　利害関係

　包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第２５２条の２９の規定により記載す

べき利害関係はない。
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　１　岡山市教育予算の概要

　　�　平成１４年度岡山市教育予算の概要と最近５年間の推移

　　　　平成１４年度岡山市教育予算額（当初）は２００億４９０１万９０００円であり、歳出歳入の概要

　　　は下記のとおりである。（「教育要覧　２００２岡山市教育委員会」より）

　　平成１４年度岡山市教育予算の概要

　　岡山市がおかれている厳しい財政状況の中で、教育費予算も年々縮減される傾向に

ある。平成１０年度から平成１４年度までの５年間の岡山市教育予算の推移は次表のとお

りである。教育費予算が市の一般会計予算に占める割合も、平成１０年度の１１.０％に比

して平成１４年度には９.８％に減少しており、漸減傾向にある。

第２　外部監査の結果

Ｈ１４年度Ｈ１３年度Ｈ１２年度Ｈ１１年度Ｈ１０年度項　目

当　初当　初当　初６月補正後当　初

２０,０４９,０１９２０,６５７,７４９２０,８９１,７６７２３,６７５,５９０２５,０１３,０２６教育予算額（Ａ）（単位：千円）

９７.１９８.９８８.２９４.３９３.２前年度比（％）

２０４,８５２,７４６２１３,８４３,４５３２２４,６１１,２２４２２８,８２２,２１８２２７,３４５,３３０一般会計予算額（Ｂ）（単位：千円）

９５.８９５.２９８.２１００.６９７.９前年度比（％）

９.８９.７９.３１０.３１１.０比率　Ａ／Ｂ（％）
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　　�　平成１４年度岡山市教育費決算の概要

ア　支出済額は２０１億９,７４０万円余（（補正後）予算額２０６億７,７０６万円余に対する執行率

は９７.７％）で、前年度に比べ約１２億５,６２１万円（５.９％）の減少となっている。

　　岡山市の一般会計歳出決算（２,１８８億８９１万９,７７１円）に占める割合は、９.２３％である。

イ　項別にみると、次のとおりである。

　�　教育予算の編成と教育委員会の立場

ア　戦後成立した教育委員会法では、教育委員会に教育予算案の作成権があり、支出

命令権等の強い権限が与えられていたが、１９５６年に同法が廃止され、「地方教育行政

の組織及び運営に関する法律」（以下「地教行法」という）が制定・施行されると

上記のような権限も廃止された。

イ　現行法制の下では、自治体の首長（岡山市長）が教育予算についても他部門予算

と一元的に調製・提案・支出命令をする。但し、自治体首長には、教育予算案編成

にあたって、教育委員会の意見を聴取する義務が課せられている（地教行法第２９条）。

　　また、地方自治法第１５３条の規定により教育予算のうち一定範囲のものについて

は市長から予算執行権が委任等されている。

　�　学校に関連する経費の概要、予算の執行状況等

ア　教職員給与

（ア）小中学校の教職員の給与については、市町村立学校職員給与負担法第１条によ

り、校長、教頭、教諭、養護教諭、講師、事務職員、学校栄養職員（以下「栄養士」

という）については都道府県が負担するものと定められている。

　　　市費負担となる職員は、栄養士（県費負担分を超えて栄養士を置く場合）、用

務員、図書館司書、学校給食調理員（以下「給食調理員」という）、市費嘱託員

（生徒指導員、教育支援員、スクールパートナー等）である。

（イ）平成１４年度に岡山市が支出した教職員の給与額は、小学校で２９億８,９２１万６,０００円、

中学校で１３億２,２５４万６,０００円、合計で４３億１,１７６万２,０００円であり、教育費決算額に

１,５４０,２９７,５２５円教 育 総 務 費

５,３１９,３６７,９６３円小 学 校 費

１,９０３,４２０,３１６円中 学 校 費

２０３,１１２,９７０円中 高 一 貫 校 費

３,１０７,６８５,９５５円幼 稚 園 費

２,７５４,５７４,８２９円社 会 教 育 費

５,３６８,９４３,２２２円保 健 体 育 費



－ ８ －

占める割合は２１.３％であった。

（ウ）これに対し、平成１４年度に岡山県が負担した教職員の給与額は、岡山県人事委

員会が公表している平成１４年度の「給料表別の平均給与月額等」一覧表をもとに

推計すると、小学校で１２３億６,２８３万８,２６６円、中学校で７１億５,４７８万５,０９２円、合計で

１９５億１,７６２万３,３５８円であり、内訳は次のとおりである。

イ　学校配当予算

（ア）教職員の給与や、校地・校舎の施設費、大規模な施設整備・修繕費等を除く学

　校運営経費・維持費、教材教具費等は、教育委員会から各学校に配当される。（い

　わゆる学校配当予算）

（イ）平成１４年度の学校配当予算

　　　　　ａ　小学校の学校配当予算額の合計は４億８,０６０万９,０００円（但し、年度途中の追加

　配当を加えた金額）で、決算額は４億６,９２９万５,４９４円、執行率は９７．６％である。

　　　　　ｂ　中学校の学校配当予算額の合計は３億２,３８０万５,０００円（但し、年度途中の追加

　配当を加えた金額）で、決算額は３億１,９９１万２,５５６円、執行率は９８．８％である。

ウ　学校給食に要する経費

（ア）学校給食に要する経費のうち、人件費（職員の給与等）及び施設設備に要する

経費は公費負担（設置者負担主義）であるが、そのほかの経費は、受益者負担の

考え方に基づき、保護者負担の給食費とされている。

　　　保護者負担とされる給食費の内訳は、主食代、牛乳代、副食等の食材、食品代、

燃料代、学校給食会会費、消耗品代等である。

（イ）平成１４年度に学校給食の経費として岡山市が負担した金額は、人件費として３４

億２,５５１万４６４円、物件費（需用費、給食業務委託料、工事請負費、備品購入費等）

として５億３,８６２万７,９４３円の合計３９億６,４１３万８,４０７円であり、平成１４年度岡山市一

般会計決算における教育費（２０１億９,７４０万２,７８０円）の約５分の１（１９．６％）を占

めている。

合　 　 計

１２,３６２,８３８,２６６円

１１,０５４,２１１,０６４円校 長 ・ 教 員

小 学 校
５６８,４２８,０４８円養 護 教 諭

１６９,０５８,１００円栄 養 士

５７１,１４１,０５４円事 務 職 員

７,１５４,７８５,０９２円

６,６０１,７２７,５０４円校 長 ・ 教 員

中 学 校
２２７,６４５,７７６円養 護 教 諭

５９,１０３,０００円栄 養 士

２６６,３０８,８１２円事 務 職 員

１９,５１７,６２３,３５８円



－ ９ －

エ　就学援助

（ア）義務教育活動に必要な経費（教育活動費）には、県や市の歳出予算に計上され

　る公費負担の経費のほかに、受益者負担の考え方に基づき児童生徒の保護者が負

　担する経費（給食費、修学旅行費、校外活動費、生徒会費、部活動費、補助教材

　費等）がある。

　　　こうした保護者負担の経費につき、保護者の経済的理由により教育の機会均等

　（憲法第１４条、同第２６条第１項、教育基本法第３条第１項）が妨げられないよう、

　教育基本法第３条第２項は、国及び地方公共団体に対して、援助及び奨学の方法

　を講じるよう義務づけている。

（イ）この趣旨を具体化した制度として、国の教育扶助（生活保護法）のほか、市町

　村の就学援助制度（学校教育法第２５条、同第４０条、学校保健第１７条）及び各種奨

　学金貸付制度がある。

（ウ）岡山市でも、就学援助制度（小学校、中学校）につき「岡山市就学援助規則」、

　奨学金貸付制度（大学、高等専門学校、高校、専修学校）につき「岡山市奨学金

　条例」「岡山市入学一時金貸付条例」を定め、それぞれ経済的理由により就学困

　難と認められる者に対する援助を実施しており、平成１４年度決算でみると、就

　学援助費として小学校で２億２,７４２万６,８９８円、中学校で１億７,２０９万８,８７１円の合計３

　億９,９５２万５,７６９円、奨学金貸付金として２,２４１万６,０００円、入学一時金貸付金とし

　て４８万円を支出している。



－ １０ －

　２　学校給食について

　　�　岡山市の平成１４年度学校給食の実施状況（児童生徒数は平成１４年５月１日現在）

　　　　学校給食について、必要な安全管理、衛生管理水準を維持しながら給食の効率的運

営を目指すという視点から、まず給食の実施状況を検討する。

ア　学校数・児童生徒数及び学校給食実施状況

（ア）完全給食とは、主食・牛乳・副食により実施される給食をいう（学校給食法施

　行規則第１条第２項）。

（イ）岡山市立岡山後楽館中学校（生徒数２３７人）は同校創設時の精神である「自主・

　自律性の確立」という教育方針の下で、昼食をどのように摂るかは生徒の判断に

　委ねるとの経緯から給食は実施されていない。

（ウ）学校数・児童生徒数及び学校給食実施状況一覧表

イ　学校給食の実施方式及び運営方式

（ア）学校給食の実施方式には調理する場所の違いから次の３種類がある。

　　　　　単独校調理場方式―当該学校が独自に学校給食の設備を持ち、自校において調理

する方式。

　　　　　親子式調理場方式―１つの学校調理場（親校）を使用して調理し、他の学校（子校）

へ配送する方式。近接校の場合、児童生徒が親校に受け取り

に行くことも可能となる。

　　　　　共同調理場方式―市内の３つの学校給食センターで共同調理し、各学校へ給食

を配送する方式。近接校の場合、児童生徒がセンターに受け

取りに行くことも可能となる。

（イ）運営方式には、市職員の給食調理員が調理（配送）する直営方式と委託した民

　間業者が調理（配送）する民間委託方式がある。なお、民間委託方式も調理に必

　要な調理場建物・備品等の資産は岡山市の所有である。

児童生徒数（人）学校数（校）給食種別児童生徒数（人）学校数（校）

３５,６７９８３完全給食３５,６７９８３小  学  校

１７,７３９３２〃１７,９７６３３中  学  校

４９６１高等学校

５３,４１８１１５５４,１５１１１７計

項目

区分



－ １１ －

（ウ）学校給食の実施方式及び運営方式一覧表

　・平成１４年度第１学期

※　民間委託　平成１２年度第２学期以降は、小学校１校、中学校１校。

　　　　　　　平成１３年度第２学期以降は、小学校３校、中学校２校。

　・平成１４年度第２学期以降は、中学校５校を担当している学校給食センター（赤

　田）においても民間委託がなされている。

　　　　・なお、平成１５年度第２学期からは、さらに、上道（小学校４校、中学校１校）及

び興除（小学校１校、中学校１校）学校給食センターにおいても民間委託し、市

内３つの学校給食センターのすべてが民間委託方式となっている。

計
共同調理
場 方 式

親子式調
理場方式

単独校調
理場方式

運営方式

７９ 校
３４,５９２ 人

５ 校
９０２ 人

３ 校
６４７ 人

７１ 校
３３,０４３ 人

直　営

小学校
４ 校

１,０８７ 人
――

４ 校
１,０８７ 人

民間委託

２９ 校
１６,０７６ 人

７ 校
３,６４６ 人

１ 校
１６８ 人

２１ 校
１２,２６２ 人

直　営

中学校
３ 校

１,６６３ 人
――

３ 校
１,６６３ 人

民間委託

１０８ 校
５０,６６８ 人

１２ 校
４,５４８ 人

４ 校
８１５ 人

９２ 校
４５,３０５ 人

直　営

計
７ 校

２,７５０ 人
――

７ 校
２,７５０ 人

民間委託

項目
区分

計
共同調理
場 方 式

親子式調
理場方式

単独校調
理場方式

運営方式

７９ 校
３４,５９２ 人

５ 校
９０２ 人

３ 校
６４７ 人

７１ 校
３３,０４３ 人

直　営

小学校
４ 校

１,０８７ 人
――

４ 校
１,０８７ 人

民間委託

２４ 校
１３,３８８ 人

２ 校
９５８ 人

１ 校
１６８ 人

２１ 校
１２,２６２ 人

直　営

中学校
８ 校

４,３５１ 人
５ 校

２,６８８ 人
―

３ 校
１,６６３ 人

民間委託

１０３ 校
４７,９８０ 人

７ 校
１,８６０ 人

４ 校
８１５ 人

９２ 校
４５,３０５ 人

直　営

計
１２ 校

５,４３８ 人
５ 校

２,６８８ 人
―

７ 校
２,７５０ 人

民間委託

項目
区分



－ １２ －

（エ）親子式調理場

（オ）共同調理場

※　平成１４年度第２学期以降は、学校給食センター（赤田）において民間委託

　　している。

　　なお、平成１５年度第２学期以降は、上道及び興除学校給食センターにお　

　　いても民間委託している。

牧石小学校調理場光南台中学校調理場施 設 名

平成１２年９月１日昭和５４年１０月１日親子式実施年月日

有無配　　送

３５４人４６１人児童生徒数

牧 石 小 学 校

児童数 ３４３人

光南台中学校
生徒数　１６８人

親　校
内　

訳 牧石小学校牧山分校

児童数 １１人

甲 浦 小 学 校

児童数　２９３人
子　校

興除学校給食センター上道学校給食センター学校給食センター（赤田）施 設 名

中畦５９３番地南古都７１６番地赤田１５１番地の１所 在 地

平成２年５月
平成６年８月

（平成１１年８月）

昭和４６年６月

（昭和４８年２月） 
（昭和５３年８月）

完　　工

（増　築）

昭和４３年４月１日昭和４０年４月１日昭和４６年９月２２日開　　設

９２５�５４９�２，８９２�敷地面積

２５０�３８１�１,４３７�施設面積

鉄筋コンクリート造 

平屋建

鉄筋コンクリート造 

平屋建

鉄骨造平屋建 

一部鉄筋コンクリート造 

２階建

構　　造

１,３００ 食／日１,７００ 食／日６,０００ 食／日調理能力

無有（４小学校）有（５中学校）配　　送

６３０人１,２３０人２,６８８人児童生徒数

興除小学校　　２１８人 

興除中学校　　４１２人

浮田小学校　　１４２人 
城東台小学校　３７４人 
御休小学校　　１０９人 
角山小学校   　　５９人 

（小学校計   ６８４人） 
上道中学校　　５４６人

岡輝中学校　　３７０人 
東山中学校　　４１５人 
操山中学校　　６５５人 
竜操中学校 　１,０１０人 
上南中学校　　２３８人 

（中学校計 ２,６８８人）

内　　訳



－ １３ －

　　�　学校給食に要する経費

　　　　学校給食の実施、運営には、以下の経費を要している。

　　　　なお、平成１４年度岡山市一般会計決算において、教育費（２０,１９７,４０２,７８０円）のうち、

学校給食の実施、運営に要した経費（３,９６４,１３８,４０７円）は概ね５分の１を占めている。

ア　公費負担

（ア）職員に要する給与その他の人件費

　　　　　ａ　教育委員会事務局給食関係職員給与費

　　　　　ｂ　学校調理場職員（栄養士・給食調理員）給与費

　　　　　　　※栄養士には、県が給与費を負担する職員も含まれる。

　　　　　ｃ　学校給食センター職員（栄養士・給食調理員等）給与費

（イ）施設及び設備に要する経費、施設及び設備の修繕費その他の物件費

ａ　需用費（消耗品費、修繕料、光熱水費ほか）

ｂ　役務費（検便・農薬細菌等検査、機械器具点検手数料ほか）

ｃ　給食業務委託料

ｄ　委託料（清掃、害虫駆除委託料ほか）

ｅ　工事請負費（調理場施設の改修工事費ほか）

ｆ　備品購入費（焼物機、揚物機、調理台などの調理用機械器具費）

ｇ　その他（職員研修費用、会議費用、公課費ほか）

イ　保護者負担（給食費）

（ア）主食（米飯・パン・麺）代・牛乳代・副食等の食材・食品代

（イ）燃料（都市ガス・プロパンガス等）代

（ウ）学校給食会会費

（エ）消耗品代（消毒剤代、洗剤代、児童生徒用白衣代ほか）

（オ）その他（振込手数料など学校給食運営に要する経費）



－ １４ －

　　�　平成１２年度から１４年度までの学校給食に要した費用

　ア　費用一覧表

※　上記人件費の給与費には、職員の退職手当の金額は含まれていない。

イ　給食１食当たりの単価計算

（ア）給食１食当たりの経費は平成１４年度は６９２円となる。

　　（計算式）６９２円＝

平成１４年度平成１３年度平成１２年度項　　　　目

７５,８２２,１０１ ６９,８１６,４７４ ７３,６５５,３７５ 
教育委員会事務局

給食関係職員給与費

人　

件　

費公　
　
　

費　
　
　

負　
　
　

担　

３,３３６,８０５,６０１ 
（２１９,０４４,０２５）

３,４１８,４００,１１１ 
（２１２,９６２,７５０）

３,５６２,４３３,９５５ 
（２０６,０６１,５８０）

学校調理場職員給与費
(うち県費負担職員分)

２３１,９２６,７８７ ３３９,９７１,３９１ ３５３,７５７,３７９ 
学校給食センター職員 
給与費

３,６４４,５５４,４８９ 
（２１９,０４４,０２５）

３,８２８,１８７,９７６ 
（２１２,９６２,７５０）

３,９８９,８４６,７０９ 
（２０６,０６１,５８０）

小　　計
(うち県費負担職員分)

２１８,７６５,５３６ １９６,４４８,２２６ ２１４,６４７,２８３ 需用費

物　

件　

費

３３,４５６,１７９ ３７,２８８,０４１ ３６,４１１,７５４ 役務費

１１５,６３０,０５８ ５８,３８３,５６１ １０,４８９,５００ 給食業務委託料

３０,４７０,３０７ ３２,３７４,７２５ ２０,１５７,０８７ 委託料

７３,１１３,５７７ １４３,８５６,８９４ １９７,２１９,４８８ 工事請負費

６４,２０２,５３６ ６６,６０８,４３５ ９１,２２４,７３３ 備品購入費

２,９８９,７５０ ３,０６２,５３２ ３,３０３,０４７ その他

５３８,６２７,９４３ ５３８,０２２,４１４ ５７３,４５２,８９２ 小　　計

４,１８３,１８２,４３２ 
（２１９,０４４,０２５）

４,３６６,２１０,３９０ 
（２１２,９６２,７５０）

４,５６３,２９９,６０１ 
（２０６,０６１,５８０）

公　費　負　担　計
(うち県費負担職員分)

２,４１５,００１,６９９ ２,４０４,６４３,５６９ ２,４７４,０３５,１７３ 
主食代・牛乳代 
副食等の食材、食品代

給　

食　

費

保 
護 
者 
負 
担

１６１,６１７,５４３ １６５,７６０,９９１ １７０,０９８,５８１ 燃料代

３３,２８６,６００ ３２,５５０,０２３ ４１,２７３,３１４ 学校給食会会費

３７,２３７,６０１ ３９,８７８,８９６ ３２,００７,５９３ 消耗品代

５,１８０,９１０ ４,８２９,０７３ ３,６６２,９０１ その他

２,６５２,３２４,３５３ ２,６４７,６６２,５５２ ２,７２１,０７７,５６２ 　保　護　者　負　担　計

６,８３５,５０６,７８５ ７,０１３,８７２,９４２ ７,２８４,３７７,１６３ 合　　計

（単位：円）

６,８３５,５０６,７８５円（学校給食に要した費用）

９,８７４,５３８食（延給食数・以下、給食数には教職員等分を含む。）



－ １５ －

（イ）平成６年度以降の学校給食に要した費用の推移

　　　平成１０年度は学校給食のための経費は約８０億円かかっていたが、平成１４年度で

　は約６８億円となっている。また、１食当たりの経費は、平成１０年度は７５０円であっ

　たが、平成１４年度では６９２円となっている。

※　全学校数、全児童生徒数には高等学校を含む。   

※　完全給食実施状況には、平成１０年度までは岡山市立岡山工業高等学校（定時制）、

平成１１年度から１３年度までは岡山市立岡山後楽館高等学校伊福校舎（定時制）に　

おける夜間学校給食（夜間課程を置く高等学校における学校給食に関する法律）

　を含む。 

※　民間委託率は、「民間委託利用児童生徒数／完全給食実施児童生徒数」で算出した。

　　　なお、平成１５年度の民間委託率は１３.４％となっている。

Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２Ｈ１１Ｈ１０Ｈ９Ｈ８Ｈ７Ｈ６年　　度

１１７１１８１２０１１９１２０１２０１２０１１９１１９全学校数（校）

５４,１５１５４,８３３５５,６６７５６,８２７５８,２６３５９,４１４６０,５０６６１,７０９６３,１８２全児童生徒数（人）

１１５１１７１１９１１８１１９１１９１１９１１８１１８実施学校数（校）
完
全
給
食
実
施
状
況

５３,４１８５４,１４０５５,１３２５６,４５７５８,０２４５９,２０３６０,３００６１,４９２６２,９２９児童生徒数（人）

１０４１０６１０８１０９１０９１０９１０９１０８１０８調理場数（場）

９９１０１１０３１０５１０５１０５１０５１０４１０４単独校（場）内　

訳
２２２１１１１１１親子式（場）

３３３３３３３３３共　同（場）

１０.２ ５.１ １.０ －－－－－－民間委託率（％）



－ １６ －

　ウ　民間委託について

（ア）給食業務委託料の積算方法

　　　各学校の児童生徒数に応じて文部科学省基準を参考に定めている直営方式の給

　食調理員配置数を基本に、配送を伴う学校給食センターにおいては配送要員を含

　めるなど、その配置人数の人件費を積算している。人件費の額は、厚生労働省が

　毎年都道府県別に調査をしている賃金調査（賃金センサス）を基にして計算して

　いる。このようにして積算された「人件費」と「検便費、健康診断料、事務費」

　　を合算した額が給食業務委託料の積算とされている。

※　平成１４年度までは事例はなし。

（イ）民間業者との委託契約の締結

　　　平成１４年度においては、第２学期以降、学校給食センター（赤田）の学校給食

調理等業務（中学校５校・約２,９００食）を民間業者に委託している。

　　　この業務委託に係る業者選定については、「学校給食調理業務は食中毒等に対

する抵抗力の弱い児童生徒を対象として行う集団給食である」ことから安全衛生

面、受託能力、受託実績等最も適切な業者を選択する必要があり、「岡山市学校給

食調理業務委託選考委員会」において業者選考を行い（「岡山市学校給食調理等業

務委託選考委員会設置要綱」資料１）、当該業者と随意契約を締結している（地方

自治法施行令第１６７条の２第１項第２号）。

　　　民間業者への業務委託に関しては、原則的には競争原理の導入によるコストの

低減が求められるが、学校給食業務は、安全衛生面・受託能力等の点から受託業

者の適格性も要求される。この適格性の調査判断のためには、画一的な競争原理

（入札）を導入するよりも、上記委員会において上記要綱に基づき、業者の選考

を行うことは妥当であるといえる。

人件費
給食調理員配置数
（正規職員）

児童生徒数

※１人１００人以下

常勤２人（栄養士１人・調理師１人）を基本に積算２人１０１人～３００人

常勤３人（栄養士１人・調理師２人）を基本に積算３人３０１人～５００人

常勤４人（栄養士１人・調理師３人）を基本に積算４人５０１人～９００人

※５人９０１人～１３００人

※６人１３０１人～１８００人

※７人１８０１人～２３００人

常勤８人（栄養士２人・調理師６人）を基本に積算８人２３０１人～２８００人



－ １７ －

（ウ）１食当たりの給食業務委託料（平成１４年度）

　　　１食当たりの給食業務委託料は、延給食数が１０万食以上の場合は１４２円以下と

　　なっており、特に「学校給食センター（赤田）約２８万食」の場合は１２８円と効率

　性が高くなっている。

※　学校給食センター（赤田）については、平成１４年度第２、３学期分

　　�　学校給食の実施・運営方式の比較検討

ア　直営方式と民間委託方式の比較

　　以下のとおり、平成１４年度において、民間委託方式の１食当たり経費は直営方式

に比べて約１６２円安くなっている。      

 

※　学校給食に要した費用を全体に係わるものと直営方式あるいは民間委託方式のみ

に係わるものに仕分けし、年間延給食数９,８７４,５３８食を直営方式９,０９０,５２１食と民間委

託方式７８４,０１７食に分けて計算した。

※　１食当たり経費は円未満を四捨五入しているため、数値が符合しない箇所がある。

１食当たりの 
委託料(円)

延給食数(食)契約金額(円)児童生徒数(人)学校等

２０９ ９１,７３３ １９,２１２,８１４ 
１１７ 馬屋下小学校

３７６ 藤田中学校

２８１ ２８,５６４ ８,０２９,５００ １３６ 幸島小学校

１５４ ５３,０６３ ８,１６４,０００ ２６７ 箕島小学校

１３２ １０８,９５８ １４,４２４,０３３ ５６７ 東疇小学校

１２８ １１３,３２９ １４,５０９,４４６ ６８１ 御南中学校

１４２ １０１,８６０ １４,４９０,２６５ ６０６ 高松中学校

１２８ ２８６,５１０ ３６,８００,０００ ２,６８８ 学校給食センター（赤田）

１４７ ７８４,０１７ １１５,６３０,０５８ ５,４３８ 計

１食当たり経費 (円)
学校給食に要した費用 

(円)
項　　　目

全　体
民間委託
方　　式

直営方式

３６９

３１０２,８１５,５４０,５３１ 給食調理員等分人 
件 
費

公　

費　

負　

担

　８４　８４８２９,０１３,９５８ 事務・栄養士等分

８４３９４３,６４４,５５４,４８９ 小　　計

　５５

１４７１１５,６３０,０５８ 給食業務委託料物 
件 
費

４３４３４２２,９９７,８８５ その他物件費

１９０４３５３８,６２７,９４３ 小　　計

４２４２７４４３７４,１８３,１８２,４３２ 公　費　負　担　計

２６９２６９２６９２,６５２,３２４,３５３ 保　護　者　負　担　計

６９２５４３７０５６,８３５,５０６,７８５ 合　　計



－ １８ －

イ　平成１４年度第２学期から民間委託方式へ移行した学校給食センター（赤田）に往

査を実施したが、施設や設備は従来から岡山市の所有であり、献立の作成及び衛生

管理も従来どおりセンター職員が実施していた。すなわち、委託契約書及び仕様書

に基づき、「①実施献立表の作成・指示、検食の実施・評価等の給食管理　②調理

実施状況の確認等の調理作業管理　③配送業務の確認　④食材の契約・購入等の食

材管理　⑤給食施設の改修等の施設管理」は市職員が担当しており、業者は委託契

約書及び仕様書に記載されたとおり調理・食器洗浄及び配送等の業務を履行してい

た。

　　以上により、民間委託は、安全衛生面について業者に対する管理・監督が履行さ

れるシステムになっており、他方、前記アのとおりコスト削減効果も大きく、業務

の効率的運営の柱となることから、当面は平成１４年３月及び８月に策定されている

「学校給食調理業務等の民間委託への移行順序について―第１次中期計画―」（資料

　２）に沿って、順次民間委託校を拡大すべきである。

ウ　親子式調理場方式の効率性について

　　以下のとおり、親子式調理場への職員配置は単独校調理場それぞれへの職員配置

の計に比べて少なくなり、コスト削減効果が大きいことから、小規模校や隣接校で

調理場の集約（親子式調理場）化の導入を検討すべきである。 

　　なお、検討に当たっては、共同調理場方式のほか、調理場施設を含めた学校施設

全体の運営、効率性という面から、学校の再編整備も考慮する必要がある。

      比較
（ 削減人数）

職 員 配 置 の 基 準児童生徒数（人）
学 校 名

親子

区分 親子式調理場単独校調理場計単独

栄養士　　　１人 

給食調理員　１人

栄養士　　 　１人 

給食調理員　 ３人 

パートタイム 

　　　　職員 ２人

栄養士　　 　１人 
給食調理員　 ２人 
パートタイム  職員１人

４６１

１６８
光南台

　中学校
親

栄養士　　　１人 
給食調理員　 ２人 
パートタイム  職員１人

２９３甲浦小学校子

臨時栄養士　１人 

給食調理員　１人

栄養士　　 　１人 

給食調理員　 ３人 

パートタイム 

　　　　職員 ２人

栄養士　　　１人 
給食調理員　 ３人 
パートタイム  職員１人３５４

３４３牧石小学校親

臨時栄養士 　１人 
給食調理員　 １人 
パートタイム  職員１人

１１
牧石小学校 

牧山分校
子

栄養士　　　１人 

臨時栄養士　１人 

給食調理員　２人

栄養士 　　　２人 

給食調理員　 ６人 

パートタイム 

　　　　職員 ４人

栄養士　　　 ３人 
臨時栄養士　１人 
給食調理員　 ８人 
パートタイム  職員４人

８１５合　　計



－ １９ －

　　�　保護者負担（給食費）

ア　学校給食法第６条第２項では前記の人件費・物件費以外のものを「学校給食費」

と規定し、この給食費は実費負担（受益者負担）の性格を持っているため、保護者

に負担させることとしている。

　　保護者から徴収される給食費は、主に次の支払に充てられている。

イ　主食（米飯・パン・麺）は、各学校又は共同調理場（以下「学校等」という。）

から市教育委員会を経由して（財）岡山県学校給食会（以下「県給食会」という。）

へ提出される年間の学校給食用精米・小麦粉等使用申込書に基づき、具体的には各

学校等から県給食会指定の製パン、製麺委託加工工場への注文により、定められた

品質規格のものが納入されている。

　　価格は、県教育委員会の承認を得て、県給食会において事務手数料を含めて定め

られており、代金は各学校等が給食費から県給食会へ支払っている。

　　県給食会は、県内の学校給食の健全な発達に寄与することなどを目的に、物資の

安定供給をはじめ、講習・研修や食品検査による品質・衛生の管理等を行っている

公益法人で、学校長などが役員・評議員となっている。

ウ　学校給食用牛乳は、毎年度、県・県教育委員会により供給業者や価格が決定され

ており、各学校等はその業者に注文して供給を受けている。

　　代金は各学校等が給食費から、県下の学校給食用牛乳供給事業の代金配分機関と

しての業務を受託している県給食会へ支払っている。

エ　副食等の食材・食品は、各学校等が（財）岡山市学校給食会（以下「市給食会」

という。）を通じて共同（一括）購入するのが一般的であるが、各学校等が各業者

と契約して購入するケースもある。

　　市給食会は、市内の学校給食の円滑な運営実施等を目的に、物資やその納入業者

を選定するための委員会を組織し、主に物資の共同（一括）購入を行っている公益

法人で、学校長や保護者代表などが役員・評議員となっている。事務費（会費）と

して、毎月の各学校ごとの物資購入額の２.５％が給食費から支払われている。

オ　上記イ、ウ、エの主食、牛乳、副食等の食材・食品の基準価格については、毎年

支　　　払　　　先項　　目

（財）岡山県学校給食会主食（米飯・パン・麺）代

（財）岡山県学校給食会牛乳代

（財）岡山市学校給食会・各納入業者副食等の食材・食品代

（株）岡山ガス都市ガス代
燃料代

各納入業者プロパンガス代等



－ ２０ －

度、岡山市教育委員会が各学校等に示しており、平成１４年度においては１食当たり

税込みで小学校２３０円、中学校２７７円となっている。

　　各小学校、中学校別の１食当たり給食費は次表のとおりである。

　　燃料代などを含めた１食当たりの給食費の平成１４年度実績は、平均では税込みで

小学校２５３円５８銭、中学校３０３円４５銭となっているが、小学校では最高２８５円１８銭、最

低２３７円７３銭、中学校では最高３１５円６９銭、最低２８８円１７銭となっており、１食当たり

の格差は小学校で４７円４５銭、中学校で２７円５２銭である。

　　また、次表の「主食代、牛乳代、副食等の食材・食品代」の欄を比較すると、小

学校では最高２５６円９８銭（小学校０６）､最低２１３円９０銭（小学校８２）、中学校では最高

２８４円８４銭（中学校１２）、最低２６９円５０銭（中学校３２）となっており、１食当たりの格

差は小学校で４３円８銭、中学校で１５円３４銭である。

　　食材代等の給食費に格差が生じる原因は、①献立表の作成がある程度各学校の裁

量で行われていること、②食材の購入先についても、市給食会の利用を含めどこの

商店からいつどのような食材の購入をするかについて各学校の裁量に任されている

こと、③衛生管理面から各給食について「保存食」を２週間保存することが義務づ

けられており、また児童生徒の栄養指導や盛りつけの目安とする「展示食」も必要

とされることから、児童生徒数の少ない小規模校においては児童生徒各人のこれら

保存食・展示食の食材代等の負担額が大きくなってしまうこと、�小規模校におい

ても調理に一定の燃料代等を要するため児童生徒各人のこれらの負担額が大きく

なってしまうこと等が考えられる。

　　食材代等の給食費は保護者負担となっており、各学校独自の地場産食材等の活用

も積極的に行っていることから、各学校において給食費の多少の格差は容認すべき

であるが、一定程度を超えた格差は望ましいとは言えない。



－ ２１ －

各小学校、中学校別の１食当たり給食費一覧表（合計額の降順）　　　　

合　　計

学校給食会会費、
消耗品代、その他
学校給食運営に
要する経費

燃料（都市ガス・
プロパンガス等）代

主食代、牛乳代、
副食等の食材・
食品代

２５３.５８ ７.０８ １６.７９ ２２９.７１ 小学校平均

２８５.１８ １.２１ ４３.５９ ２４０.３８ 小学校０１

２７９.５３ ７.６０ ３０.４３ ２４１.５０ 小学校０２

２７９.２７ ３.３３ ２４.０３ ２５１.９１ 小学校０３

２７５.８７ ６.３１ ３５.５４ ２３４.０２ 小学校０４

２７５.５５ ９.４１ ３４.２９ ２３１.８５ 小学校０５

２７４.４７ ３.４２ １４.０７ ２５６.９８ 小学校０６

２７２.９４ ８.２７ ３５.４２ ２２９.２６ 小学校０７

２７２.３５ ７.７４ ３０.１８ ２３４.４３ 小学校０８

２７２.００ ２.９７ １９.２６ ２４９.７７ 小学校０９

２７１.５０ １０.２２ ２９.０２ ２３２.２６ 小学校１０

２７１.１９ ７.０８ ３０.８４ ２３３.２７ 小学校１１

２６９.６３ ６.９６ ３１.１７ ２３１.５０ 小学校１２

２６９.１４ ３.６３ ４４.０４ ２２１.４７ 小学校１３

２６９.０１ ５.２４ ２８.２３ ２３５.５４ 小学校１４

２６８.０５ ８.９７ ３５.２５ ２２３.８３ 小学校１５

２６７.７２ ３.４２ ２６.６１ ２３７.７０ 小学校１６

２６７.３３ ６.３０ ２６.８５ ２３４.１８ 小学校１７

２６７.１９ ７.７９ ２７.５３ ２３１.８７ 小学校１８

２６５.９６ ５.５４ １４.１０ ２４６.３２ 小学校１９

２６４.７５ １２.５１ ２３.１２ ２２９.１２ 小学校２０

２６４.７４ ４.７７ ２１.４８ ２３８.４８ 小学校２１

２６４.３０ １０.３６ ２３.４３ ２３０.５２ 小学校２２

２６１.６４ ５.６６ ２１.２２ ２３４.７７ 小学校２３

２６０.９９ ５.９２ ２９.４３ ２２５.６４ 小学校２４

２６０.１３ ７.７８ ２５.１７ ２２７.１８ 小学校２５

２５９.４５ ５.５３ １７.７１ ２３６.２０ 小学校２６

２５９.４５ ５.５３ １７.７１ ２３６.２０ 小学校２７

２５８.９５ ５.４６ １０.００ ２４３.４９ 小学校２８

２５８.９３ ７.６８ ２７.１３ ２２４.１２ 小学校２９

２５８.７１ ９.２６ ２３.８８ ２２５.５７ 小学校３０

２５８.５８ ７.２０ １１.９４ ２３９.４４ 小学校３１

２５８.４２ ６.５３ ２１.０１ ２３０.８８ 小学校３２

２５８.３８ ６.４５ ３６.６９ ２１５.２４ 小学校３３

２５８.２３ ６.７８ １６.１８ ２３５.２６ 小学校３４

２５８.１９ ５.７７ １４.５４ ２３７.８９ 小学校３５

２５８.１９ ５.７７ １４.５４ ２３７.８８ 小学校３６

２５８.１９ ５.７７ １４.５４ ２３７.８８ 小学校３７

２５８.１９ ５.７７ １４.５４ ２３７.８８ 小学校３８

２５７.４０ ３.４０ ３４.２８ ２１９.７２ 小学校３９

２５７.３５ ８.４４ １７.６５ ２３１.２５ 小学校４０

（単位：円）



－ ２２ －

合　　計

学校給食会会費、
消耗品代、その他
学校給食運営に
要する経費

燃料（都市ガス・
プロパンガス等）代

主食代、牛乳代、
副食等の食材・
食品代

２５７.１１ １０.７２ １５.４８ ２３０.９１ 小学校４１

２５６.１０ ８.０５ １８.４３ ２２９.６２ 小学校４２

２５５.６２ ５.６６ ２０.８９ ２２９.０７ 小学校４３

２５５.１４ ７.４９ １７.９０ ２２９.７６ 小学校４４

２５４.７８ ４.９７ ２４.７８ ２２５.０３ 小学校４５

２５４.６８ ６.０９ １９.４２ ２２９.１７ 小学校４６

２５４.６３ １２.０７ １１.６３ ２３０.９３ 小学校４７

２５４.５１ ８.１８ １２.６８ ２３３.６５ 小学校４８

２５４.１０ ９.２１ １４.４３ ２３０.４６ 小学校４９

２５３.８９ ６.７０ １６.８９ ２３０.３０ 小学校５０

２５３.６１ ７.２４ １８.３４ ２２８.０２ 小学校５１

２５３.５１ ４.４７ １０.９１ ２３８.１３ 小学校５２

２５３.３８ ９.０３ １７.８６ ２２６.４９ 小学校５３

２５３.２１ ８.５７ １４.６４ ２３０.０１ 小学校５４

２５３.２１ ７.４３ ２３.７１ ２２２.０７ 小学校５５

２５２.９９ ７.５８ １５.６３ ２２９.７９ 小学校５６

２５２.６５ ６.１７ ２１.２９ ２２５.１８ 小学校５７

２５２.０６ ６.５２ ２１.９４ ２２３.５９ 小学校５８

２５１.９８ ７.０７ １７.６４ ２２７.２７ 小学校５９

２５１.４４ ７.８９ １６.８９ ２２６.６７ 小学校６０

２５１.２３ ５.４１ １４.９８ ２３０.８４ 小学校６１

２５１.１９ ６.２５ ２１.１９ ２２３.７６ 小学校６２

２５０.９６ ９.６３ １３.４３ ２２７.９０ 小学校６３

２５０.７９ １０.００ １６.４２ ２２４.３６ 小学校６４

２５０.７１ ６.９３ １７.９７ ２２５.８０ 小学校６５

２５０.４０ ９.２０ １３.５４ ２２７.６７ 小学校６６

２４９.６５ ６.５６ １４.３２ ２２８.７７ 小学校６７

２４９.０９ ２.４７ １２.３４ ２３４.２８ 小学校６８

２４８.６８ ９.０６ １１.４０ ２２８.２１ 小学校６９

２４８.６３ ５.５２ ２３.６６ ２１９.４４ 小学校７０

２４８.５０ ８.０１ １２.９８ ２２７.５１ 小学校７１

２４８.３８ ５.８８ １５.７７ ２２６.７３ 小学校７２

２４７.１０ ５.３６ １０.４４ ２３１.２９ 小学校７３

２４７.００ ８.２１ １０.５７ ２２８.２１ 小学校７４

２４６.０８ ５.８３ １６.８１ ２２３.４５ 小学校７５

２４４.８６ ４.２５ ９.７６ ２３０.８５ 小学校７６

２４４.２７ ６.２１ １５.３３ ２２２.７３ 小学校７７

２４３.９０ ６.４８ １２.１７ ２２５.２４ 小学校７８

２４３.８２ ６.４１ １４.２１ ２２３.１９ 小学校７９

２４３.７７ ６.５０ １３.２７ ２２４.００ 小学校８０

２４３.０９ ５.９８ １５.７３ ２２１.３８ 小学校８１

２３８.１６ ５.２８ １８.９８ ２１３.９０ 小学校８２

２３７.７３ ５.７７ １１.５９ ２２０.３８ 小学校８３



－ ２３ －

　　　　※　小数点以下２桁未満を四捨五入しているため、数値が符合しない箇所がある。

　　　　※　副食等の食材、食品の購入について、市給食会の利用状況。  

   　　　　　原則として、市給食会を利用していない学校。

　　　　　一部、市給食会を利用していない学校。

　　　　　原則として、市給食会を利用している学校。

合　　計

学校給食会会費、
消耗品代、その他
学校給食運営に
要する経費

燃料（都市ガス・
プロパンガス等）代

主食代、牛乳代、 
副食等の食材・
食品代

３０３.４５ ９.０４ １５.３９ ２７９.０３ 中学校平均

３１５.６９ １３.２９ ２０.２１ ２８２.１８ 中学校０１

３１３.５７ ９.９６ １９.６７ ２８３.９５ 中学校０２

３１１.７９ ９.８４ ２１.５５ ２８０.４０ 中学校０３

３１１.３５ １０.７４ １８.３８ ２８２.２３ 中学校０４

３１０.８５ １０.４０ １８.８０ ２８１.６５ 中学校０５

３１０.５８ ８.９７ ２０.６９ ２８０.９２ 中学校０６

３０９.８５ ７.４７ ２５.１８ ２７７.２０ 中学校０７

３０９.７８ ９.５９ ２２.７３ ２７７.４６ 中学校０８

３０８.９７ ９.８８ １７.４０ ２８１.６８ 中学校０９

３０８.２８ １０.５３ １８.２９ ２７９.４７ 中学校１０

３０７.５０ ９.１５ １９.３１ ２７９.０４ 中学校１１

３０６.２９ ８.６６ １２.７９ ２８４.８４ 中学校１２

３０４.９９ ９.５１ １９.６５ ２７５.８３ 中学校１３

３０４.３７ ９.８７ １０.２１ ２８４.２８ 中学校１４

３０４.１１ ７.６６ １９.０９ ２７７.３７ 中学校１５

３０３.５３ １１.１１ １３.７６ ２７８.６６ 中学校１６

３０２.９８ １０.５０ １９.５５ ２７２.９３ 中学校１７

３０２.９４ ９.０８ １０.４６ ２８３.４０ 中学校１８

３０２.９１ ９.０５ １０.４６ ２８３.４０ 中学校１９

３０２.８０ ８.９４ １０.４６ ２８３.４０ 中学校２０

３０２.７９ ６.８８ １５.９２ ２７９.９９ 中学校２１

３０２.５４ ８.６８ １０.４６ ２８３.４０ 中学校２２

３０２.４７ ８.６１ １０.４６ ２８３.４０ 中学校２３

３０１.９９ ６.９９ １１.８１ ２８３.１９ 中学校２４

３０１.７６ ５.８７ １５.５０ ２８０.３９ 中学校２５

３０１.７６ ９.６３ １５.４９ ２７６.６４ 中学校２６

３０１.３２ ９.４７ １７.１２ ２７４.７４ 中学校２７

３００.３９ １０.５３ １２.６２ ２７７.２４ 中学校２８

３００.１１ １０.９９ １２.８２ ２７６.３１ 中学校２９

２９４.２７ ７.５２ １３.０９ ２７３.６５ 中学校３０

２９０.１５ ７.３５ １１.７２ ２７１.０８ 中学校３１

２８８.１７ ５.３２ １３.３５ ２６９.５０ 中学校３２
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　　�　給食費の徴収状況

ア　給食費は食材代・燃料代などの支払いのための経費で、学校が保護者から徴収し

た費用で賄うものである。給食費は給食実施の不可欠の要素であり、各学校の担任

が公務中に徴収したり、各学校の事務職員が保護者からの給食費の銀行振込を確認

している。

　　このような保護者が負担する費用を学校が主体となって徴収し、管理し、執行し

ているものを学校徴収金という。給食費も学校徴収金の一つである。

　　この学校徴収金の管理及び一連の会計処理は、学校教育活動に必要な経費として

学校が主体となって取り扱うという金銭の性格上、厳正で効率的、かつ透明性のあ

る処理を行う必要がある。

イ　監査対象とした１２校のうち、学校給食を実施していた１０校における給食の徴収・

管理・執行状況は、後記８�学校徴収金の管理状況のとおりであつた。

ウ　給食費の徴収状況、支出状況についての保護者への情報開示

（ア） 保護者が負担している給食費を低減していくため、購入ルートとして市給食会

　を利用するなど、常に、良い食材を安く購入する努力を続けるべきである。

（イ） 給食費の予算・決算・監査など会計全般にわたり、各学校に設置されている給

食運営委員会の活用などにより保護者の理解を得るとともに、保護者に対し情報

開示をすべきである。また、食材代については市教育委員会が示す基準価格も保

護者に示すべきである。

（ウ） 給食費の滞納についての対応方法

　　　各学校は保護者から徴収した給食費を一定期日に業者（県給食会・市給食会等

の食材納入業者、㈱岡山ガス等の燃料供給業者など）に支払わなければならない

が、種々の事情からして保護者からの集金が遅れる場合もある。

　　　この場合、まずは、滞納金をなくする努力をすべきことはいうまでもない。長

期にわたり滞納が続く家庭に対しては、徴収事務担当者、学級担任等が電話連絡、

家庭訪問等を通して直接納入を促す必要がある。

　　　その際、家庭の経済状況の変化等により滞納が続いている場合などは、「就学援

助制度」の内容について説明し、申請を促すことも必要となり、徴収事務担当者

は就学援助担当者と情報を共有しておくことも肝要である。

　　　また、滞納の理由や保護者の実情によっては、法的手段を取る必要もある（後

記３�滞納金についての基本的姿勢）。

　　　しかしながら、やむを得ず滞納金が生ずる場合もあるが、そもそも学校給食費

会計が独立した会計処理方式であるため、滞納金についてもこの会計のなかで処

理する必要がある。
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　　給食費の支出内訳は食材代・燃料代等・運営経費に分けることができるが、こ

の中で食材代・燃料代等は実費であるため、滞納金の補填には運営経費をあてる

ほかない。したがって、年度当初に給食費の額を設定する際に、例えば、前年度

に滞納が発生している場合には、その滞納状況及び運営経費からの補填必要額な

どを考慮に入れる必要がある。

　　このような処理方法をとった場合、

　ａ　給食費の滞納が発生しなければ、運営経費が余ることになり、年度末に精算

　処理かあるいは繰り越し処理かを検討することになる。

　ｂ　他方、給食費の滞納が当初の予想を超えると、年度末に食材代・燃料代等を

　切りつめて処理するか、保護者に給食費の追加支出を求めるかを検討すること

　になる。

　　いずれにしても、給食費については受益者負担の観点から保護者負担とされて

いるのであるから、滞納者のプライバシーにも一定の配慮をしながら、現在の学

校給食費会計の状況についての情報開示が必要である。つまり、年度当初に給食

費の額を設定する際に、保護者に対し、前年度の滞納額・滞納者数等の情報を開

示し、保護者も給食費の額、特にその中の運営経費の額については十分に議論し、

検討することが望まれる。
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３　学校徴収金について

　　�　教育活動費

岡山市立の学校及び幼稚園（以下「学校」という。）には、教育活動に直接必要な経

費があり、これを以下教育活動費という。教育活動費は、県や市の歳出予算に計上され

る公費負担の経費と、公費負担以外で受益者負担の考え方に基づき保護者負担により対

応する経費とに区分することできる。

受益者負担の考え方に基づく保護者負担分のうち、学校が保護者からの徴収や集金に

関与している金銭を、以下校納金という。

校納金には、学校が主体となって徴収し、会計を管理している現金（以下「学校徴収

金」という。）と、ＰＴＡ等からの委任を受けて学校が単に集金事務を代行しているＰ

ＴＡ会費・補助教材費・各種掛金等がある。

学校徴収金を管理する会計を、以下学校徴収金会計という。

教育活動費を区分すると次のようになる。
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　　�　公費負担と保護者負担

　学校教育で必要とされている経費には、前述のとおり、税金等を財源とする公費と、

　保護者等が自らのために個人負担する保護者負担金がある。

　公費負担で対応すべき経費と保護者負担で対応すべき経費の区分については、 「地方

　財政法第２７条の４」、「同法施行令第１６条の３」及び「岡山市義務教育に関する費用の

　税外負担を禁止する条例」に基づいて「義務教育に関する費用の運用指針」（岡山市教

　育委員会平成９年４月１日施行　以下「運用指針」という。）に示されている。

　公費負担と保護者負担の区別は、運用指針で概ね次のように区分されている。

１　公費負担とすべきもの

　�　職員の給与費

　�　施設建設費、土地購入費

　�　施設の維持補修費

　�　その他学校の管理運営に要する費用

　　　・施設管理用消耗品、備品

　　　　　　トイレットペーパー、清掃用品等

　　　・光熱水費、燃料費（給食を除く。）、通信運搬費

　　　・学級、学年、学校単位で共有または備え付けとする教材

　　　・その他、事務用品、印刷、小学校の飼料費等

２　保護者負担とすべきもの

　�　児童生徒個人の所有物に係る経費で

　　　学校、家庭のいずれにおいても使用できるもの

　　　学級、学年の全員が個人用の教材・教具として使用するもの

　�　教育活動の結果としてその教材、教具そのもの、又はそれから生じる直接的

　　利益が児童・生徒に還元されるものの経費

　　　（例）給食代、補助教材代、遠足・修学旅行代・観劇代、卒業式の記念品等、

　　　　生徒会費、部活動費、各種共済掛金等

３　校長等個人負担とすべきもの

　　・校長会負担金、教頭会負担金等の個人を会員単位とした会費

４　その他

　　・ＰＴＡ会計で負担すべきもの

  　　  （例）ＰＴＡ運営に係るコピー等の事務経費、ＰＴＡ行事に係る旅費・会議

　　　　  参加費、ＰＴＡ連合会負担金等
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　　�　学校徴収金の性質

　学校徴収金は、教育活動上必要な経費のうち、直接児童生徒に還元される性格の経

　費である。学校徴収金は本来保護者が負担・支払をすべきものであるが、実際には学

　校が保護者から徴収し、一括して業者に支払いをしている。

　学校徴収金の徴収・管理・執行を学校が主体となって取り扱う法的根拠としては、　

　以下のような考え方がある。

　ア　児童生徒の在学関係を公法上の関係ととらえて、学校徴収金の徴収・管理等の権

　限は教育目的達成のために付随的ないし教育条理上、岡山市（ないし岡山市から委

　任された学校長）に認められているとする考え方

　イ　児童生徒の在学関係を私立学校の場合と同様ととらえて、学校徴収金の徴収・管

　理等の権限は、学校教育活動に必要な経費として、保護者等から学校（学校長）な

　いし岡山市に対する信託ないし委任に基づいて認められているとする考え方

　　　いずれの考え方によっても学校長は学校徴収金の管理業務等を適正な注意義務を

　もって処理をしなければならず、善良な管理者としての注意義務（善管注意義務）

　が発生することになる。

　　�　学校徴収金の種類

ア　給食費

　　給食費は、学校給食の食材代等の支払いのための経費で受益者負担の考え方に基

づき保護者負担となる経費の代表的なものである。

　　この事務処理は、校務として公金の取り扱いに準じて適正に行われる必要があり、

岡山市教育委員会が作成している「学校給食事務管理の手引」（昭和５３年４月作成、

昭和６３年３月、平成１２年３月改訂）に基づいて行うことになっている。

イ　生徒手帳、名札等経費

　　生徒手帳、名札や氏名ゴム印等の物品は、教育活動に伴って児童生徒の個人単位

で必要性が発生するが、生徒の利便上、学校が主体となって管理している。

ウ　修学旅行費、校外活動費等

　　修学旅行は、学校教育活動の一環として学校が主体となって実施している。

　　岡山市においては、各学校の校長の会である校長会が中心となって実施するいわ

ゆる「連合方式」と呼ばれる定形的な行程等により実施される修学旅行が主流となっ

ている。

　　修学旅行、校外活動（宿泊を伴う場合を含む。）及び生徒の鑑賞・観劇代等の経

費は、学校教育活動の一環として、実施方法の管理のみならず集金及び支払につい

ても学校が主体となって管理している。
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エ　生徒会費

　　生徒会費は全校生徒を会員とした生徒会活動を行うための経費であり、生徒会活

動は学校教育活動の一環であるから、集金及び支払については学校が主体となって

実施している。

オ　部活動費

　　各種部活動は、全児童生徒を対象に画一的に実施されるものではなく、特定の児

童生徒を対象に行われている。あくまで学校教育活動の一部として位置づけられて

いるものであり、学校が主体となって実施している。

カ　卒業アルバム等卒業関係経費

　　卒業アルバム、丸筒、記念品等は、教育活動の結果としての卒業に伴い、児童生

徒に直接手渡されるよう、学校が主体となって用意している。したがって、その制

作等に伴う経費の徴収及び支払も、学校が主体となって実施している。

キ　補助教材費（益金を生じないもの）

　　児童生徒個人が所有して使用する教材・副教材等の購入にかかる経費である。教

育目標を達成するため学校は、補助教材の選定をはじめとし、その調達すべき時期

や方法、金額等については保護者へ通知を行っている。

　　ところが、その具体的な調達方法や取引関係について定めた規定はなく、文部省

初等中等教育局長通達（昭和３９年３月７日付文初初第１２７号）の趣旨に沿って、可

能な範囲の便宜提供を行うことになっている。

ク　学校指定物品等（益金を生じないもの）

　　制服、体操服、通学カバン等の学校指定物品は、児童生徒が個人の所有物として

使用するものであり、本来は保護者が販売業者から直接購入すべき性質のものであ

るが、保護者利便を図る観点から、あらかじめ各学校が価格の調整や販売業者の

あっ旋等を行っている。

　　学校指定物品や再販制度に係る図書等は、学校が保護者と業者の間に入って、補

助教材の手渡しや集金・支払の便宜供与を行っている場合もある。

　　�　学校徴収金の管理

ア　学校徴収金は保護者負担に区分される金銭の中で、学校が主体となって徴収・管

理・執行している。

　　学校徴収金の徴収・管理・執行は、学校現場の教職員が最も苦労していることの

一つであり、中でも特に苦労しているのは滞納金の徴収・処理の問題である。

　　この問題は、そもそも学校徴収金が公金でないため、その徴収・管理・執行の事

務について準拠すべき法規や指針がなかったことから、各学校現場毎に担当者が従



－ ３０ －

前のやり方を改善することなく踏襲してきたことが原因である。

　　　滞納が発生した場合、教職員は徴収のために相当の努力を余儀なくされているの

　が実情であるが、当該努力にもかかわらず滞納が年度末までに処理できなかった場

　合の会計処理については何らの指針もない。このため、各学校は止むを得ず他の会

　計での益金で処理するなどその処理は区々であった（もっとも、益金のない学校で

　はこのような処理すらできない。）。

　イ　このような処理が可能であったのは、補助教材の会計や購買会計に益金があった

　からである。しかしながら、このような処理は、一方では、益金の存在を前提に、　

　当該益金が不当に使用されているのではないかとの憶測を生み、他方では、保護者

　　等への情報開示を躊躇する姿勢として今日に至っている。

　ウ　学校徴収金は、公金でないとはいえ公費負担分と相まって教育活動費を賄ってい

　るものであるから、学校徴収金の徴収・管理・執行は、公費に準じて厳正かつ効率

　的に行われるだけでなく、その透明性が確保できるような統一的な事務処理基準を

　策定し、これにのっとって会計処理をすべきである。

　エ　上記観点から、学校徴収金の管理及び会計処理の基準を考えるに当たっては、以

　下の諸点に留意して検討する必要がある。

　（ア）責任体制の明確化及び周知

学校長を最終責任者として、事務処理担当者や監査実施者等、学校徴収金に係

る責任体制を明確にし、教職員に周知する。

学校徴収金についての基本的考え方や会計処理に当たっての留意事項について

も、すべての教職員が理解し、共通の認識をもつため、職員会議や職員研修会等

の場を活用して周知を図る。また、人事異動や分掌の変更があった場合は、後任

者に対して速やかに引継ぎを行う。

（イ）情報開示・事務処理の適正化

開かれた学校づくりを推進する観点からも教育活動全般にわたっての説明責任

を果たし、情報開示の積極的な推進が求められる。特に学校徴収金については、

保護者が負担している金銭であり、その会計処理は保護者の理解が得られるよう、

十分な情報開示が必要とされる。

また、学校徴収金の事務処理に当たっては、文書による処理で、必ず複数の職

員の関与により処理し、その適正・透明性を確保する。

（ウ）監督機関の設置

学校徴収金の管理や一連の会計処理についての監査及び学用品等の選定につい

ては、保護者の意見や要望が反映できるよう、保護者の代表が構成員として参加

する監督機関を設置して、学校のあっ旋等の必要性の検討をはじめとし、保護者
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負担の軽減を図る観点からも、品質、価格、業者選定方法等を含めた総合的な調

査研究を実施することも必要となる。

　　なお、上記のような背景のもと、教育委員会事務局は各学校に対し、「学校徴収金

会計について」と題する書面（平成１５年３月２０日付事務連絡）で、学校徴収金会計

の管理及び会計処理等についての基本的な考え方を示すとともに、引き続き検討を

重ね、先般、「岡山市立学校校納金等取扱の手引」でより詳細な指針を示した。

　　�　学校徴収金以外の校納金

　ＰＴＡ会費、各種掛金等は、学校が主体となって管理・徴収するものではないが、

学校教育活動と密接な関係があり、便宜上、学校が委任を受けて集金している。

　また、再販制度に係る図書や学校指定物品等で益金が生じるものについては、学校

　徴収金以外のものとして処理されていることが多かった。

　これらの金銭については、権利義務の帰属主体を明確にしておくとともに、その金

　銭の取扱いに当たっての委任（責任）関係を契約書等により明確にして、事故防止を

　図る観点から収納後は契約書等の定めに従って、それぞれの帰属主体に速やかに引き

　継ぐ必要がある。

　ア　ＰＴＡ会費

　　ＰＴＡは、その主たる構成員を保護者とする任意の団体である。したがって、その会

費の集金及び支出もＰＴＡ組織が主体となって管理運営するものであるが、多くの場

合、学校がＰＴＡ組織から委任を受けて集金及び支出等の会計事務を代行していた。

　イ　再販制度に係る図書や学校指定物品等で益金が生じるもの

　　　再販制度に係る図書や学校指定物品等で益金が生じるものについては、学校が主

　体となって業者と取引を行っているケース、このことを取り扱うために組織された

　教育後援会等の団体により行われているケースがあった。

　ウ　各種掛金（災害遺児年金掛金、学童校外事故共済掛金、独立行政法人日本スポー

　ツ振興センター共済掛金等）及び各種負担金

　　　これらの掛金等は、保護者等から委任を受けて学校が集金事務を代行していた。

　　�　滞納金についての基本的姿勢

ア　校納金は、教育活動に必要な経費として受益者負担の考え方に基づいて保護者か

ら集金しているものであり、それぞれの保護者が負担すべき額については一定期日

までに全額を集金することが基本である。

イ　しかしながら、期日までに全額を集金することができず、滞納金が発生すること

がある。
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　　滞納の未然防止のため、年度（学期）当初に徴収（集金）計画を保護者に示すと

ともに、修学旅行費など高額なものについては積立を行うなど、工夫が必要となる。

また、学校徴収金及び補助教材費等の年間納入計画をわかりやすい表にして保護者

に配布し、徴収予定時期、金額をはじめ、購入物品の品名、価格等についてできる

だけ詳細に記載し、保護者の資金準備を促し、滞納を減らす努力も必要である。

ウ　一方、滞納されている徴収金については、できるだけ少額の段階で、速やかに全

額を徴収することを目指し、滞納状況が改善されない保護者については、来校依頼

書等の依頼文を渡して来校してもらい、今後の納入について相談を行うよう求める

などの働きかけを行う。

　（ア）長期にわたり滞納が続く理由が経済的理由である場合は、「就学援助制度」の内

　容について説明をし、その申請を援助することも必要となる。

　（イ）滞納の理由が経済的なものでない場合は保護者に対し、納入を促す。

エ　なお、給食費をはじめとする一般的な学校徴収金に係る債権についての消滅時効

は２年であるので、時効を中断させるために分納誓約書の提出をもとめ保護者に滞

納を承認させるなど、時効中断の手続を用い債権管理を行うべきである。分納誓約

書の提出をしない保護者に対しては訴え（「支払督促」の申立等）を提起するなど、

時効中断の手続きを講じるべきである。

　　滞納金の徴収に当たっては、学校徴収金についての理解を得て円満に徴収する事

が望ましいが、悪質で理解が得られない保護者についてはその実情に応じて法的な

手段を用いることも必要である。学校徴収金のような比較的少額の債権の回収方法

としては、簡易裁判所を利用した「支払督促」のほか、「少額訴訟」「民事調停」の

方法がある。いずれの方法を選択するかについては、滞納額や保護者の資産、収入

の状況に応じて適切に判断すべきである。

　　この場合、学校徴収金の法的根拠を教育目的達成のために付随的ないし教育条理

上認められたものととらえると、岡山市（ないし岡山市から委任された学校長）が

原告として請求することになる。他方、学校徴収金の法的根拠を保護者等からの信

託ないし委任に求めると、学校長ないし岡山市が原告として請求することになるが、

信託ないし委任関係を証明する書類が必要となると思われる。

　　�　購買組織の経緯と現状

ア　岡山市内の小中学校にある購買組織（特定の販売場所で、教材や学校生活を行う

上での日用品を組織的に販売し、利益をあげているもの）は、児童生徒や保護者の

便宜を図るために、あるいは教育活動を行う上で円滑に教材が整う必要性から、自

然発生的に各学校において設置されてきた。
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　　こうした目的をもって誕生した購買組織は、学校自らの判断で行われている営業

活動ではなく、生徒の利便性を確保するため、その保護者らの意向によって現在ま

で活動が続けられてきている。

　　購買販売物品は、教育活動に必要な物品の販売であるため、一部の学校では、学

校が実質的に運営している。

　　また、運営により得られた収益金については、購買職員の給与に充てるほか、学

校運営を円滑に行う上で様々な使途に使用されてきた。

　　現在の市内の状況は、岡山市教育委員会の指導により、購買組織を廃止している

学校もあるほか、設置している学校においても、多くがその運営主体をＰＴＡ等、

学校以外の組織に移管している。

イ　岡山市立学校長宛「購買組織の運営について（指針）」（平成１５年３月２０日事務連

絡）における購買組織見直しの指針では、方針が次のように示された。

（ア）購買組織については、その必要の有無を十分にＰＴＡ等と協議する。

　（イ）購買組織を廃止する場合には、その財産について次のように処理する。

　　　購買職員への給与の支払、業者への支払等を行った上で残金となった資金、物品

に関しては、ＰＴＡ役員会等で協議し、全ＰＴＡ会員の承認によりその使途を決定

する。

（ウ）購買組織を存続する場合は、次のことをその要件とする。

・学校が主体となって運営する購買組織は、平成１６年３月３１日までに全て廃止す

る。

・運営主体はＰＴＡあるいはＰＴＡから委託した教育後援会等の組織とする。

・購買組織設置の目的等を明確にして文書化する、購買の会計に関する帳簿等を、

ＰＴＡ総会等で全会員に報告し承認を得る、等の諸条件の設置を教育後援会組

織の要件とする。

（エ）購買の運営に関する要領等の文書については、毎年ＰＴＡ総会等で全保護者に

配布、説明する。

（オ）補助教材の購入に伴い差益金が生ずる場合には、このような購買組織で管理す

るか、ＰＴＡを主体にした組織で管理する。

　　この指針によると、購買組織については、必要性についてＰＴＡ等と協議し、購

買組織を廃止するか、廃止しない場合にも、学校が運営主体の購買組織は平成１６

年３月３１日までに全て廃止し、ＰＴＡ等の組織を運営主体とするよう指導してい

る。

ウ　その後、「岡山市立学校校納金等取扱の手引」において、購買組織を存続する場

合の運営は、保護者のみを構成員とする組織（以下「教育後援会」という。）によ
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り行うべきことが示されている。

　　つまり、学校及び教職員は、購買組織の運営にＰＴＡという組織を通しても関与

しないよう変更された。

　　教育後援会が購買組織を運営するに当たっては、購買事務従事者の確保が必要と

なり、教育後援会が購買事務担当者を雇用する等の方法が考えられる。

　　購買組織の運営に係る会計事務処理は、収入から支出、決算までの経理事務全体

が教育後援会会員の承認と信頼が得られるものでなければならない。

　　したがって、益金の処分方法等を含めた会計処理に関する規約を設け、トラブル

の未然防止を図る必要がある。そのため、常に帳簿を整理し、保管しておき、ＰＴ

Ａ総会等の場を利用して教育後援会の会員である保護者に収支決算を報告し、承認

を得る必要がある。
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　４　就学援助制度について

　　�　就学援助制度の趣旨

ア　教育基本法第３条第１項は、憲法第１４条の「法の下の平等」及び同第２６条第１項

の「教育を受ける権利」の精神を受け、教育の機会均等の原則を定めている。　　

イ　しかし、現行法上、義務教育無償の範囲は、授業料（教育基本法第４条第２項）

と教科書（義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律）に限定され、そ

の他の学用品購入費、通学費、修学旅行費、給食費等は、受益者負担の考え方から

児童生徒の保護者が負担することとされている。

ウ　そこで、これらの保護者負担に関して、保護者の経済的理由により教育の機会均

等が妨げられないよう、教育基本法第３条第２項は、国及び地方公共団体に対して

奨学の方法を講じるよう義務づけている。

エ　同法の趣旨を受けた「学校教育法第２５条（小学校）、第４０条（中学校）」により、

経済的理由によって就学困難と認められる学齢児童生徒の保護者に対して市町村が

必要な援助を与えるよう義務づけられ（医療費につき「学校保健法第１７条」）てい

るほか、「就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法

律」、「学校給食法第７条第２項」等により、国の市町村に対する補助制度について

定めている。

　　�　就学援助の対象者・認定基準・認定事務・就学援助の範囲

　ア　就学援助の対象者

　（ア）要保護児童生徒

　　　　児童又は生徒の保護者が、生活保護法第６条第２項に規定する「要保護者」で

　ある者

　（イ）準要保護児童生徒

　　　　児童又は生徒の保護者が、要保護者に準ずる程度に困窮していると認められる者

　イ　岡山市における就学援助の認定基準

　　　岡山市では、準要保護児童生徒の認定に当たり、「要保護及び準要保護児童生徒の

　認定について」（昭和３８年文部省通知）で示された基準に加え、客観的な数値（所

　得）による基準として生活保護基準（基準生活費の額、教育扶助基準額及び住宅扶

　助基準額の合計額）の１．３倍という目安を採用している。

　　　平成１４年度の岡山市就学援助認定基準は次のとおりである。



－ ３６ －

平成１４年度　岡山市就学援助認定基準　　　　

１　生活保護法第６条第２項に規定する「要保護者」で、次のいずれかの措置を受けた者

　�　教育扶助を受けていない者

　�　教育扶助を一時停止されている者

２　生活保護法第６条第２項に規定する「要保護者」に準ずる程度に困窮している者で、次のいず

れかに該当する者。

　�　前年度又は当該年度において次に掲げる措置の一を受けたこと又は受けていること

　　ア　生活保護法第２６条の規定に基づく停止又は廃止

　　イ　地方税法に基づく個人の事業税の減免、市町村民税の非課税・減免又は固定資産税の減免

　　ウ　国民年金法に基づく国民年金の掛け金の減免

　　エ　国民健康保険法に基づく国民健康保険料の減免又は徴収の猶予　　

　　オ　児童扶養手当法に基づく児童扶養手当の支給

　　カ　生活福祉資金の貸付を受けている

　�　�以外の者で、次のいずれかに該当する者

　　ア　保護者が失業対策事業適格者手帳を有する日雇労働者又は職業安定所登録日雇労働者

　　イ　保護者の職業が不安定で、生活状況が悪いと認められる者

　　ウ　学級費、ＰＴＡ会費等の学校納付金の減免が行われている者

　　エ　学校納付金の納付状況が悪い者、昼食、被服等が悪い者又は学用品、通学用品等に不自由

　　　している者で保護者の生活状態が極めて悪いと認められる者

　　オ　経済的理由による欠席日数が多い者

３　給与所得者の場合、前年の総収入が４，０５０，０００円以内、給与所得者以外では所得金額

２，６９８，４００円以内（４人家族）

４　給与所得者の場合、前年の総収入が４，０５０，０００円（給与所得者以外では所得金額２，６９８，４００円）

を超え、６，０７５，０００円（給与所得者以外では所得金額４，３１７，６００円）以内の者で、次のいずれかに

該当する者

　�　保護者又は家族に障害児（者）が居り生活に困窮していると認められる場合

　�　父子家庭で生活に困窮していると認められる場合

　�　本年１月１日以降下記の理由による生活に困窮していると認められる場合

　　ア　保護者又は家族が病気等のため長期にわたり入院し、収入が著しく減少した場合、又は

　　家族の医療費に多額の出費を要する

　　イ　保護者の死亡により収入が著しく減少した

　　ウ　保護者の離婚（別居中を含む）により収入が著しく減少した

　　エ　失業又は転職により収入が著しく減少した

　　オ　倒産により収入が著しく減少した

　　カ　火災、水害等により経済的に困窮している

５　その他、特別の事情により生活が困窮していると認められる者
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ウ　認定事務の流れ

　　１年度内に３回（６月上旬、９月上旬、１月上旬）、保護者からの申請を受け付け、

認定委員会（市教育行政審議会委員、学識経験者、民生委員、小中学校長等で構成

される。）で審査の上、岡山市教育委員会が認否を決定する。

エ　就学援助の範囲

（ア）　学用品費

（イ）　通学用品費

（ウ）　校外活動費

（エ）　新入学児童生徒学用品費等

（オ）　修学旅行費

（カ）　通学費

（キ）　医療費

（ク）　給食費

　　�　岡山市における認定状況・予算の執行状況

ア　最近５年間の就学援助認定状況は、後掲P.３９の表のとおりであり、申請者数と認

定者数、児童生徒数の推移は、後掲P.４０のグラフのとおりである。

　　長引く不況の影響で、申請者数、認定者数ともに急増している。他方で総児童生

徒数は減少しており、認定者の総児童生徒数に占める割合は、平成１０年度の９． ２１％

から平成１４年度の１３． ３１％へと大幅に増加している。

イ　理由別の認定状況

　　前記認定基準の理由別の認定状況は次のとおりであり、市の所得基準（生活保護

基準の１．３倍）による認定者が約３分の２を占めている。

不認定者理由５理由４理由３理由２理由１認定者申請者数

３９３６８７５２,９４４１,３６１３２４,４８０４,８７３小学校

Ｈ１３ １４７３７４７１,３０８７５５２９２,１７６２,３２３中学校

５４０１０５１２２４,２５２２,１１６６１６,６５６７,１９６合計

３３０５１９０３,１８６１,４３６４８４,８１１５,１４１小学校

Ｈ１４ １４３２９５５１,４０６８０２３９２,３３１２,４７３中学校

４７３８０１４５４,５９２２,２３８８７７,１４２７,６１４合計

△ ６３△ １７１５２４２７５１６３３１２６８小学校

増減 △    ４△    ８８９８４７１０１５５１５０中学校

△ ６７△ ２５２３３４０１２２２６４８６４１８合計

就学援助費　理由別認定状況 （人）
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なお、理由３（所得基準）による認定者のうち、第一次申請分の４,３８０人を、所得階

層別に分類すると、次のようになる。

岡山市が採用している所得基準では、前記のとおり給与所得者で原則４０５万円以内

（平成１４年度）であるが、この表を見ると、基準額の上限に近い所得階層の認定者は

全体から見ればわずかな人数にとどまっており、仮に所得基準の上限を現在より若干

引き下げたとしても、これによる就学援助費の削減効果は余り見込めないことが分か

る。

人数（人）所得階層（以上・未満）　　　　　（円）

１,０４４０～５００,０００

３３０５００,０００～１,０００,０００

４９０１,０００,０００～１,５００,０００

６１３１,５００,０００～２,０００,０００

８７４２,０００,０００～２,５００,０００

８０１２,５００,０００～３,０００,０００

１８０３,０００,０００～３,５００,０００

４８３,５００,０００～４,０００,０００

　理由１：文部省基準（前掲「平成１４年度岡山市就学援助認定基準」第１項及び第２

　　　　項［（１）オを除く。］）

　理由２：文部省基準のうち児童扶養手当受給世帯（上記基準第２項（１）オ）

　理由３：目安内（上記基準第３項）

　理由４：目安金額の１．５倍以内で特別の事情があるもの（上記基準第４項）

　理由５：その他特別な事情により生活に困窮しているもの（上記基準第５項）
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＜平成１０年度＞　総児童・生徒数　５７,９０８人（小　３７,３６２人・中　２０,５４６人）

＜平成１１年度＞　総児童・生徒数　５６,４７１人 （小　３６,６０２人・中　１９,８６９人）

＜平成１２年度＞　総児童・生徒数　５５,２５１人（小　３５,９９６人・中　１９,２５５人）

＜平成１３年度＞　総児童・生徒数　５４,３５４人（小　３５,６５５人・中　１８,６９９人）

＜平成１４年度＞　総児童・生徒数　５３,６５５人（小　３５,６７９人・中　１７,９７６人）校

就　学　援　助　認　定　状　況

合　　　　計３　　次２　　次１　　次区　　　　分

５,７３９
（９.９１％）

１００
（０.１７％）

１４５
（０.２５％）

５,４９４
（９.４９％）

申　請　者　数
(％)

５,３３３
（９.２１％）

７６
（０.１３％）

１３５
（０.２３％）

５,１２２
（８.８５％）

認　定　者　数
(％)

３,４７５（９.３０％）５０９５３,３３０小　学　校
認定内訳 １,８５８（９.０４％）２６４０１,７９２中　学　校

５,３３３  　　　  ７６１３５５,１２２計（再掲）

合　　　　計３　　次２　　次１　　次区　　　　分

６,３１０
（１１.１７％）

１１６
（０.２１％）

１８０
（０.３２％）

６,０１４
（１０.６５％）

申　請　者　数
(％)

５,９３５
（１０.５１％）

１０５
（０.１９％）

１６６
（０.２９％）

５,６６４
（１０.０３％）

認　定　者　数
(％)

３,９３９（１０.７６％）７４１２１３,７４４小　学　校
認定内訳 １,９９６（１０.０５％）３１４５１,９２０中　学　校

５,９３５　　　      １０５１６６５,６６４計（再掲）

合　　　　計３　　次２　　次１　　次区　　　　分

６,８１７
（１２.３４％）

１２２
（０.２２％）

１２４
（０.２２％）

６,５７１
（１１.８９％）

申　請　者　数
(％)

６,３０５
（１１.４１％）

１１３
（０.２０％）

１０９
（０.２０％）

６,０８３
（１１.０１％）

認　定　者　数
(％)

４,２８３（１１.９０％）７９７８４,１２６小　学　校
認定内訳 ２,０２２（１０.５０％）３４３１１,９５７中　学　校

６,３０５　   　      １１３１０９６,０８３計（再掲）

合　　　　計３　　次２　　次１　　次区　　　　分

７,１９６
（１３.２４％）

１１９
（０.２２％）

１７３
（０.３２％）

６,９０４
（１２.７０％）

申　請　者　数
(％)

６,６５６
（１２.２５％）

１０２
（０.１９％）

１４４
（０.２６％）

６,４１０
（１１.７９％）

認　定　者　数
(％)

４,４８０（１２.５６％）７１１０８４,３０１小　学　校
認定内訳 ２,１７６（１１.６４％）３１３６２,１０９中　学　校

６,６５６　　         １０２１４４６,４１０計（再掲）

合　　　　計３　　次２　　次１　　次区　　　　分

７,６１４
（１４.１９％）

１４４
（０.２７％）

１８４
（０.３４％）

７,２８６
（１３.５８％）

申　請　者　数
(％)

７,１４２
（１３.３１％）

１３５
（０.２５％）

１５９
（０.３０％）

６,８４８
（１２.７６％）

認　定　者　数
(％)

４,８１１（１３.４８％）９０１１７４,６０４小　学　校
認定内訳 ２,３３１（１２.９７％）４５４２２,２４４中　学　校

７,１４２　　         １３５１５９６,８４８計（再掲）



－ ４０ －



－ ４１ －

ウ　準要保護児童生徒対策費の執行状況

　　平成１４年度の岡山市の就学援助費予算は、４０８, ０６１, ０００円（補正後）であり、執行

額は４０１, ７５１, ７６９円（執行率は９８.４５％）であった。

　　このうち、事務費（通信費等）を除く準要保護児童生徒対策費の執行額は小中学

校合計で３９９,５２５,７６９円であり、岡山市の教育費全体の支出済額（２０, １９７, ４０２, ７８０円）に

占める割合は、１.９８％である。

　　最近５年間の小中学校別執行額と、児童生徒数に占める認定者の割合の推移は、

次の表のとおりである。

執行額（円）
認定者数　　
児童生徒数　　

認定者数（人）児童生徒数（人）

２０４,９４３,９６１ ９.３０％３,４７５ ３７,３６２ 小学校

H１０年度 １６５,４３５,３７６ ９.０４％１,８５８ ２０,５４６ 中学校

３７０,３７９,３３７ ９.２１％５,３３３ ５７,９０８ 計

２３２,５８６,８５５ １０.７６％３,９３９ ３６,６０２ 小学校

H１１年度 １７８,３４９,２９９ １０.０５％１,９９６ １９,８６９ 中学校

４１０,９３６,１５４ １０.５１％５,９３５ ５６,４７１ 計

２３５,５２２,６４９ １１.９０％４,２８３ ３５,９９６ 小学校

H１２年度 １６８,８６３,３６１ １０.５０％２,０２２ １９,２５５ 中学校

４０４,３８６,０１０ １１.４１％６,３０５ ５５,２５１ 計

２２５,２０２,３８５ １２.５６％４,４８０ ３５,６５５ 小学校

H１３年度 １６８,７０１,１５５ １１.６４％２,１７６ １８,６９９ 中学校

３９３,９０３,５４０ １２.２５％６,６５６ ５４,３５４ 計

２２７,４２６,８９８ １３.４８％４,８１１ ３５,６７９ 小学校

H１４年度 １７２,０９８,８７１ １２.９７％２,３３１ １７,９７６ 中学校

３９９,５２５,７６９ １３.３１％７,１４２ ５３,６５５ 計

（％）

エ　岡山市教育委員会事務局及び学校現場への監査の結果、岡山市における認定基準

の設定は妥当であり、申請受付及び審査・認定・給与事務も適正に行われていると

認められた。

（単位：円）



－ ４２ －

　　�　支給単価の基準及び動向

ア　支給単価の基準

　　平成１４年度における岡山市の支給額基準は次のとおりである。

イ　支給単価の動向

　　長引く経済不況のあおりを受けて、岡山市でもここ数年予算編成は非常に厳しい

状況が続いており、可能な範囲で支給単価の見直しが進められてきた。

　　岡山市における、最近５年間の年度別支給単価の動向は、次のとおりである。

岡山市の支給額文部科学省実施要項費　　目

中学校小学校

年額２１,７００１１,１００文部科学省の基準額文部科学省の基準額学用品費１

年額２,１７０２,１７０文部科学省の基準額文部科学省の基準額通学用品費２

年額２,１８０１,５１０文部科学省の基準額文部科学省の基準額宿泊無校外活動費３

年額２２,９００１９,９００文部科学省の基準額文部科学省の基準額新入学用品費４

年額５,８４０３,４７０文部科学省の基準額文部科学省の基準額宿泊有校外活動費５

年額４３,６００２３,２００実費を考慮して決定市町村の実施額修学旅行費６

一食当たり１７５１４５実費を考慮して決定市町村の実施額給食費７

対H１０年度比H１４年度H１３年度H１２年度H１１年度H１０年度小学校

１００％１１,１００ １１,１００ １１,１００ １１,０００ １１,０００ 学用品費（年額）

１００.９３％２,１７０ ２,１７０ ２,１６０ ２,１６０ ２,１５０ 通学用品費（年額）

１００.６７％１,５１０ １,５１０ １,５１０ １,５１０ １,５００ 宿泊無校外活動費（年額）

１０１.０２％１９,９００ １９,９００ １９,８００ １９,８００ １９,７００ 新入学児童学用品費（年額）

１００.２９％３,４７０ ３,４７０ ３,４６０ ３,４６０ ３,４６０ 宿泊有校外活動費（年額）

９５.４７％２３,２００ ２３,２００ ２５,７００ ２５,７００ ２４,３００ 修学旅行費（年額）

６９.０５％１４５ １６０ １８５ ２１０ ２１０ 給食費（一食）

対H１０年度比H１４年度H１３年度H１２年度H１１年度H１０年度中学校

１００.９３％２１,７００ ２１,７００ ２１,６００ ２１,６００ ２１,５００ 学用品費（年額）

１００.９３％２,１７０ ２,１７０ ２,１６０ ２,１６０ ２,１５０ 通学用品費（年額）

１００.９３％２,１８０ ２,１８０ ２,１７０ ２,１７０ ２,１６０ 宿泊無校外活動費（年額）

１００.８８％２２,９００ ２２,９００ ２２,８００ ２２,８００ ２２,７００ 新入学児童学用品費（年額）

１００.３４％５,８４０ ５,８４０ ５,８２０ ５,８２０ ５,８２０ 宿泊有校外活動費（年額）

９０.８３％４３,６００ ４３,６００ ４８,４００ ４８,４００ ４８,０００ 修学旅行費（年額）

７０.００％１７５ １９５ ２２０ ２５０ ２５０ 給食費（一食）

年度別支給単価の動向（最近５年間）

（単位：円）
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　　近年支給単価の見直し（切り下げ）が進められてきたのは、給食費と修学旅行費

である。

　　特に給食費については、ここ３年間で小学校で３０．９５％、中学校で３０％減額と

なっている。平成１４年度における保護者負担の給食費の平均は小学校では２５３円５８

銭、中学校では３０３円４５銭であるが、上記の支給単価はその５７～５８％ということに

なる。

　　修学旅行費についてみると、平成１４年度における保護者が負担した修学旅行費の

平均は、小学校では２７，６１６円、中学校では５０，７５９円であり、上記支給単価はその８４

～８６％となっている。

　　�　学校徴収金の格差と就学援助

　　　保護者負担の学校徴収金は、現実には学校により、かなりの格差がある。

　　　市が金額を把握している給食費、修学旅行費、補助教材費について見ると、下表の

とおりであり、最も高額の学校と最も低額の学校を比較すると、年額で、

　　　補助教材費は小学校３，３０５円、中学校１０，８６４円、

　　　修学旅行費は小学校８，７９７円、中学校１８，５３２円、

　　　給食費は小学校８，７６４円、中学校４，５１０円

　　の格差が生じている。

中学校小学校

平均値１９,２３５平均値５,８６８

最高額２５,１５７最高額７,２２３

最低額１４,２９３最低額３,９１８

最高額と最低額の差額１０,８６４最高額と最低額の差額３,３０５

補助教材費（平成１４年度）

中学校小学校

平均値５０,７５９平均値２７,６１６

最高額６５,２４０最高額３２,８０６

最低額４６,７０８最低額２４,００９

差額１８,５３２差額８,７９７

修学旅行費（平成１４年度）

（単位：円）

（単位：円）
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　　　これらに関する就学援助費は、定額で一律に支給されるので、保護者負担の高額な学

校の保護者と低額な学校の保護者とでは、援助の度合いにも差異が生じていることにな

る。保護者負担軽減の観点からも、学校徴収金の金額や内容を点検し、不相当な格差の

是正に努めることが必要である。

　　　※１　１食当たり差額４７．４５円×年間給食実施回数の平均１８４．７１回

　　　※２　１食当たり差額２７．５２円×年間給食実施回数の平均１６３．９１回

中学校小学校

平均値３０３.４５平均値２５３.５８

最高額３１５.６９最高額２８５.１８

最低額２８８.１７最低額２３７.７３

差額２７.５２差額４７.４５

年間格差　※２４５１０.８年間格差　※１８７６４.５

給食費（平成１４年度） （単位：円）
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　５　 学校配当予算

　　�　学校配当予算と学校長の執行権限

　教職員の給与や、校舎等の施設費、大規模な施設整備、修繕費等を除く学校運営経

費・教育活動費等は、教育委員会から各学校に配当される。これを、学校配当予算と

いう。

　各学校長は、配当された学校予算を執行・管理する裁量権限を与えられているとと

もに、特定の事務に関する一定金額未満の契約権限（３０万円未満の物品購入、修繕、

請負等。岡山市立学校管理規則）を委任されている。

　　�　要求方式の導入

　　　ア　平成１０年９月に出された中央教育審議会の答申「今後の地方教育行政の在り方に

ついて」では、子供の個性を生かし、地域に開かれた特色ある学校づくりを狙いと

して、学校の自主性・自律性の確立の必要性が強調され、具体的改善方策として、

学校の裁量を拡大する方向での学校管理規則の見直し、学校に対する指示・命令と

指導・助言の峻別などのほか、人事・予算面における学校（長）権限の拡大が、挙

げられている。

イ　岡山市では、平成９年度以前は、費目ごとの基準単価を設定し、学校割、児童生

徒割等で機械的な一律配当方式をとっていたが、平成１０年度から、厳しい財政状況

の中で長期的な視野に基づいた特色ある学校づくりのため必要な予算を確保すると

いう趣旨から、学校配当予算編成に関する「要求方式」を導入した。

　　当初は費目ごとの額を提示し学校が金額を要求するという形であったが、さらに平成

１３年度からは、学校ごとの総額のみを提示し、学校が費目、額を要求する方式（総額要

求方式）を取り入れ、学校現場（学校長）の裁量の範囲が格段に拡大された。

　　この総額要求方式とは、学校配当予算のうち、教育委員会の総務課所管の学校運

営経費及び指導課所管の義務教育活動費及び教材教具管理費（消耗品費、燃料費、

食糧費、印刷製本費、修繕料、医薬材料費、手数料、校用器具費、飼料費、使用料

賃借料）につき、教育委員会が一定の基準（学校割、生徒割、学級割）で算出した

各学校への予算の総額を提示し、個々の学校が提示された予算総額の範囲内で自由

に各費目（節）ごとに配分計画を立てて次年度の学校予算を編成できるというもの

である。

　　�　学校配当予算額の推移と執行状況

　平成１４年度の学校配当予算額は、総額で小学校が４億７,２２５万９,０００円（年度途中の追



－ ４６ －

加配当後の金額は４億８,０６０万９,０００円）、中学校が３億１,８２６万９,０００円（年度途中の追加

配当後の金額は３億２,３８０万５,０００円）で、執行率は小学校全体で９７．６％、中学校全体で

９８．８％であった。

　平成１１年度からの各学校ごとの配当予算額の推移は表A、Bに掲げるとおりである(

参考までに平成１５年度の数字も掲げている)。

　厳しい財政状況の中で、配当予算の額も年々漸減傾向にあり、平成１４年度の小中学

校別の配当予算総額を対平成１１年度比で見ると、小学校が９１．０％、中学校が９２．９％と

なっている。

　また、平成１４年度における学校ごとの配当予算の執行状況は、表C、Dのとおりであ

る。

　　　ア　監査対象とした１２校について、差引簿等関係書類の調査及び校長・事務職員に

対し聴取を行った結果、各校の執行状況は適正であると認められた。

　　　　　また、近年導入された要求方式（特に平成１３年度から導入された総額提示型の

要求方式）については、各校とも、自校の個別事情を反映させた予算編成を可能

にするものとして好意的に受け止めていた。しかし、導入後まだ日が浅いことも

あり、旧態依然とした消極的な姿勢にとどまっている学校も見受けられた。各学

校がいかにこの要求方式をフルに活用し自主的個性的な学校づくりに役立てて行

けるかは、今後の課題であろう。

イ　以上は、学校の経常的経費にかかわる事柄であるが、さらに、既に複数の自治

体で取り入れられている制度として、学校の主体的な予算編成・執行を進めるた

め各学校が策定する事業計画、将来ビジョンに基づき、必要な経費を別枠の予算

として措置する制度が、岡山市でも、もっと工夫されて良い。

　　岡山市では、各学校の独自の経営方針や特色ある教育活動を支援するための補

助金として、「未来に翔る学校づくり推進校補助金」、「岡山チャレンジ・ワーク１４

推進事業費補助金」等が設けられているが、財政状況の厳しい今日、例えば一部

自治体で試みられているような、光熱水費の節約により生み出した予算を学校に

再配分する仕組み等の工夫をも検討すべきである。

　　すなわち、岡山市立小中学校の光熱水費（平成１４年度決算額）は、合計すると

約８億円でありこれは小中学校への同年度の配当予算額の合計（約７億９千万円）

を上回る多額の金額である。この光熱水費について、各学校が努力して節減に成

功した場合に節減額の一部を学校の自由栽量の予算として再配分する方法や、光

熱水費に係る予算を当初から各学校に配当し、節減できた残予算額の一部を当該

学校に再配分する方法などが、既に一部の自治体で実行に移されており、岡山市

でも検討の価値が十分にあると考える。



－ ４７ －

　　　A.学校配当予算総額一覧（小学校）　（総務課・指導課ヒアリング対象予算分）

備考
配当予算総額

学校名備考
配当予算総額

学校名
Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２Ｈ１１Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２Ｈ１１

４,９７８５,１１７５,２６９５,６６０５,８１４古都Ｈ１３廃校４,２０９４,３３０内山下

６,６１６６,５６２６,７４１６,３４１６,５１０可知Ｈ１３より内山
下と合併、岡
山中央南小

４,１８２４,４４５５,９４７３,９０３４,０１６深柢
９,１７０９,０２５９,０６５８,２０８８,３９９芥子山

４,２６７４,４９９４,８７７５,５１４４,９４３政田Ｈ１３廃校５,００９５,１５０弘西

４,１３２４,２６６４,５１３４,７２３５,１７９開成３,８７７４,０４６４,２８３４,５６５４,９１５清輝

６,３９２６,３２８６,９００６,６７８６,８３８西大寺４,０２９４,１８９４,３３０４,８１９４,９７０旭東

５,０８０５,１９７５,２９１５,３４８５,４７９西大寺南Ｈ１４廃校０３,４９０３,７９４３,９０６出石

４,０４５４,２５０４,３３６４,４３４４,５５２雄神７,３６７７,６０６７,９０３８,２４１８,４７５伊島

５,２８９５,４６３５,５１０５,３９６５,５３９豊７,０３６７,２２５７,６１４７,９７７８,１８８津島

４,１６７４,３８５４,３４３４,６０９４,７２３太伯４,１９１４,２６０４,４４５４,５５２４,６７７石井

４,０４３４,２２６４,２８８４,４０４４,５３０幸島７,０６４７,２８２７,７７９７,３６６７,５８９鹿田

３,８７５４,０２２４,０９０４,２５３４,３６４朝日７,７７３７,８５６７,９２２７,９２０８,１２８大元

３,８４２４,０１０４,０４３４,１０１４,２２５大宮６,７２３６,８４８７,１９６７,３６４７,５５６御野

６,２３４６,３９９６,６４７６,４８２６,６５９中山Ｈ１３より弘西
と合併、岡山
中央北小に。

５,１４９５,３６３５,８６０４,２１６４,３３０南方
３,９７５４,１４９４,２５４４,２５９４,３７２馬屋下

４,９４４５,１４６５,５３９６,３２４６,５０１桃丘５,４１４５,６０６４,９０９６,１５５６,３２８三勲

３,９８４４,０１９４,０６２４,１４２４,２６１平津８,６１１８,６６８９,１８６９,１９１９,４６２福浜

４,１８２４,３２８４,４５２４,７３５４,８５７野谷６,８２６７,７０５７,３８４７,７０９７,９３１平福

７,９６５８,０８２８,５１７８,２２８８,４４２横井７,５５８７,９４４８,４２３８,６１３８,８５４芳泉

３,８０７３,８６９４,１００４,１０１４,２１３馬屋上５,１４２５,１２１５,６６９５,７３９６,２９５ひばり

７,０７３７,１３２６,９８１６,６９８６,８７３庄内８,５６９８,４５７８,８０５８,６３５８,８３８宇野

４,９８４５,１９８５,１７１５,２４４５,３８７加茂４,７９５４,９７４５,１８０５,１０７５,２５５旭竜

４,３４３４,５６７４,７０７４,８６７４,９９５鯉山６,５８１６,８７１７,１２３７,２９５７,４８２岡南

７,９１６７,９６１８,０３８８,２５０８,４９６吉備６,５３８６,９７７７,２８６７,１１９７,２１４平井

６,８２２７,０５４７,８１２７,７８６７,９５６妹尾４,９８８５,１０４５,１７８５,１３６５,２８３福島

５,５７９４,８１０４,９３７５,０１０５,１８４箕島６,３７６６,５４７６,６２０６,７４８６,９３６南輝

７,６２８７,４７７８,０９６８,０５１８,３０５福田６,０５０５,７００５,９８０６,０７５６,２３５操南

４,１４３４,３１９４,２９２４,９８３６,９５５浮田６,５０１６,４４１６,８７５６,７０１６,８７４操明

５,１８１５,２５４５,３５９５,４５９５,６０５平島６,６９０６,８３０７,３８０７,５１１７,７２４富山

４,０４９４,１８５４,２２７４,４１５４,５３１御休５,３８６５,７００５,８２８６,３４２６,４９８旭操

３,８３６３,９９１４,２９０４,３６６４,４７５角山５,２１８５,４１４５,４９１５,７５０５,９０５牧石

４,４８１４,８１１４,９６１５,０３３５,１６９興除２,８５７２,８９１２,９５０３,０００３,０９１牧山

４,００２４,１６２４,２０２４,３６２４,４７６曽根４,８１９４,９７５５,０１２５,１３２５,２８３大野

６,４９６６,６７８７,２２０６,７３２６,８９３東畦７,８５５７,９３８８,０１０７,６７０７,８７５西

４,３１３４,３６０４,４５９４,７３７４,８５７足守６,４７３６,４８７７,１９８７,２７４７,４５９御南

３,７５６３,９３４４,０５５４,１７０４,２８２大井７,４０７７,５７２７,７２４７,６４０７,８４３陵南

３,７６１３,９０６４,０５１４,０６９４,１８９高田６,９５９７,２５４８,２９２８,３６１７,３８３芳田

３,５５８３,７０３３,９０７３,９９２４,１０６福谷６,３６７６,５８６７,２１９７,５９４７,８０６芳明

４,２３４４,１６０４,１６４４,３８５４,５００第一藤田５,０６５５,１７４５,１６６５,１１３５,２５１甲浦

５,０８６５,３１８５,４４９５,４１５５,５６８第二藤田５,０１９５,２３１５,６０６７,８１８７,０７４三門

４,０６７４,１６２４,２６８４,５２０４,６４３第三藤田６,４８２６,６６４７,１４４７,０５４７,２２３財田

Ｈ１２新設５,２１２５,５８０５,５５９５,６１０城東台５,１１８５,３６７５,５６０５,９０１６,０６１竜之口

２１１,５０７２１６,０６４２２３,０４２２２６,０９４２２７,８４５小計８,１０８８,２５７８,６８９８,６００９,２７５高島

４６０,４９８４７２,２５９４９４,７５０５１０,６４２５１８,９６９合計８,６８８９,１２０９,４４０９,６６２９,９１１幡多

３,９０８４,０４６４,０６２４,１５３４,２６７小串

※図書費を含む５,２３２５,４５４５,５５０５,８１５５,９７８浦安

２４８,９９１２５６,１９５２７１,７０８２８４,５４８２９１,１２４小計

（単位：千円） （単位：千円）



－ ４８ －

　　　

　　　B.学校配当予算総額一覧（中学校）　　（総務課・指導課ヒアリング対象予算分）

配当予算総額
学校名

Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３Ｈ１２Ｈ１１

８,４９１８,７６０８,９５３１０,０７４１０,４１９中央

９,２４６９,４８８９,８１０１０,０１５１０,３４５岡北

１１,２７０１１,６１６１２,５９３１２,６９２１３,０４６京山

９,０７７９,５５８１０,１０３１０,０９５１０,３９０石井

１１,２０３１１,４８３１１,４７１１０,９０３１１,２２６桑田

８,１３４８,３９９９,０８４１１,５９６１０,２０１岡輝

１１,４２９１２,２０１１１,５７３１２,０５５１２,３６６福浜

９,１２６９,１２０９,２３５９,２９０９,５５３福南

１１,９８９１２,６１０１２,６７９１２,８６６１３,２１５芳泉

８,１２６８,４３１８,６７１９,０９５９,３５８東山

１０,３３３９,９８５１０,４１３１０,４８２１０,７９０操山

１１,６３９１１,７１０１２,４１６１２,５５６１２,９３７操南

８,０６６８,３６６８,３８６８,７２３８,９７９富山

１０,５７９１０,５８５１０,８０８１０,６２３１０,９２９御南

９,５３０９,９２４１０,０２６９,８４３１０,１０６芳田

６,８８８７,０５３７,２４７７,１６３７,３７０光南台

１２,８９４１３,０１７１３,７０１１５,４８２１４,４１１竜操

９,９１５９,８０３１０,６４４１０,９９７１１,２８５高島

１２,２２２１２,３３９１２,４２２１２,６１５１２,９６３旭東

１０,４１７１０,７０３１０,７９７１０,８６６１１,１８２西大寺

７,２５０７,５７３７,７０９７,６０３７,８０６上南

７,９０２８,１８４８,４４９８,２６９８,４８９山南

１０,９３８１１,０３２１２,０９７１２,７００１３,０４２中山

１０,０８４１０,２３０１０,６３２１０,４２１１０,６８６香和

１０,１６７１０,４２２１０,４９５９,８４０１０,１０９高松

１１,８６９１１,９４５１２,２６２１２,０９２１２,４２７吉備

９,３０１９,８７９９,６５０１０,３４９１０,６４１妹尾

８,１８３８,５５８８,６２７８,３３３８,５７５福田

９,７９９１０,１０６１１,３５４１１,１６９１１,４６４上道

８,８５２９,０７０９,７２１９,０６５９,３０５興除

７,２２４７,４７１８,２２６８,１３５９,１６２足守

８,３９８８,６４８９,２７８９,７１１９,９６７藤田

３１０,５４１ ３１８,２６９３２９,５３２３３５,７１８３４２,７４４合計

（単位：千円）



－ ４９ －

　　　C.学校配当予算総額一覧（小学校）　（総務課・指導課ヒアリング対象予算分）

備考
Ｈ１４

学校名備考
Ｈ１４

学校名
決算額(円)配当予算総額決算額(円)配当予算総額

５,３５４,１２４５,４１７古都H１３廃校０内山下

６,８４６,９２７６,８６２可知Ｈ１３より内山
下と合併，岡
山中央南小に。

４,３８２,７９７４,４４５深柢
９,０５９,５５８９,３２５芥子山

４,６４１,０４５４,７９９政田H１３廃校０弘西

４,２０４,９８５４,２６６開成３,８４５,５４８４,０４６清輝

６,２８３,７８７６,３２８西大寺３,９９１,５１７４,１８９旭東

５,１４５,２９７５,１９７西大寺南H１４廃校０出石

４,１８６,５７２４,２５０雄神７,８７５,０７０７,９０６伊島

５,２５５,８４０５,４６３豊７,２２２,８２２７,２２５津島

４,０２２,９３９４,３８５太伯４,５３６,２８４４,５６０石井

４,０３８,２３３４,３２０幸島７,２０２,９２３７,２８２鹿田

３,８３７,１７３４,０２２朝日８,０８４,８４３８,２６５大元

３,４１５,９７７４,０１０大宮６,８０８,１７２６,８４８御野

６,２６４,９０１６,３９９中山Ｈ１３より弘西
と合併，岡山
中央北小に。

５,２０８,４４４５,３６３南方
４,１２７,６４２４,１４９馬屋下

４,９２３,９９０５,１４６桃丘５,５６７,２６３５,６０６三勲

３,９７６,２９７４,０１９平津８,９４０,２６１８,９５８福浜

４,２６８,８５１４,３２８野谷７,９７５,８６５８,００５平福

８,２３０,７４０８,３８２横井７,９３４,６１０７,９４４芳泉

３,７１３,７０４３,８６９馬屋上４,３０２,４７８５,１２１ひばり

７,１０１,０９０７,１３２庄内８,１４４,５２６８,４５７宇野

５,１９７,７３０５,１９８加茂５,２３９,５０１５,２７４旭竜

４,５１３,６３２４,５６７鯉山６,８６２,０５７６,８７１岡南

７,７４１,８５６７,９６１吉備６,８８６,５８０７,２７７平井

７,２９９,１２６７,３５４妹尾５,４００,７０６５,４０４福島

４,６３１,０３３４,８１０箕島６,５２１,０８０６,５４７南輝

７,５４２,２４４７,８８６福田５,６５１,３３９５,７００操南

４,３４８,２４３４,３７２浮田６,１５０,００６６,４４１操明

５,５１４,３５０５,５５４平島７,１２６,４０１７,１３０富山

４,１１６,４４３４,１８５御休５,９７６,２２４６,０００旭操

４,３４１,８１２４,４００角山５,０９７,５９８５,４１４牧石

４,７３３,４８３４,８１１興除２,６６７,７１０２,８９１牧山

３,２６３,３３８４,１６２曽根５,１７５,５５６５,２７５大野

７,２９０,６４３７,２９３東畦７,７３２,０２８７,９３８西

４,５４０,４７１４,６６０足守６,４３８,６７９６,４８７御南

３,６１２,５６２３,９３４大井７,３８２,１５７７,５７２陵南

３,９９５,２４２４,２０６高田７,１１３,８１５７,２５４芳田

３,６３５,３１４３,７０３福谷６,５２７,９９４６,５８６芳明

４,０８６,７０６４,１６０第一藤田５,２０４,０８３５,２４３甲浦

５,１０８,９３５５,３１８第二藤田５,４１７,２１７５,５３１三門

３,９７７,５０７４,１６２第三藤田６,５９３,４３８６,６６４財田

H１２新設５,５６９,４５６５,５８０城東台５,３３８,２９７５,３６７竜之口

２１３,９５９,７９８２２０,３４４小計８,３４８,２１８８,５５７高島

４６９,２９５,４９４４８０,６０９合  計９,０８８,４４１９,１２０幡多

３,９４０,３２５４,０４８小串

５,４３２,８２３５,４５４浦安

２５５,３３５,６９６２６０,２６５小計

（単位：千円） （単位：千円）

※追加配当含む

執行率 ９７.６％
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　　　D.学校配当予算総額一覧（中学校）　　（総務課・指導課ヒアリング対象予算分）

Ｈ１４
学校名

決算額(円)配当予算総額

８,７０５,７６５８,７６０中央

９,４７５,８９９９,４８８岡北

１１,６０８,０９６１１,６１６京山

９,８３７,７２７９,８５８石井

１１,４５３,６９０１１,４８３桑田

８,５５２,６４９８,６９９岡輝

１２,６６０,２９８１２,６６８福浜

９,４１８,３９２９,４２０福南

１２,８８６,９９３１２,９１０芳泉

８,４２６,８４０８,４３１東山

１０,７２６,７３２１０,７５３操山

１１,９７７,２１３１２,０１０操南

８,３５８,１１７８,３６６富山

９,９５０,００３１０,５８５御南

１０,２００,５７７１０,２２４芳田

７,３６０,７５３７,５２０光南台

１３,６１５,０４３１３,６１７竜操

９,００９,４２９９,８０３高島

１２,１１３,４９０１２,３３９旭東

１１,００１,０２５１１,３０３西大寺

７,７９４,７７９７,８７３上南

８,０４０,１９７８,１８６山南

１０,５５８,３０１１１,０３２中山

１０,３６２,５５８１０,５３０香和

１０,３７４,１５４１０,４６８高松

１１,７３４,３１８１１,９４５吉備

９,８６６,０５１９,８７９妹尾

８,４９４,００３８,５５８福田

１０,０７６,１６０１０,１０６上道

９,１６９,６１５９,１７０興除

７,４３２,９４６７,４７１足守

８,６７０,７４３８,７３４藤田

３１９,９１２,５５６３２３,８０５合  計

９８.８%執行率

（単位：千円）
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　６　余裕教室の活用

　�　少子化と児童生徒数の減少

　　少子化社会といわれる今日、岡山市立小中学校における児童生徒数も減少しており、

平成１４年度の児童生徒数は、小学校で３５，６７９人（ピークの昭和５７年における児童数

５４，２２８人の６５．７９％）、中学校で１７，９７６人（ピーク時の昭和６２年における生徒数２７，３３１人

の６５．７７％）となっている。

　�　余裕教室の状況

　ア　そのため、学級数も減少し、従前の児童生徒数を前提に建設された学校施設で　

は、実学級数を上回る数の普通教室、いわゆる余裕教室が生まれるようになった。

　　　各学校では、こうした余裕教室の一部を改築し、或いはそのままの形で、多目的

教室、コンピュータ教室、視聴覚室、少人数学習室、ランチルーム、会議室、相談

室、ＰＴＡルーム等として利用を進めている。

　　イ　岡山市教育委員会が、各学校が毎年発行する学校要覧をもとに把握している余裕

　教室数は、下表のとおりである。（なお、ここでは、普通教室数のうち当該年度の実

　学級数を上回る普通教室数を余裕教室数としている。また、監査対象年度は平成１４

　年度であるが、当該年度には調査が実施されていないため、平成１５年度の調査結果

　を参考として掲げた。）

　ウ　余裕教室の活用について、文部省（当時）は平成５年４月に「余裕教室活用指針」

を策定し、学校教育目的のみならず社会教育施設等学校施設以外への転用も視野に

入れた積極的な活用計画策定の必要性を謳っている（資料３）。

　　　この指針においては、「余裕教室」とは、「将来的にも恒久的に余裕となると見込

まれる普通教室」と規定されており、「空き教室」とは「余裕教室の内、将来計画が

なく当該学校では不要となると見込まれている普通教室」、また「一時的余裕教室」

とは、「現在はクラスルーム等として使われていないが、将来の学級数の増加、学年

毎の学級数の変動その他の理由により、当面特定用途目的のスペースに改造せず留

保している普通教室」をいうと規定されている。

　エ　岡山市教育委員会が各学校の学校要覧をもとに把握している、各学校ごとの余裕

教室の数と利用状況の内訳は、後掲の利用状況調査表のとおりである。

　　　しかし、学校現場の監査を行った結果によれば（後記８学校現場の監査�施設管

余裕教室数実学級数普通教室数学校数区　分

３９３１,２４６１,６３７８１校、分校２校小学校

１７３５３１７０４３３校中学校

５６６計



－ ５２ －

理状況）、各校の現実の利用状況にはかなり程度の差があり、利用目的に沿った改造

や模様替えなど独自の工夫を加えて有効に活用している例もあれば、資料室等と一

応名付けてはいてもその実は余り利用されていないと見られる例もあり、現状把握

により努める必要がある。

　�　児童クラブに関する余裕教室活用

　ア　余裕教室の活用形態のひとつとして注目されるのが、岡山市が昭和４１年度から継

　続して取り組んできた、放課後児童健全育成事業（国レベルでは平成９年に児童福

　祉法の改正により法制化。平成１０年４月１日施行）としての児童クラブのための使用

　である。

　イ　児童クラブは、児童館、保育所、学校の余裕教室など、既設の社会資源を活用し

　て実施することが想定されている（放課後児童健全育成事業実施要綱）が、現実に

　は、既設の施設との利用関係の調整の困難さ等から、学校敷地内にプレハブの施設

　を建築するという形態が最も一般的に行われてきた。

　ウ　現在、新規に児童クラブを開設する際に最も多く用いられるのが、プレハブ施設

　のリースであり、リース期間は６年が一般的で、平成１１年度から平成１５年度までに

　リースを開始した児童クラブでは、１施設につき、リース契約総額の平均が８７５万円、

　リース料の年額の平均が１７４万円である（表Ａ）。

　　これに対して、余裕教室を利用して児童クラブを開設する場合は、当該学校施設

の状況により、改修工事、機械設備工事、電気設備工事、ガス工事等の費用が一時

的にかかるが、その金額は、最近の例では、石井小学校で工事費総額１，２４４，２０４円

（平成１４年度）、三勲小学校で１，９７４，０００円（平成１５年度）、幸島小学校で１，１０３，０２５

円（平成１５年度）と、ほぼ１００万円から２００万円以内で納まっており、費用の面から

みれば、相当の節減が見込まれると考えられる（表B）。

リース料年額（円）リース期間リース開始月リース契約総額小学校名
１,２４２,３６０６年Ｈ１１．１１７,４５４,１６０豊１
８５０,５００６年Ｈ１２．２５,１０３,０００甲浦２
３,０２８,８４６２６ヶ月Ｈ１２．９６,５６２,５００東畦３
１,７３７,５４０６年Ｈ１２．１２１０,４２５,２４０陵南４
１,８２７,０００６年Ｈ１３．３１０,９６２,０００吉備５
１,７１６,７４４６年Ｈ１３．３１０,３００,４６４庄内６
２,３８７,７００４９ヶ月Ｈ１３．３９,７４９,７７５岡山中央北７
２,８６０,２００４８ヶ月Ｈ１３．９１１,４４０,７９８大野８
２,１０４,２００６年Ｈ１３．９１２,６２５,１９８平島９
１,２２２,２００６年Ｈ１４．９７,３３３,２００足守１０
１,３２３,０００６年Ｈ１４．９７,９３８,０００西大寺南１１
１,１１７,６２０６年Ｈ１５．９６,７０５,７２０開成１２
１,１９７,０００６年Ｈ１５．９７,１８２,０００興除１３
２２,６１４,９１０１１３,７８２,０５５合計
１,７３９,６０８８,７５２,４６５平均

表A
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工事年度開設時の工事費総額（円）小学校名
Ｈ１４年度１,２４４,２０４石井１
Ｈ１５年度１,９７４,０００三勲２
Ｈ１５年度１,１０３,０２５幸島３

１,４４０,４０９平均

　　なお、児童クラブは、厚生労働省が推進している子育て支援のための拠点整備事

業における拠点施設に該当し、余裕教室を児童クラブに改築する場合には、社会福

祉施設等施設整備費・同設備整備費の国庫負担（補助）の適用があるので、今後積

極的な活用を検討すべきである。

　エ　後掲の一覧表によれば、平成１５年度では、児童クラブを実施している５８校のうち、

余裕教室等既設の学校施設を活用している例は、10校にとどまる（余裕教室利用７

校のほか、不要となった学校施設を「転用」するという形で既設の学校施設を活用

している例が３校である）。　

　オ　岡山市教育委員会では、平成１４年８月に、「岡山市における余裕教室に関する活用

方針」（資料４）により、児童クラブや地域における学習・交流活動等その他の用途

のための余裕教室活用につき関係機関等から要請があった場合、教育委員会内担当

部課長及び当該学校長等から構成される「余裕教室活用検討委員会」を設置して検

討し、余裕教室の積極的な活用を図るとの方針を定めた。

　　　この検討委員会は「関係機関等から要請があった場合」に開かれるもので常置の

機関ではなく、平成１４年度に１度、児童クラブ室としての使用の要請があった３校

について検討するために開かれ、その後は平成１５年度にも１度開かれている。

　　　平成１４年度に要請のあった小学校３校については、検討委員会での検討の結果、

うち２校は、余裕教室が既に他目的（ランチルーム、少人数学習室、ＰＴＡ室等）

に使用されている、児童数が増える可能性がある等の事情から、余裕教室利用は困

難であり、プレハブ対応が適当であるとの結論が出され、残り１校については余裕

教室利用が適当と判断され翌平成１５年度から実施に移された。

　　　また、平成１５年度に要請のあった小学校１校についても、余裕教室利用が可能と

判断され、同年度から実施に移されている。

　　　余裕教室の真の有効活用を進めるためには、具体的な要請があって初めて対応を

検討するという姿勢にとどまらず、既存の学校施設の高機能化、多機能化を図る観

点から、長期的な視野に立って計画的に進める必要がある。今後はこうした観点か

ら検討委員会を設置するなどして、岡山市としての独自の余裕教室活用計画を策定

し、関係部局との横の連携を密にし、計画的な余裕教室活用を進めていくことが肝

要である。検討されたい。

表B



－ ５４ －

平成１５年度　余 裕 教 室 利 用 状 況 調 査 表 （ 小学校 ）　　　　　平成１５年５月１日現在

他
の
学
校
施
設
転
用

余
裕
教
室
利
用
の

　
　
　

児
童
ク
ラ
ブ

利  　　  用    　　状    　　況    　　内　   　訳余
裕
教
室
数　

�

実
学
級（
特
殊
を
含
む
）

普
通
教
室
数
�

学校名 そ
の
他

Ｐ
Ｔ
Ａ
室

倉  
庫

資
料
室

児
童
会
室

会
議
室

相
談
室

生
活
科

ラ
ン
チ
ル
ー
ム

少
人
数
学
習

視
聴
覚
室

コ
ン
ピ
ュ
ー

　
　

タ
教
室

多
目
的
教
室

2 1 1 3 7 8 15 岡山中央南1

3 1 1 3 16 19 岡山中央北2

2 1 1 2 1 1 1 1 1 1 12 8 20 清輝3

2 1 1 1 1 1 5 12 7 19 旭東4

1 1 1 1 1 5 22 27 伊島5

2 2 1 1 1 1 1 9 21 30 津島6

○７ 1 1 1 1 １２ 10 ２２ 石井7

1 1 1 3 24 27 鹿田8

1 1 27 28 大元9

２ 1 1 1 1 1 ７22 ２９ 御野10

○2 1 2 1 1 2 1 3 １４ 15 ２９ 三勲11

1 1 1 1 4 32 36 福浜12

1 1 1 1 1 1 1 2 8 22 30 平福13

3 1 1 1 2 1 4 13 26 39 芳泉14

1 1 ２13 １５ ひばり分校15

0 31 31 宇野16

1 2 1 1 1 1 8 15 12 27 旭竜17

○1 1 1 1 2 1 1 1 2 11 19 30 岡南18

1 2 1 1 5 20 25 平井19

○2 1 1 2 7 13 20 福島20

5 1 1 1 1 2 1 1 1 14 20 34 南輝21

2 2 1 1 6 14 20 操南22

5 5 21 26 操明23

1 1 1 1 1 5 23 28 富山24

2 1 1 1 1 4 10 15 25 旭操25

1 1 2 1 1 6 13 19 牧石26

1 0 3 3 牧山分校27

1 1 1 1 1 5 13 18 大野28

1 2 1 1 1 1 1 8 28 36 西29

○1 4 1 1 1 8 21 29 御南30

1 1 26 27 陵南31

1 1 1 1 ２ 623 2９ 芳田32

1 1 1 3 20 23 芳明33

1 1 13 14 甲浦34

1 3 1 1 1 1 1 2 11 13 24 三門35

○1 1 ２ 1 1 1 2 １０20 ３０ 財田36

1 1 1 1 4 14 18 竜之口37

1 1 1 1 4 25 29 高島38

1 1 2 4 32 36 幡多39

0 6 6 小串40

1 1 1 3 15 18 浦安41

1 1 1 1 ４11 １５ 古都42

1 1 1 2 22 24 可知43

1 1 34 35 芥子山44

1 1 1 2 1 6 7 13 政田45

1 1 2 7 9 開成46

1  1 1 1 1 1 1 ３ １０19 ２９ 西大寺47

1 1 12 13 西大寺南48

1 1 1 1 1 1 2 8 6 14 雄神49

0 13 13 豊50

○1 1 1 1 1 5 8 13 太伯51

○1 1 7 8 幸島52

2 1 1 1 1 6 6 12 朝日53

0 6 6 大宮54

○1 1 11 2 7 19 26 中山55

1 1 1 1 4 7 11 馬屋下56

�―�



－ ５５ －

1 1 1 2 5 14 19 桃丘57

1 1 1 1 1 1 1 7 7 14 平津58

1 1 1 1 1 5 7 12 野谷59

2 0 26 26 横井60

0 6 6 馬屋上61

1 1 2 21 23 庄内62

1 1 13 12 加茂63

1 1 1 1 1 5 7 12 鯉山64

1 1 1 3 29 32 吉備65

1 1 1 1 1 1 6 20 26 妹尾66

○1 1 2 10 12 箕島67

1 1 2 23 25 福田68

1 1 1 1 1 1 6 7 13 浮田69

5 5 14 19 城東台70

1 1 13 14 平島71

0 6 6 御休72

1 1 5 6 角山73

2 1 1 1 1 6 8 14 興除74

（1）7 6 曽根75

0 20 20 東疇76

1 1 1 3 7 10 足守77

1 1 2 6 8 大井78

0 6 6 高田79

1 1 5 6 福谷80

1 1 1 3 8 11 第一藤田81

1 1 1 1 4 14 18 第二藤田82

1 1 1 3 7 10 第三藤田83

３７６４ １５ １４ ３９ ２７ 3１ 1７ 2５ 41 2７ 4 29 ６３3９3 1,2461,6３7計
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利  　　  用    　　状    　　況    　　内　   　訳余
裕
教
室
数　

�

実
学
級（
特
殊
を
含
む
）

普
通
教
室
数
�

学校名 記
事

そ
の
他

Ｐ
Ｔ
Ａ
室

倉  
庫

資
料
室

会
議
室

書
写
室

生
徒
会
室

相
談
室

進
路
指
導
・

　
　

資
料
室

視
聴
覚
室

少
人
数
学
習

多
目
的
教
室

改築中1 （８）17  9 岡山中央1

5 1 2 2 10 15 25 岡北2

1 1 1 1 3 7 23 30 京山3

６ 1 1 1 1 1 1 5 1７ 14 3１ 石井4

1 1 1 2 5 22 27 桑田5

1 1 1 1 5 9 12 21 岡輝6

1 1 1 1 4 8 23 31 福浜7

1 １ 1 １ 1 2 1 ８ 15 2３ 福南8

2 1 １ 1 2 ７ 25 3２ 芳泉9

1 1 1 2 2 7 11 18 東山10

1 1 3 5 19 24 操山11

1 1 1 3 5 20 25 操南12

５ 1 ６ 11 1７ 富山13

1 1 1 2 20 22 御南14

1 1 3 1 6 17 23 芳田15

1 1 1 2 7 9 光南台16

1 1 1 4 7 27 34 竜操17

6 1 1 ８ 16 2４ 高島18

2 1 ３ 26 2９ 旭東19

1 1 2 1 1 1 2 ９ 19 2８ 西大寺20

2 1 1 4 7 11 上南21

2 1 1 4 10 14 山南22

2 1 1 1 5 22 27 中山23

３ 1 ４ 15 1９ 香和24

1 2 1 4 16 20 高松25

3 1 1 2 ７ 23 ３０ 吉備26

1 ３ 16 １９ 妹尾27

1 1 1 3 12 15 福田28

1 3 4 14 18 上道29

1 1 2 ５ 13 １８ 興除30

1 1 1 3 7 10 足守31

1 3 4 11 15 藤田32

0 6 6 岡山後楽館33

3511１４4１７１１９４１７49１７３531７０４計

�―�

平成１５年度　余 裕 教 室 利 用 状 況 調 査 表 （ 中学校 ）　　　　平成１５年５月１日現在



－ ５７ －

　７　学校・幼稚園の再編整備

　�　学校の再編整備

　　　教育の分野、特に学校規模等は本来コストのみで論じられるものではないが、児童

　生徒数の全国的な減少傾向のなか、教育予算の執行という観点から、学校の再編整備

　について、児童生徒数及び教職員数・人件費の面から検討する。

　ア　岡山市立の学校施設の現況（学校数・児童生徒数）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１４年５月１日現在）

　（　　）は特殊学級で外数

［児童生徒数の推移］　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年５月１日現在）　

ピーク数：小学校５４,２２８人（S５７）、中学校２７,３３１人（S６２）

　イ　ところで、岡山市は岡山市立学校施設機能検討委員会より「学校規模と教育条件

の適正化について（平成９年１１月２８日付）」の答申を受け、岡山市中心部の再編を次

の（ア）（イ）のとおり実施、さらに（エ）のとおり再編計画実施続行中である（教

職員数には、臨時・嘱託を含んでいる。）。

（ア） 平成１１年４月１日、丸之内中学校（丸の内二丁目６-４５）と旭中学校（蕃山町 

　６-１０）が統合し、岡山中央中学校（旭中学校地）として開校した。

 丸之内中学校　１３２人　５学級

 Ｈ１０.５.１　　　  教職員　１５人

　　　　　　　　　　　　　　　　 岡山中央中学校　 ３９５人 １６学級

 旭中学校　　　 ２７６人　１２学級　

 Ｈ１０.５.１　　      教職員　２８人　 　旭中学校地に新設開校

（イ） 平成１３年４月１日、内山下小学校（丸の内一丁目２-１２）と深柢小学校（中　

　山下二丁目６-３０）が統合し、岡山中央南小学校（深柢小学校地）として開校し、

児童・生徒数学級数学校数区　分

３５,３５０人（３２９人）１,１２０学級（１１７学級）８１校、分校２校小学校

１７,８２６人（１５０人）４９２学級（４９学級）３３校中学校

H１４H１３H１２H１１H１０H９H８H７H６H５H４H３区　分

３５,６７９３５,６５５３５９９８３６,６０２３７,３６２３８,２４８３９,４３０４０,６９５４１,８２９４２,２７８４２,７６２４３,３１１小学校

１７,９７６１８,６９９１９,２５６１９,８６９２０,５４６２０,８２８２０７１６２０６１２２０,９２４２１,５９９２２,３５７２３,０１７中学校

 Ｈ１１.４.１　　　　 教職員３７人



－ ５８ －

（ウ）平成１４年５月１日現在の岡山中央南小学校の児童数は２２２人・９学級・教職員数

は２３人であり、岡山中央北小学校の児童数は３８２人・１５学級・教職員数は３１人であ

る。

（エ） 上記（ウ）の岡山中央南小学校・岡山中央北小学校については、平成１７年４月

　１日を目途に統合し、岡山中央小学校（弘西小学校地）として開校する計画であ

　る。この統合新設校の児童数は６１８人・学級数は２０学級・教職員数は３３人程度とな

　る見込みである。

ウ　中学校の学校再編を教職員人件費の面から教職員数・人件費を比較検討すると次

のようになっている。

弘西小学校（弓之町９-２７）と南方小学校（南方一丁目３-１５）が統合し、岡山中央

北小学校（南方小学校地）として開校した。出石小学校（幸町１０- ９）については

平成１４年３月３１日をもって廃止したが、旧出石学区は調整区域として、中央南、中

央北、鹿田小学校の中から選択して就学できることとした。



－ ５９ －

※ （　）内は臨時・嘱託等で外数である。

※ 　岡山県が人件費を負担する職員の内、①教員、②事務職員、③栄養士の正規教

職員の人件費については、岡山県人事委員会が公表している平成１４年度の「給料

表別の平均給与月額等」一覧表記載の該当職種の月額（給料に扶養手当と調整手

当を加えたもの）に１２月を乗じ、期末・勤勉手当（年間４.６５月）を加算した額に

よった。

　　①教員６,６９５,４６４円＝４０２,１３０円×（１２月＋４.６５月）

　　②事務職員６,３４０,６８６円＝３８０,８２２円×（１２月＋４.６５月）

　　③栄養士５,９１０,３００円＝３５４,９７３円×（１２月＋４.６５月）

※　岡山県が人件費を負担する職員のうち、�教員の臨時・嘱託等の人件費につい

ては、岡山市教育委員会より入手した講師の平成１４年度年間給与額３,８１６,７６７円を

基にして計算した。

※　岡山市が人件費を負担する職員のうち、④栄養士、⑤用務員、⑥図書館司書、

⑦給食調理員の正規教職員の人件費については、岡山市教育委員会作成の学校教

育費調査票（以下「調査票」という。）より算出した共済組合等負担金等を除いた

人件費の平成１４年度の中学校平均給与額８,６７９,７７５円を基にして計算した。

※　岡山市が人件費を負担する職員のうち、�図書館司書及び�給食調理員の臨

時・嘱託等の人件費については、岡山市教育委員会より入手した平成１４年度の図

書館司書の嘱託等の年間給与額（概数）３,５００,００円及び給食調理員の臨時の年間給

与額（概数）２,２３０,０００円を基にして計算した。

　中学校の場合、教職員の人件費コストの削減額及び児童生徒数１人に対する教職

再編後（Ｈ11.4.1）再編前（Ｈ10.5.1）

人件費
（円）

岡山中央中
学校（人）

人件費
（円）

人数（人）
旭中学校
（人）

丸之内中学
校（人）

１９７,９８５,２２３２９（１）２２０,９５０,３１２３３２２１１①教員

岡山県が人
件費を負担
する職員

６,３４０,６８６１１２,６８１,３７２２１１②事務職員

③栄養士

２０４,３２５,９０９３０（１）２３３,６３１,６８４３５２３１２小　計

８,６７９,７７５１８,６７９,７７５１１④栄養士

岡山市が人
件費を負担
する職員

８,６７９,７７５１１７,３５９,５５０２１１⑤用務員

３,５００,０００（１）７,０００,０００（２）（１）（１）⑥図書館司書

２６,０３９,３２５３１９,５８９,５５０２（１）２（１）⑦給食調理員

４６,８９８,８７５５（１）５２,６２８,８７５５（３）４（１）１（２）小　計

２５１,２２４,７８４３５（２）２８６,２６０,５５９４０（３）２７（１）１３（２）計



－ ６０ －

・ 再編前（Ｈ１０.５.１）の生徒１人当たりの教職員人件費（年額）　　　　　

　　　　　　　　　　　　２８６,２６０,５５９円（再編前の教職員人件費計）　

　　　　　　　　　　１３２人　　＋　　２７６人　＝４０８人（再編前の生徒数）

　　　　　　　　（丸之内中学校）　（旭中学校）

・ 再編後（Ｈ１１.４.１）の生徒１人当たりの教職員人件費（年額）

　　　　　　　　　２５１,２２４,７８４円（再編後の教職員人件費計）　　

　　　　　　　　　　　　３９５人　　（再編後の生徒数）

・ 差異　（再編前）―（再編後）　

　　　６５,６０７円＝７０１,６１９円― ６３６,０１２円

エ　同様に小学校の学校再編を教職員人件費の面から教職員数・人件費を比較検討す

　ると次のようになっている。

　

　７０１,６１９円＝

再編後（Ｈ１１.４.１）再編前（Ｈ１０.５.１）

人件費計

（円）

人数計

（人）

岡山中央

北小学校

（人）

岡山中央

南小学校

（人）

人件費計

（円）

人数計

（人）

南方小

学校

（人）

弘西小

学校

（人）

探柢小

学校

（人）

内山下

小学校

（人）

２５４,４２７,６３２３８２２１６３３８,５８９,９６７５０（１）１２１５９（１）１４ 　　①教員岡 山 県
が 人 件
費 を 負
担 す る
職   　員

１２,６８１,３７２２１１２５,３６２,７４４４　　１　　１　　１　　１　　②事務職員

③栄養士

２６７,１０９,００４４０２３１７３６３,９５２,７１１５４（１）１３１６１０（１）１５　　小　計

１４,１８７,５４２２１１２８,３７５,０８４４　　１　　１　　１　　１　　④栄養士
岡 山 市
が 人 件
費 を 負
担 す る
職　  員

１４,１８７,５４２２１１２８,３７５,０８４４　　１　　１　　１　　１　　⑤用務員

７,０００,０００（２）（１）（１）１４,０００,０００（４）（１）（１）（１）（１）⑥図書館司書

３５,４６８,８５５５３２４７,０２２,６２６６（２）２　　２　　１（１）１（１）⑦給食調理員

８,９１０,０００（３）（２）（１）２,９７０,０００（１）（１）講師、指導員等

７９,７５３,９３９９（５）５（３）４（２）１２０,７４２,７９４１４（１）４（１）４（１）３（１）３（２）小　計

３４６,８６２,９４３４９（５）２８（３）２１（２）４８４,６９５,５０５６８（１）１７（１）２０（１）１３（１）１８（１）計

員人件費を計算すると次のとおりとなる。

　　すなわち、平成１１年４月１日時点で、臨時・嘱託等を含めて６人の削減となっ

ており、人件費としては年額３５,０３５,７７５円（＝県費職員削減額２９,３０５,７７５円＋市費

職員削減額５,７３０,０００円）の削減となっている。

　６３６,０１２円＝

※（　）は臨時・嘱託で外数である。

※　�～�の人件費の計算については前記ウ中学校の場合と同様である。

　　�～�の正規教職員の人件費については、同じく調査票より算出した平成１４年度

　の小学校の平均給与額７,０９３,７７１円を基にして計算した。

　　�、�の臨時・嘱託等の人件費については、前記ウ中学校の場合と同様である。

　講師・指導員等の臨時・嘱託等の人件費については、同じく岡山市教育委員会より入手した。

　講師・指導職員等の嘱託等の平成１４年度年間給与額（概数）２,９７０,０００円を基にして計算した。



－ ６１ －

人件費差異
（A―B）（円）

再編後再編前人件費単価（円）

人件費計（円）人数（人）人件費計（円）人数（人）臨時・嘱託正職員

８４,１６２,３３５２５４,４２７,６３２３８３３８,５８９,９６７(１)５０３,８１６,７６７６,６９５,４６４教員

県　

費

１２,６８１,３７２１２,６８１,３７２２２５,３６２,７４４４６,３４０,６８６事務職員

５,９１０,３００栄養士

９６,８４３,７０７２６７,１０９,００４４０３６３,９５２,７１１(１)５４小計

１４,１８７,５４２１４,１８７,５４２２２８,３７５,０８４４７,０９３,７７１栄養士

市　

費

１４,１８７,５４２１４,１８７,５４２２２８,３７５,０８４４７,０９３,７７１用務員

７,０００,０００７,０００,０００(２)１４,０００,０００(４)３,５００,０００図書館司書

１１,５５３,７７１３５,４６８,８５５５４７,０２２,６２６(２)６２,２３０,０００７,０９３,７７１給食調理員

△５,９４０,０００８,９１０,０００(３)２,９７０,０００(１)２,９７０,０００講師、指導員等

４０,９８８,８５５７９,７５３,９３９(５)９１２０,７４２,７９４(７)１４小計

１３７,８３２,５６２３４６,８６２,９４３(５)４９４８４,６９５,５０５(８)６８計

人件費差異
（A―B）（円）

再編後再編前人件費単価（円）

人件費計（円）人数（人）人件費計（円）人数（人）臨時・嘱託正職員

２２,９６５,０８９１９７,９８５,２２３(１)２９２２０,９５０,３１２３３３,８１６,７６７６,６９５,４６４教員

県　

費

６,３４０,６８６６,３４０,６８６１１２,６８１,３７２２６,３４０,６８６事務職員

５,９１０,３００栄養士

２９,３０５,７７５２０４,３２５,９０９(１)３０２３３,６３１,６８４３５小計

８,６７９,７７５１８,６７９,７７５１８,６７９,７７５栄養士

市　

費

８,６７９,７７５８,６７９,７７５１１７,３５９,５５０２８,６７９,７７５用務員

３,５００,０００３,５００,０００(１)７,０００,０００(２)３,５００,０００図書館司書

△６,４４９,７７５２６,０３９,３２５３１９,５８９,５５０(１)２２,２３０,０００８,６７９,７７５給食調理員

５,７３０,０００４６,８９８,８７５(１)５５２,６２８,８７５(３)５小計

３５,０３５,７７５２５１,２２４,７８４(２)３５２８６,２６０,５５９(３)４０計

小学校

中学校



－ ６２ －

　　小学校の場合、教職員の人件費コストの削減額及び児童１人当たりの教職員人件

費を計算すると次のとおりとなる。

　　すなわち、平成１４年５月１日時点で、臨時・嘱託等を含め２２人の削減となってお

り、人件費としては１３７,８３２,５６２円（＝県費職員削減額９６,８４３,７０７円＋市費職員削減額

４０,９８８,８５５円）の削減となっている。

　　なお、岡山中央南小学校、岡山中央北小学校には、平成１４年４月１日から、出石

小学校に在学していた児童の一部が就学していることからすると、削減効果はさら

に大きいことになる。

　　・ 再編前（H１２.５.１）の児童１人当たりの教職員人件費（年額）

　　　　　　　　　　  ４８４,６９５,５０５円（再編前の教職員人件費計）　　　

　　　　　　　　　　　　　  ６０１人（再編前の児童数）

　　・ 再編後（Ｈ１４.５.１）の児童１人当たりの教職員人件費（年額）

　　　　　　　　　　  ３４６,８６２,９４３円（再編後の教職員人件費計）　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　  ６０４人（再編後の児童数）

　　・ 差異　（再編前）―（再編後）

　　　　　２３２,２０６円＝８０６,４８２円― ５７４,２７６円

オ　次に、平成１４年５月１日現在の高等学校・中学校・小学校の児童生徒１人当たり

の教職員人件費は、後掲の一覧表のとおりとなる。

なお、一覧表の人件費の単価は、次のとおりである（資料５）。

※　岡山県が人件費を負担する職員のうち、教員（校長、養護を含む）、事務職員、

栄養士の正規教職員の人件費については、前記ウ中学校と同じく、教員６,６９５,４６４

円、事務職員６,３４０,６８６円、栄養士５,９１０,３００円を基にして計算した。

※　岡山県が人件費を負担する職員のうち、臨時・嘱託等の人件費については、岡

山市教育委員会より入手した以下の平成１４年度年間給与額（概数）を基にして計

算した。

　　講師　３,８１６,７６７円　講師（臨時）　６９２,２５２円　養護教諭（嘱託等）　３,８８０,０００円

　　栄養士（嘱託等）３,１６０,０００円　事務職員（嘱託等）　３,４１０,０００円

※　岡山市が人件費を負担する職員のうち、正規職員の人件費については、調査票

より算出した共済組合等負担金等を除いた人件費の平成１４年度の高等学校、中学

校、小学校別の平均給与額（高等学校　８,９５２,８１８円　中学校　８,６７９,７７５円　小学

　８０６,４８２円＝

５７４,２７６円＝



－ ６３ －

校　７,０９３,７７１円）を基にして計算した。

※　岡山市が人件費を負担する職員のうち、臨時、嘱託等の人件費については、岡

山市教育委員会より入手した以下の平成１４年度年間給与額（概数）を基にして計

算した。

　　司書（嘱託等）３,５００,０００円　講師・指導員（嘱託等）２,９７０,０００円　臨時教諭補

助員（臨時）１,８８０,０００円　給食調理員（臨時）２,２３０,０００円　給食調理員（嘱託等）

１,９４０,０００円　用務員（嘱託等）２,２２０,０００円　用務員（臨時）２,２３０,０００円

　　岡山市立の高等学校は岡山後楽館高等学校のみであり、生徒数１人当たりの教職員

人件費(年額）は７０７,７８６円である。

　　中学校の場合、生徒１人当たりの平均教職員人件費（年額）（以下「平均人件費」

という）は４７０,５０９円である。生徒数が３７０人以下の中学校はいずれも平均人件費を上

回っている（資料６）。

　　小学校の場合、児童１人当たりの平均人件費は４２９,０３３円である。児童数が３３９人以

下の小学校はいずれも平均人件費を上回っている（資料６）。

　　特殊学級が設置されているなど各学校特有の事情があるものの、概して言えば児童

生徒数の少ない学校は学校職員として配置されるべき管理職等の職員のコストが平均

人件費を押し上げているものと思われる。



－ ６４ －

高　等　学　校

生徒１人当たり

の人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）生徒数

（人）
校    名

計嘱託等正職員

７０７，７８６３５１，０６２，３２４７１２３４８４９６合　計

７０７，７８６３５１，０６２，３２４７１２３４８４９６岡山後楽館

生 徒 １ 人 当 た り の 人 件 費
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生徒１人当たりの

人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）
生徒数（人）校    名

計嘱託等正職員

４７０,５０９８,４５７,８７４,０４２１,２４６３６１,２１０１７,９７６合計

７２９,７３５２６１,２４５,１５９４０３３７３５８岡山中央

４６５,０３３２５２,０４８,３１７３７１３６５４２岡北

４４１,５６５３４７,９５３,８２１５００５０７８８京山

５２１,４４７２５７,０７３,４８１３８２３６４９３石井

４５０,２０８３４１,２５８,３５７４９０４９７５８桑田

５５０,９５４２０３,８５３,２１１３２３２９３７０岡輝

４２１,６０９３４１,５０４,０４６５０１４９８１０福浜

４８６,０６６２４７,４０８,０１７３６１３５５０９福南

４３６,２４６３７４,７３５,６７７５４０５４８５９芳泉

４４３,６６６１８４,１２１,５９７２９３２６４１５東山

４２１,８９６２７６,３４２,４０４４２２４０６５５操山

４３２,３１１３２５,０９７,９５４４７０４７７５２操南

５５１,５７６１９８,０１５,９８３３０２２８３５９富山

３９７,４２６２７０,６４７,２４０４００４０６８１御南

４５６,７１０２５８,４９８,０９２３７０３７５６６芳田

９５４,５６５１６０,３６６,９８５２３１２２１６８光南台

３７９,３２１３８３,１１５,０５０５８２５６１,０１０竜操

４９３,９９０２７４,６５８,４９５３９０３９５５６高島

４０９,９９９３５４,６４９,２８５５１０５１８６５旭東

５１１,６８７３１１,１０５,８１５４５１４４６０８西大寺

６２０,４８０１４７,６７４,２７７２３２２１２３８上南

６０５,２３６１９１,８５９,９９４２８１２７３１７山南

４３３,３９２３０１,６４０,８７６４４１４３６９６中山

５０７,７２１２８４,３２３,９５９４１１４０５６０香和

４０２,４１８２４３,８６５,３８４３６０３６６０６高松

４０３,００８３４８,１９９,５１０５１１５０８６４吉備

５１０,４８０２３１,２４７,６１４３４１３３４５３妹尾

６１５,５７４２０２,５２４,０８０２９１２８３２９福田

４０４,４６６２２０,８３８,６９２３３１３２５４６上道

４５１,２３０１８５,９０７,０６１２８１２７４１２興除

８１１,２２３１７８,４６９,０６６２６１２５２２０足守

４５６,７３１１７１,７３０,９６９２６１２５３７６藤田

５３１,１９６１２５,８９３,５７４２０２１８２３７岡山後楽館

中　学　校

生 徒 １ 人 当 た り の 人 件 費
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児 童 １ 人 当 た り の 人 件 費

小　学　校

児童１人当たりの

人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）
児童数（人）校    名

計嘱託等正職員

４２９,０３３１５,３０７,４８３,３６８２,３４４ １３３ ２,２１１ ３５,６７９合    計

６６８,０７７１４８,３１３,１９４２３ ２ ２１ ２２２岡山中央南

５２４,４２８２００,３３１,７４９３２ ４ ２８ ３８２岡山中央北

９７５,２３７１４０,４３４,２５９２２ ２ ２０ １４４清輝

７６０,５８０１４８,３１３,１９４２３ ２ ２１ １９５旭東

３９３,２３０２９３,３５０,０１６４４ １ ４３ ７４６伊島

３６５,９９９２７３,０３５,２９６４２ ２ ４０ ７４６津島

７８３,９５３１５６,７９０,６５８２５ ３ ２２ ２００石井

３４８,７２５２５５,６１５,４５４４０ ３ ３７ ７３３鹿田

３０４,２９０２７２,９４８,４６０４１ １ ４０ ８９７大元

３６９,６３７２５１,３５３,５３９３７ ０ ３７ ６８０御野

４４１,６３６１９７,４１１,４４２３１ ３ ２８ ４４７三勲

３４４,１０３３５０,６４１,０２８５２ ０ ５２ １,０１９福浜

３６０,８４３２４８,９８２,０６８３７ ０ ３７ ６９０平福

３４８,９９９２９１,４１４,５５２４５ ３ ４２ ８３５芳泉

３３６,１５７１４７,５７３,１９４２３ ２ ２１ ４３９ひばり分校

３４５,４７９３４６,８６１,７９３５３ ３ ５０ １,００４宇野

６１１,３６３１８４,０２０,５１４２９ ３ ２６ ３０１旭竜

３８２,６５５２５８,２９２,７５４３９ １ ３８ ６７５岡南

３４０,５３２２２８,４９７,３６９３４ ０ ３４ ６７１平井

５１８,５２５１９１,８５４,２８５３０ ３ ２７ ３７０福島

３９１,１５８２４５,２５６,６０４３７ １ ３６ ６２７南輝

４２３,０６１１７１,３３９,８８６２６ １ ２５ ４０５操南

３５９,４８１２３１,８６５,６７６３５ １ ３４ ６４５操明

３７８,２２１２５５,６７７,５３２３８ ０ ３８ ６７６富山

４０７,８８０１９０,０７２,２８５２９ ２ ２７ ４６６旭操

４１４,７５６１４２,２６１,４２３２３ ３ ２０ ３４３牧石

３,０５９,１０５３３,６５０,１６３６ ２ ４ １１牧山分校

５１９,３７８１６８,７９７,８９３２６ ２ ２４ ３２５大野

３４０,９６２３０５,１６１,００２４６ １ ４５ ８９５西

３４５,２７１２２４,７７１,９０５３４ １ ３３ ６５１御南

３３０,８５１２６５,３４２,９９６４０ １ ３９ ８０２陵南

３３１,２５７２３５,１９２,８３３３５ ０ ３５ ７１０芳田

３５０,７３２２２５,１７０,２１２３４ １ ３３ ６４２芳明

４６９,１２２１３７,４５２,８０９２１ １ ２０ ２９３甲浦

５０１,４０８１９３,０４２,２８５３０ ３ ２７ ３８５三門

５０１,３８１２６４,２２８,２２５４１ ３ ３８ ５２７財田

４３８,９４６１８０,４０６,８２１２７ １ ２６ ４１１竜之口

３０２,９７８２７０,２５６,４６０４０ ０ ４０ ８９２高島

３１５,４１２３３８,４３８,１００５０ ０ ５０ １,０７３幡多

１,１７０,１３９９３,６１１,１７５１５ ２ １３ ８０小串
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小　学　校

児童１人当たりの

人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）
児童数（人）校    名

計嘱託等正職員

４１７,９２３１７８,０３５,３５０２７ １ ２６ ４２６浦安

５０３,６３１１４２,５２７,７３０２２ ２ ２０ ２８３古都

３６５,０８６２２６,３５３,６８３３４ １ ３３ ６２０可知

３３１,０１７３４９,８８５,５６４５３ ２ ５１ １,０５７芥子山

５９９,７１９１１５,７４５,８７４１８ ２ １６ １９３政田

６２０,３０７１１６,６１７,８７４１９ ３ １６ １８８開成

４３６,３６８２３０,８３９,０６９３６ ３ ３３ ５２９西大寺

４８４,８６９１４５,９４５,７３０２３ ３ ２０ ３０１西大寺南

１,０６７,５９１１２７,０４３,３３１２０ ２ １８ １１９雄神

５０８,０５９１６７,６５９,５８６２６ ２ ２４ ３３０豊

６５８,０３４１１１,８６５,８７４１７ １ １６ １７０太伯

７１８,２２３９７,６７８,３３２１５ １ １４ １３６幸島

８７１,４５９９８,４７４,９４６１５ １ １４ １１３朝日

１,３４１,１２３１０９,９７２,１０３１８ ３ １５ ８２大宮

３５６,９１４２１６,２８９,９１２３２ ０ ３２ ６０６中山

７７７,６３１９０,９８２,８６８１４ １ １３ １１７馬屋下

５４４,９２８１８４,７３０,８１４２８ １ ２７ ３３９桃丘

６５１,４３５１１８,５６１,３３８１８ １ １７ １８２平津

６６２,７６８１１０,６８２,４０３１７ １ １６ １６７野谷

３５１,６７２２８６,６１２,８５９４３ １ ４２ ８１５横井

１,３９７,１８１９３,６１１,１７５１５ ２ １３ ６７馬屋上

３７６,１６０２４５,２５６,６０４３７ １ ３６ ６５２庄内

５７１,２６２１５９,３８２,３４４２５ ２ ２３ ２７９加茂

４９８,５６９１１０,６８２,４０３１７ １ １６ ２２２鯉山

３２６,８２３２９４,７９４,８５２４５ ２ ４３ ９０２吉備

４０９,５２８２４８,５８３,７６１３７ ０ ３７ ６０７妹尾

４９１,２１９１３１,１５５,６５２２０ １ １９ ２６７箕島

３３９,９７５２４９,２０１,７６８３８ ２ ３６ ７３３福田

６５１,５８１９２,５２４,５６１１５ ２ １３ １４２浮田

４０３,３１６１５０,８４０,２７３２５ ４ ２１ ３７４城東台

４９５,８７８１６２,１５２,１２２２５ ２ ２３ ３２７平島

７８７,４２２８５,８２９,０９７１４ ２ １２ １０９御休

１,３４１,２４８７９,１３３,６３３１３ ２ １１ ５９角山

４７６,９５１１０３,９７５,４８９１６ １ １５ ２１８興除

９３０,７１１１０５,１７０,４１０１６ １ １５ １１３曽根

３６６,４４７２０７,７７５,７５６３２ ２ ３０ ５６７東疇

６９４,８１９１１１,８６５,８７４１７ １ １６ １６１足守

２,１３２,１００９８,０７６,６３９１５ １ １４ ４６大井

１,２６５,０１５９３,６１１,１７５１５ ２ １３ ７４高田

１,５５２,０６６８６,９１５,７１１１４ ２ １２ ５６福谷

７３６,４０５１１８,５６１,３３８１８ １ １７ １６１第一藤田

４７５,１４４１８１,９８０,５１４２８ ２ ２６ ３８３第二藤田

８４７,４６８１１１,８６５,８７４１７ １ １６ １３２第三藤田

児 童 １ 人 当 た り の 人 件 費
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カ　以上、財政面から小中学校の再編・整備について検討したが、岡山市においては

小中学校の学校規模について適正規模校を「１２学級以上２４学級以下の学校」として

いる。

　　いうまでもなく、教育の分野は本来コストのみで論じられるべきものではない。

学校の再編・整備について、基本となる考え方は『子どもたちの教育』を考える立

場を何よりも優先すべきであるし、この視点から、小学校及び中学校の教育水準の

向上、発展を図るために、よりよい教育環境を創出することを基本とする（平成９年

１１月２８日付　岡山市立学校施設機能検討委員会答申３頁）べきである。

　　この答申は、過小規模校と過大規模校の教育的課題、及びこれからの学校教育環

境の整備について、つぎのとおり指摘している。

『過小規模校と過大規模校の教育的課題』

　過小規模校における単級学年や少人数学級では、教師の目がすみずみまで行き届き、きめ

細かい学習指導・生徒指導をすることができるとともに、施設・設備を余裕をもって利用で

きる。

　また、過大規模校においては、多様な友人の性格・行動・意識・能力や価値観に触れるこ

とにより、様々な人間関係のなかで切磋琢磨しながら自己形成を図っていけるなどの教育

上の多くの利点がある。

　しかしながら、次のような課題もある。

�　過小規模校の主な課題

　ア　人間関係が固定化し、学習意欲や行動意欲が喚起されにくい。

　　　また、多様な考え方や生き方、多様な学習方法や態度に触れる機会が少なく視野が狭

くなりがちである。

　イ　グループ学習や体育におけるチーム編成が組みにくくなるなど教育活動が制限され

たり、集団としての高まりが生まれにくい状況がある。

　　　また、運動会などの学校行事では、少人数のため、種目が限定されたり、活気に欠け

たり、一人ひとりの負担が大きくなったりするなど学校全体の活力が低下しがちであ

る。

　ウ　子どもたちの希望するクラブや部での活動ができにくい。

　エ　遠足・宿泊行事や文化・芸術的行事などの一人当りの経費負担が大きくなる。

�　過大規模校の主な課題

　ア　施設・設備が不足し、十分な教育活動ができにくい。

　イ　一人ひとりの子どもに、十分目が届きにくく、個に応じた指導が進めにくい。

　ウ　入学式や卒業式などの学校行事において、全学年の参加ができず、一部の学年の参加

のみになっている。

　エ　非常事態等のときの安全な避難の徹底を図るために、かなり多くの時間を要する。

また、給食の配膳・準備、後片付けなどにもかなりの時間を要する。

　オ　全体指導などの際、児童・生徒数が多いことから、指導の徹底を図るために、ややも

すると管理的になりやすい。
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教職員数園児（学級）数園児
職員
数
園名 計用務員

臨時教諭
補助員

教諭園長５歳児４歳児３歳児学級数園児数

１（２）（１）（１）１１１１２
清輝
Ｈ１２

２（２）（１）（１）２１４２２１６
南方
Ｈ１２

６（２）（１）（１）５１３３５（４）６
出石
Ｈ１３

１（２）（１）（１）１１０１１１２１
深柢
Ｈ１４

２（２）（１）（１）２７１２２１９
弘西
Ｈ１４

１２（１０）（５）（５）１１１３５２９１１（４）６４小計

３（１）２１２４１７２４１
中央
Ｈ１５

幼　稚　園 （　）内は定数内臨教補、嘱託・臨時用務員・・外数

※　清輝・南方・出石幼稚園については平成１４年３月３１日に閉園となったため、清

輝・南方幼稚園については平成１２年５月１日、出石幼稚園については平成１３年５

月１日の数である。深柢・弘西幼稚園については、平成１４年５月１日、中央幼稚

園については平成１５年５月１日の数である。

　　学校の再編整備については、財政的メリットはあるものの、何よりも教育的観点

「子どもたちの教育」を考える立場を基本として検討を加えることが必要であり、

現在の各学校の現状および地域性も重要な要素となる。このため学校再編整備につ

いては十分検討することが望まれる。

�　幼稚園の再編整備

　ア　監査対象期間において平成１５年３月３１日に弘西・清輝・深柢・出石・南方の５つ

　の幼稚園が中央幼稚園に再編整備された。

『教育条件整備についての検討』

�　これからの学校教育環境の整備

　ア　本来、学校は、子どもたちの学習の場であり、生活の場でもある。

　　　したがって、学校施設などの教育環境を豊かに整えることは、子どもたちの健やかな

成長・発達を促し、豊かな人間性を育む上で、また、子どもたちの学習をより充実した

ものにする上で、極めて大切なことである。

　イ　具体的には、教室はもとより、屋外の環境整備やランチルームの整備、多目的スペー

スの整備、また高度情報通信社会の進展を踏まえ、情報のネットワーク環境の整備や学

校図書館の充実などに積極的に取り組む必要がある。

　ウ　　これからの学校施設は、生涯学習の場として期待される面も大きく、地域の教育施

設として積極的に開かれていくべきであり、そのための機能をも備える必要がある。
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　　　イ　再編整備前のこれら５つの各幼稚園については、それぞれの閉園時の園児数・教

職員数を前提としており、特に出石幼稚園の場合は、教職員が「ことばの教室」を

担当していたため、園児数６名に対し、園長１名・教諭５名となっていたという特

別の事情があった。この「ことばの教室」というのは言語障害児（発音が正しくで

きない子ども・なめらかに話すことができない子ども・助詞が使えないなどうまく

話ができない子ども等）に対し、研修を受けた教職員が障害の状態の改善又は克服

を目的として開いている教室である。

　　　　　また、幼稚園の場合は、小中学校のように学区制がないためこれら５つの閉園に

なった園に在園していた園児が必ずしも再編整備された中央幼稚園に通園するとも

言えない。

　　　　　さらに、幼稚園は３歳児から５歳児までの就学前教育を前提としているところ、

文部科学省の幼稚園設置基準第３条では「１学級の幼児数は、３５人以下を原則とす

る」、第５条では「幼稚園には、園長のほか、各学級ごとに少なくとも専任の教諭１

人を置かなければならない」と定められているため、岡山市においては幼稚園の１

学級の人数を「３歳児の場合は２０名以下、４歳児の場合は３０名以下、５歳児の場合

は３５名以下」として運用している。

　　　　　以上の事情からして、幼稚園の場合は、再編整備の前後の園児数、教職員人件費

について画一的に比較をするよりも、むしろ現在の各園について効率的な運営の比

較ということから、園児１人当たりの教職員人件費を比較検討することとした。

　　　ウ　岡山市立幼稚園の各園の人件費は次の一覧表のとおりである。

　　　　　一覧表の人件費の単価は、前記（１）オで高等学校・中学校・小学校について説

明したのと同様に、正規職員の人件費は、調査票より算出した共済組合等負担金等

を除いた人件費の平成１４年度の平均給与（６,６１８,４９８円）を基にして計算し、臨時・

嘱託等の人件費については、岡山市教育委員会より入手した平成１４年度年間給与額

（概数）を基にして計算した（資料５）。

　　　　　園児１人当たりの平均教職員人件費（年額）（以下「平均人件費」という）は３７２,２７２

円である。園児数が４５人以下の幼稚園はいずれも平均人件費を上回っている（資料

６）。経営効率の観点から幼稚園の場合も各幼稚園においてコスト計算書を作成す

るなどして園別の比較・私立の幼稚園との比較をし、効率性を高める努力をするこ

とが必要である。

　　さらに、幼稚園の就学前教育の充実ということを前提に各幼稚園の効率的な運営、

園児１人当たりの教職員の人件費の格差の是正という観点から幼稚園の再編整備に

ついても検討すべきであると言える。
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幼　稚　園 

園児一人当たり

の人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）園児数

（人）
園    名

計嘱託等正職員

３７２,２７２２,１８９,３３３,９０６４０６１０９２９７５,８８１合　計

５１０,４０４１０,７１８,４９８３２１２１深　柢

１,１０３,７７４２２,０７５,４９４４１３２０旭　東

２７１,４２５５４,８２７,９８４９１８２０２伊　島

３８７,４２１３７,１９２,４９０７２５９６三　勲

４１１,０８８４１,９３０,９８８７１６１０２操　南

３１７,８８４３７,１９２,４９０７２５１１７操　明

２９９,９３９３７,１９２,４９０７２５１２４富　山

３５６,０５６２２,０７５,４９４４１３６２大　野

２８８,５６８５４,８２７,９８４９１８１９０今

２５２,６７７３０,５７３,９９２６２４１２１芳　田

４２８,２６８２８,６９３,９９２５１４６７財　田

３７１,９３９６８,０６４,９８０１１１１０１８３高　島

３２０,０３３６１,４４６,４８２１０１９１９２幡　多

２,６７９,６２４１０,７１８,４９８３２１４小　串

００００００牧山（休園）

３６８,３６１３０,５７３,９９２６２４８３岡　南

４０７,６５３３０,５７３,９９２６２４７５浦　安

３３０,９２４５９,５６６,４８２９０９１８０宇　野

２９３,７７８３９,０７２,４９０８３５１３３鹿　田

３２２,８５３５２,９４７,９８４８０８１６４福　浜

３９２,３６１３５,３１２,４９０６１５９０御　野

１,４２７,９２６４８,５４９,４８６８１７３４石　井

３７２,６４９２８,６９３,９９２５１４７７三　門

５０９,９１１１７,３３６,９９６４２２３４甲　浦

９１２,４７３１７,３３６,９９６４２２１９弘　西

２９５,３５４５６,７０７,９８４１０２８１９２大　元

３１７,５４３４３,８２０,９８８８２６１３８平　井

４８１,５８３１７,３３６,９９６４２２３６牧　石

３２６,４３５４５,７００,９８８９３６１４０平　福

２８２,７０７６３,３２６,４８２１１２９２２４芳　泉

４９０,５６６２２,０７５,４９４４１３４５旭　竜

３５４,２４６２８,６９３,９９２５１４８１旭　操

４６３,２４２３０,５７３,９９２６２４６６竜之口

３０９,９３７３７,１９２,４９０７２５１２０芳　明

２６４,８６９５４,８２７,９８４９１８２０７陵　南

６１３,２０８２２,０７５,４９４４１３３６古　都

３３６,３０９３５,３１２,４９０６１５１０５可　知

３６１,１８７１７,３３６,９９６４２２４８政　田

５２５,３６３１７,３３６,９９６４２２３３開　成

３４２,２７３４３,８１０,９８８８２６１２８西大寺

園 児 １ 人 当 た り の 人 件 費
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幼　稚　園 

園児一人当たり

の人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）園児数

（人）
園    名

計嘱託等正職員

３６１,１８７１７,３３６,９９６４２２４８西大寺南

９１２,４７３１７,３３６,９９６４２２１９雄　神

３１５,２１８１７,３３６,９９６４２２５５豊

５２５,３６３１７,３３６,９９６４２２３３太　伯

５４１,７８１１７,３３６,９９６４２２３２幸　島

１,０８３,５６２１７,３３６,９９６４２２１６朝　日

６３０,４９９１０,７１８,４９８３２１１７大　宮

３２３,９６７３５,３１２,４９０６１５１０９中　山

６４２,１１０１７,３３６,９９６４２２２７馬屋下

４０６,４０３１２,５９８,４９８４３１３１平　津

５４１,７８１１７,３３６,９９６４２２３２野　谷

３１９,２６８４８,２０９,４８６８１７１５１横　井

１,１９０,９４４１０,７１８,４９８３２１９馬屋上

３１５,２７０４１,９３０,９８８７１６１３３庄　内

３５２,２８６２３,９５５,４９４５２３６８加　茂

４０３,１８５１７,３３６,９９６４２２４３鯉　山

３０６,０５７５２,９４７,９８４８０８１７３吉備東

４８３,７３２３５,３１２,４９０６１５７３吉備西

３４７,７０６４３,８１０,９８８８２６１２６福　田

４２５,４５１３５,３１２,４９０６１５８３浮　田

６６７,３０２２８,６９３,９９２５１４４３平　島

１,０８３,５６２１７,３３６,９９６４２２１６御　休

１,２３８,３５６１７,３３６,９９６４２２１４角　山

６６６,８０７１７,３３６,９９６４２２２６足　守

８６６,８４９１７,３３６,９９６４２２２０高　田

１,０７１,８４９１０,７１８,４９８３２１１０福　谷

３５７,７５６５２,９４７,９８４８０８１４８妹　尾

２９０,２２８６９,９４４,９８０１２２１０２４１芥子山

３８７,４２１３７,１９２,４９０７２５９６桃　丘

園 児 １ 人 当 た り の 人 件 費
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　８　学校現場の監査

　　監査人は、本年度の包括外部監査において、サンプリングにより中学校５校、小学校

６校、高等学校１校の計１２校を抽出し、平成１５年７月から９月にかけて学校現場の監査

を実施した。

　　サンプリングとして、小・中学校では購買の有無、学校給食の自校方式、外部委託方

式、センター方式等の運営状況等を参考に、地域が偏らないように考慮して、児童生徒

数の多い大規模校、平均的な児童生徒数の中規模校、児童生徒数の少ない小規模校から

各２校程度（中学校の中規模校については１校）を抽出した。

　　高等学校については、岡山市立の高等学校が岡山後楽館高等学校しかないため、１校

の選定となった。

　　監査人は、学校現場において、余裕教室（空き教室）の利用状況や危機管理状況等を

含めた施設管理状況及び配当予算の執行状況等についての監査を実施した。

　　次に、学校徴収金の管理は学校が主体となって行っている。購買の管理についても、

学校が実質的に運営主体となってきた経緯があり、外部からみると学校組織の一部と見

られてきたと考えられる。学校長及び教職員が就業時間内外にこれらの管理を行ってお

り、購買事務は公務であり、購買の益金は学校長の管理に係る公有財産である、という

主張による岡山市職員措置請求まで市民の一部から出ていた。　

　　監査人としては、公金かどうかの判断を含め、実態を把握するため、学校から任意の

提出を受け、学校徴収金の管理状況及び購買組織の運営状況等についても監査を実施した。

　　監査の結果については、以下のとおりである。

�　施設の管理利用状況

　ア　監査を行った学校では、運動場や体育館を平日の夜間や週末に地域に開放してい

たが、児童生徒のいない時間帯（夜間等）の門の閉鎖、鍵の管理等について、特に

問題は認められなかった。

　　　職員室や理科実験室、パソコン室等に警備会社の夜間警備を入れている学校もあった。

　イ　また、余裕教室（空き教室）については、各校とも、多目的教室、ランチルーム、

ＰＴＡ室、資料室など、それぞれ何らかの形で利用していた。

　　　ただ、その中には、利用目的に沿った改造や学校独自の工夫を加えて真に使い勝

手の良い有効なスペースとして活用している例もあれば、資料室等と一応名付けて

はいるがその実は余り利用されていないと見受けられる例もあった。

　　　また、あくまで学校施設としての利用が主で、地域に開かれた社会教育施設や社

会福祉施設等への「転用」という形での活用は余り見られなかった。
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�　配当予算の執行状況

　ア　配当予算の執行率（平成１４年度）は、前記学校配当予算の項で記載しているよう

に、小学校全体で９７．６％、中学校全体で９８．８％であるが、監査を行った小中学校で

も、配当予算の執行率はほぼ９５％以上であった。

　　　執行率の最も低かった学校（８５．２％）でその理由を尋ねると、購入を予定してい

た校用器具等について年度中に寄贈や寄付を受け、購入が不要となったことが主な

理由とのことであった。

イ　岡山市で平成１３年度より導入された配当予算の総額提示型要求方式については、

各校とも、従前より無駄が少なくなり、独自の予算計画を立てることが可能になっ

たと好意的に受け止めていた。

　　しかし、導入後まだ日が浅いこともあり、要求方式の運用の実態には、学校によ

り極端といってもよいほどの優劣の差が見られた。

　　学校経営に意欲的な校長とそれを支える教頭、優れた事務職員との緊密な協力体

制のもとに、主体的かつ計画的予算執行がなされていた学校もあれば、従前の一律

配当方式の時と全く変わっていないのではないかと思われる学校もあった。教職員

全体の意識や事務職員の能力はもちろんのこと、校長個人の自覚・考え方の違いに

よるところが非常に大きいという印象を受けた。

　　また、複数の学校で、物品購入について、文房具などを通信販売やホームセン

ターなど価格の安い業者から購入したいという声が聞かれた。物品の購入先（随意

契約）は、基本的に岡山市競争入札参加資格を有する業者であればよく、必ずしも

制度上、上記のような安価な業者から購入することが不可能というわけではない。

　地元業者の保護の観点も無視できないところではあるが、学校予算の確保が厳し

い昨今であるから、検討の価値はあると思われる。

� 　学校徴収金の管理状況

　学校現場における学校徴収金の管理状況については、以下のような状況であった。

ア　徴収方法

　　監査対象とした１２校のうち、学校給食を実施していない高等学校と中学校１校を

除く１０校で、夏休みの８月を除く各月、学校徴収金として一定額を集金していた。

　　毎月の集金方法は、集金袋を用いる現金集金の方法（以下「現金集金」という。）か、

市中銀行や郵便局と契約して毎月一定日に定額を保護者の指定口座から自動引落す

る方法（以下「自動引落」という。）かのどちらかの方法であった。

　　各校は、名称には多少の差異はあったが、学校徴収金を給食費とそれ以外の学年

集金、学校集金等（以下「学年集金」という。）に分けて集金していた。

　　毎月学年集金をしている学校の多くでは、給食費と学年集金の内訳を明示して合
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計額を集金し、入金額を区分して管理していたが、給食費は自動引落、学年集金は

現金集金というように、徴収段階から区分して管理している学校もあった。

　　学校給食を実施していない高等学校及び中学校のうち、中学校では学年集金のみ

を毎月現金集金により徴収していた。

　　高等学校では、岡山市が直接徴収する授業料以外の学校徴収金を、諸納金として

年２回現金集金により徴収していた。　

イ　給食費

　　監査対象とした１２校のうち、学校給食を実施していた１０校では、毎月給食費とし

て月額４,３００円から５,０００円程度の一定額を集金していた。

　　給食費を給食の食材代や燃料費代等の会計（以下「給食費会計」という。）とそ

れ以外の児童生徒用白衣代等の運営費の会計（以下「給食運営費会計」という。）

に区別して、管理している学校が多かった。

　　各校は、給食費として集金したもののうちから、毎月定額で１００円から２００円程度

を給食運営費会計に入金し、残額を給食費会計に入金していた。

　　年度末近くになると、年度最終の給食費集金額を調整して、年間集金額にできる

だけ過不足が生じないようにしていた。

ウ　学年集金

　　（ア）監査対象とした１２校の学年集金については、補助教材費の支出の多い中学校と

　それ以外の学校とで集金方法等が異なるので、分けて説明する。

（イ）中学校５校においては、毎月４,５００円から５,５００円程度を集金し、この金額を用途

に応じて、教材費、ＰＴＡ会費、生徒会費、用紙代等に区分して入金し、各会計

を管理していた。

　　　このうち、教材費は３,５００円から５,０００円程度で、学年集金の過半を占めていた。

　　　その他では、ＰＴＡ会費が３００円から５００円、生徒会費が５０円から２００円、用紙代

もしくは教育振興費等で１００円から５００円等となっていた。

（ウ）小学校６校のうち、学年集金として毎月定額を集金していたのは２校のみで、

１,５００円程度を給食費と一緒に集金し、入金後に区別して管理していた。

　　　残りの４校では、学年集金として毎月定額の集金は行わず、必要に応じて年間

６,０００円程度を集金している学校が多かった。

　　　またこの４校のうち、２校については、ＰＴＡ会費を給食費と一緒に定額集金し

ていた。

　　（エ）高等学校では４月（１年生は入学前に入学時納入金の一部として納入）と１０月

　の年２回に分けて、年額３万円程度を諸納金として集金していた。

　　　　　諸納金の内訳は、教育振興費１２,０００円、ＰＴＡ会費・生徒会費各６,０００円、進路

　指導費３,６００円等であった。
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エ  滞納金について

　　（ア）滞納金の発生

　　　　　学校徴収金は、学校が主体となって管理しているが、受益者負担の考え方に基

　づき保護者から集金しているものであり、一定期日までに全額を集金することが

　基本となる。

　　　　　しかしながら、学校現場においては、期日までに集金することができず、滞納

　金が発生することがある。

　　（イ）期日遅れの滞納金

　　　　　保護者の家庭の事情等により多少遅れて入金する、単に期日遅れという意味の

　滞納金は、ほぼ全校にあった。

　　　　　この滞納金については、学校が努力しても多少の発生は避けようがないものと

　考えられる。

　　　　　ただし、給食会や他の業者への食材代等の支払時に、滞納金のために資金不足

　が生じると問題が発生するが、幸い、監査の対象とした１２校においては、期日遅

　れの滞納金の額はそれ程多額にはなっておらず、現実に資金繰り上問題の発生し

　ている学校はなかった。

　　（ウ）年度末の滞納金

　　　　　年度末になっても回収できていない滞納金が発生していたのは、監査した１２校

　中６校であり、金額は６校合計で約６０万円程度であった。

　　　　　１２校のうち、残りの６校については、学年途中に単なる期日遅れの滞納金は発

　生しても、年度末までには全額集金できており、年度末に滞納金はない、との説

　明を受けた。

　　（エ）滞納金の処理

　　　　　滞納金の発生していた６校のうちの１校では、補助教材の購入時に、学校はリ

　ベート等益金を業者から一切もらわない代わり、滞納が発生した場合には滞納分

　を除いた集金済代金のみを業者に支払い、滞納分については回収できれば回収後

　支払うが、回収できないままとなれば業者負担とする、という約束を納入業者と

　の間で結び、滞納金の処理としていた。このため、滞納金の残高は計上されてい

　なかった。

　　　　　給食費の滞納金については、給食運営費会計から充当している学校もあった。

　　　　　また、補助教材等の益金を滞納金の処理に充てている学校も散見された。

　　（オ）ガラス会計

　　　　　監査対象とした１２校のうち１校は、ガラス会計という会計を設けており、繰越

　金として平成１４年度末残高７６５，６１９円があった。
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　　　　　このガラス会計は、生徒が故意にガラスを割ったり、備品等を破損した場合に、

　その生徒に弁償させたガラス代等を管理するための会計であるという説明を受けた。

　　　　　生徒が故意にガラスを割ったり備品を破損した場合に、そのガラス代や備品代

　を弁償させることは教育上からも必要なことだと思われる。

　　　　　平成１２年度以降の収支内容を精査したところ、収支はほぼ一致していたが、平

　成１１年度以前の会計帳簿が見当たらないとのことで、繰越原資や繰越理由等過去

　の詳しい経緯については判然としなかった。

　　　　　しかしながら、ガラス代等の弁償金管理のための会計であるガラス会計に多額

　の繰越金が存在すること自体が不適切な会計処理と考えられるので、繰越金の処

　理を含め適切な処理方法に改善されたい。

　�　購買組織の運営状況

ア　購買組織の実態

　　今回監査対象とした１２校のうち、購買組織を継続して運営していたのは、８校で

あった。

　　残りの４校のうちの１校では、平成１１年度で購買組織を廃止したが、生徒の便宜

のため、教員が休み時間等に一部物品の販売を続けていた。

　　購買組織を継続していた８校のうち、３校で教育後援会、購買運営委員会等の購

買活動の運営を行う組織を作っていたが、いずれもＰＴＡが主体の組織形態であった。

　　購買組織のある８校のうち、１校では担当の教員が購買活動を行っていた。

　　残りの７校では、教育後援会やＰＴＡが購買職員を雇い、購買職員が購買活動や

購買関係の会計帳簿の作成をしていた。

　　また各校で、購買職員にＰＴＡ事務も兼務させており、購買とＰＴＡから給与を

分けて支給している学校が多かった。

　　購買職員の給与のうち購買組織負担分は、購買活動の益金や補助教材の益金・リ

ベート等から支出されていた。

イ　購買組織の管理状況

　　前述したように、購買組織は児童生徒等の便宜を図るために、自然発生的に設置

され、保護者等の意向によって現在まで活動が続けられてきたと考えられる。

　　購買職員は、購買活動等毎日の事務処理を行っていた。しかしながら、教育後援

会、ＰＴＡ等の組織がその管理を行うのは実際上困難で、日々接している学校が便

宜上預金通帳等を預かったり（主として教頭）し、管理を行ってきた経緯があり、

外部からみると学校組織の一部としてとらえられていたと思われる。

　　購買職員のいる７校全校の学校要覧において、職員名簿上、正式には学校の職員
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ではない購買職員が、販売事務、ＰＴＡ職員等として記載されていた。これは、生

徒への便宜上の意味が大きいと思われるが、購買職員も学校の管理下にあるという

認識も入っていたためではないかと感じられた。

　　それでは、購買事務が公務であり、購買益金は公有財産か、という点を検討する

と、購買組織は自然発生的に設置され運営されてきたもので、職務としての明記は

ないため法的根拠がなく、岡山市による命令や指示になじまないものであり、公務

とは言い難い。また、公有財産の範囲は、地方自治法第２３８条第１項に掲げられるも

のに限定されており、購買益金はこれに該当しておらず、公有財産とも解されない。

　　購買益金の実質的な権利者としても、岡山市より保護者と考える方が実態に即し

て妥当であると思われる。

　　よって、購買組織のもともとの管理者は保護者であり、学校が行ってきた管理に

ついては、学校（学校長）が保護者より管理業務につき事務委任され、学校長の職

務に密接に関連する事務として運営されてきたものであり、購買組織は学校そのも

のとは別の機関として機能してきたものと判断する。

ウ　購買事務の問題点

　　実際の購買事務の運営については、次のような問題点があった。

（ア）現金出納帳の記帳

　　　現金出納帳における日々の現金の入出金の記帳が十分でなく、普通預金通帳と

　現金の移動のみを現金出納帳に記帳していた学校が見受けられた。

（イ）たな卸の実施

　　　販売物品のたな卸を定期的に実施していない学校や、たな卸を実施していても

　購買会計の決算に反映させていない学校が多かった。

（ウ）会計期間の徹底

　　　４月１日から翌年３月３１日までとして決められるべき会計期間の明示規定がな

　く、毎年の決算日を、納入業者との取引の関係等で３月末近辺で任意に決めてい

　る学校があった。

（エ）源泉処理の妥当性

　　　平成１５年度は全校で改善されていたが、平成１４年度まで購買職員の源泉処理が

　十分にできていない学校が散見された。

（オ）十分な説明

　　　購買会計は、教育後援会やＰＴＡ等、運営主体の全会員に公開すべきであるに

もかかわらず、一部役員等にしか詳細な説明を行っていない学校が散見された。

　　　特に、購買会計の益金を一部生徒の滞納金処理に充当している学校の中には、

ＰＴＡ役員等からの要望により、その事実を一般のＰＴＡ会員に全く説明してい

ない学校もあった。
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エ　購買会計の益金

　　購買活動については、前述したように、学校そのものとは別の機関として運営さ

れてきたと判断され、学校が直接管理しているわけではない。

　　このため、購買活動により発生する益金についても、岡山市の公金ではなく、所

有者は保護者であると解される。

　　しかしながら、この益金は公的色彩の強いものであり、留保されている益金を活

用する場合には、使途を十分検討し、また岡山市の予算から支出すべきものに充当

されることのないようにしなければならない。

　　監査を実施した１２校のうち、購買を継続していた８校での益金の平成１４年度末残

高は、１０万円程度の学校から１００万円以上の学校も４校で、そのうち１番残高の多い

学校は６４８万円もあり、学校によって大きな差異があった。

オ　益金残高の処分

　　購買会計の益金については、今後は単年度ごとに精算し、ＰＴＡ総会などの公の

場で報告並びに審議するよう、岡山市教育委員会等の指導がなされている。

　　しかしながら、益金が１００万円を超えるような学校まで、単年度精算として現在の

在校生のために益金全部を１年間で使用するとすれば、かえって不公平が生じてし

まうと思われる。

　　この益金は現在の在校生のみならず、過去の卒業生等にも関係のあるものであり、

使途に関しては透明性や妥当性がより必要となる。

　　教育後援会等を主体とした組織で使途を十分に協議し、妥当な使途が決定される

まで、購買益金特別会計等（以下「特別会計」という。）として別会計で管理する

のも一つの方法であろう。

　　その場合、事故が発生しないよう、教育後援会等購買組織の運営者が責任ある管

理体制のもと、適切に管理し、学校も特別会計について十分な監督及び配慮をして

いく必要があるものと考える。

カ　購買会計以外の会計残高

　　監査対象とした１２校のうち、購買会計及びＰＴＡ会計以外の会計において、残高

１００万円超の会計のある学校が２校あった。

　　用紙代会計に１４６万円残高が計上されていた学校と生徒会会計に１２０万円の残高が

計上されていた学校の２校であった。

　　これらの会計残高も、最終の所有者は保護者と解されるが、安易に単年度精算の

方法だけでなく、妥当な使途を検討するため特別会計で管理する方法も考えられる。

　　ただし、今後については、年度間で不公平が生じないよう、十分注意して単年度

精算を行う必要があることを付記しておく。
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　前記外部監査の結果において個別の問題点を指摘しているが、改めて総括して意見を述べる。

１　学校給食の民間委託方式については、コスト削減効果が大きく、また、懸念される安

全衛生面の管理・監督システムにも問題がないと認められたので、引き続き関係者の理

解を得ながら、かつ、委託業者の選別に十分配慮しながら、より一層の推進を図るべき

である。

　　その際、実施方式としての単独校調理場方式、親子式調理場方式、共同調理場方式の

それぞれのメリット・デメリットをより詳細に比較分析し、学校施設の再編整備をも見

据えた、より効率のよい方式選択を進めるべきである。

２　１食当たりの給食費が、小学校で最大４７円４５銭、中学校で最大２７円５２銭の格差が生じ

ている。

　　格差が生じる原因として、①献立表作成時の裁量、②食材の購入先・品質規格の違い、

③保存食・展示食の負担の違い、④燃料代等の負担の違いが考えられるが、学校ごとに

事情が違うためある程度の格差は止むを得ないとはいえ、一定程度を超えた格差は望ま

しくないので、�岡山市学校給食会の積極活用を含め、格差是正に努めるべきである。

３　給食費を含む学校徴収金の徴収・管理・執行は、準拠すべき法規や指針がなかったこ

とから各学校現場毎に区々に処理されてきており、中でも滞納金の処理は担当する教職

員が最も苦労することの一つであったが、先般、「岡山市立学校校納金等取扱の手引」

が示され、ようやく準拠すべき統一的な指針ができたといえる。

　　監査した１２校のうち年度末に滞納が解消されていなかったのは６校で、いずれもその

処理に他の会計の益金を充てるなどしていた。

　　しかし、他の会計からの流用には種々の問題があるので、今後は前記手引の内容を周

知徹底し、当該手引に沿った、より適切な処理を行うべきである。

　　また、当該処理の適正を担保するためには、保護者に対する学校徴収金の徴収・管理・

執行についての様々な情報を開示し、その批判にさらすことが不可欠である。

　　次に、監査した１２校のうちの１校でガラス会計という会計を設けており、平成１４年度

末残高が７６５,６１９円と多額であった。

　　生徒が故意にガラスを割った場合に実費を弁償させ、その弁償金を管理する会計（ガ

ラス会計）に多額の繰越金が存在すること自体不適切な会計処理と考えられるのであっ

て、当該繰越金の処理を含めて適切な処理をされたい。

４　就学援助の申請受付及び審査・認定・給与事務は適正かつ効率的に行われていた。

　　不況の影響で認定者数が急増しているが、監査した１２校でも就学援助の活用により、

第３　監査人の意見
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前記学校徴収金の期日徴収が大幅に改善され、滞納が減少したとこの制度の存在を評価

していた。

　　ただし、学校徴収金の金額には現実には学校格差があるが、就学援助はほとんどが定

額支給であり、就学援助の額と給食費や補助教材費等の学校徴収金の額との差額は、就

学援助を受けている児童生徒の保護者負担となるものであるから、こうした観点からも、

給食費等の学校徴収金の額に一定程度を超えた学校格差が生じないよう努めるべきであ

る。

５　学校配当予算の執行は適正に行われていた。

　　岡山市が学校配当予算の一部について導入している総額要求方式は、学校現場（学校

長）の裁量の範囲を拡大し、特色ある学校づくりに寄与するものであると概ね好意的に

受け止めていた。

　　しかし、監査した１２校でも、学校経営に意欲的な校長とそれを支える教頭、優れた事

務職員との緊密な協力体制のもとに、主体的かつ計画的に予算執行がなされていた学校

がある反面、従前の一律配当方式の時と全く変わっていないと思われる無自覚・消極的

な学校があるなど、格差があった。

　　制度趣旨を生かして積極的に活用できるようにするためには、制度趣旨の徹底と教職

員の意識改革、とりわけ学校長の意識改革を進めていくことが必要である。

６　児童生徒数の減少が進む中、小中学校の余裕教室数（実学級数を上回る普通教室数）

は合計で５６６室に達している（数字は平成１５年度）が、この余裕教室をより積極的に活用

できるよう幅広く検討すべきである。

　　余裕教室については、各校とも多目的教室、ランチルーム、ＰＴＡ室など、それぞれ

何らかの形で利用しているが、監査した１２校の中には、空き教室と言われたくないがた

めの対応としか見えない学校もあり、「活用」の実態は区々であった。

　　また、あくまで学校施設としての利用が主で、社会教育施設や社会福祉施設への転用

という形での活用は余り見られなかった。

　　各学校の実態把握により努めるとともに、長期的な広い視野に立ち、学校施設として

の活用はもちろんのこと、地域に開かれた社会教育施設、社会福祉施設等への転用も含

め、計画的に余裕教室の活用を進めるべきである。

　　児童クラブのためのプレハブ施設建設は、余裕教室利用の施設改造と比べコストが高

く、妥当な投資といえるか疑問無しとしない。児童クラブの実情を踏まえ、学校施設の

有効活用の観点から、より積極的に利用を推進すべきである。

７　小中学校の再編整備は、人件費の面からではあるがコスト削減効果が見られるので、

引き続き検討すべきである。

　　検討に際しては、財政的メリットのみを優先させるのではなく、以下の点に留意すべき
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である。

�　学校は子どもたちの学習の場であり、生活の場でもあるのであるから、何よりも教

育的観点に立った適正規模や適正配置を優先して考えるべきである。

�　単に児童生徒の通学の負担に配慮するだけでなく、課外活動や部活動に対する配慮

等総合的に考えるべきである。

�　学校施設は生涯学習の場として期待される面も大きく、地域住民の意向への十分な

配慮が必要である。

　　特に、地域の文化的・社会的あるいは精神的な基盤を失うことにつながり、過疎化に

拍車をかけ、地域コミュニティが衰退するなど、地域や地域住民に与える影響に留意す

べきである。
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（設置）

第１条 学校給食調理等業務の委託（以下「業務の委託」という。）に関し、受託業者の適

格性を調査し､総合的に審議判定のうえ公正かつ適正に受託業者を選考するため､岡山市学

校給食調理等業務委託選考委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は、次に揚げる事項について調査審議する。

　（１） 業務の委託に関する基準の制定に関すること。

　（２） 委託業者の選考方法に関すること。

　（３） その他業務の委託について必要な事項に関すること。

（組織）

第３条 委員会は委員長及び委員をもって組織する。

２　委員長は教育次長とし、委員は、教育委員会事務局の教育次長、管理部長、学校教育部

長及び委員長の指名する者をもって充てる。

（委員長の職務及び代理）

第４条 委員長は、委員会を代表し、議事その他の会務を総理する。

２　委員長に事故のがあるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

（会議）

第５条 委員会の会議は、必要に応じ、委員長が招集し、委員長が議長となる。

２　委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

第６条　委員会は、必要があると認めるときは、議事に関係のある者の出席を求め、その意

見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。

（庶務）

第７条　委員会の庶務は、保健体育課において行う。

（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が定める。

　　附則

この要綱は、平成１３年７月１２日から施行する。

　　附則

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。

岡山市学校給食調理等業務委託選考委員会設置要項
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１　これまでの学校給食調理業務等の民間委託の経緯と考え方

　（１）　平成１２年８月から馬屋下小学校及び藤田中学校において試行し、その評価を踏まえ

て、平成１３年４月の岡山市学校給食運営審議会答申「学校給食の在り方について」の中

で、順次拡大すべきであることが提言された。

　（２）　岡山市教育委員会では、答申の趣旨に沿い、給食調理員の欠員の状況に応じて順次、

最終的には全校に、民間委託を拡大することとし、平成１３年８月からは、２校に加えて

幸島小学校、箕島小学校、東疇小学校、御南中学校及び高松中学校の５校を民間委託し、

現在７校において、安全衛生面を含めた給食の質が維持されつつ、順調に実施されてい

る。

２　計画作成の経過及び基本的な考え方

　（１）この間、市議会等からは、民間委託推進の意見とともに、直営と民間委託の配分等

をめぐる意見が出され、岡山市教育委員会としては次のような基本的認識に立つことと

なった。

　　①　民間委託への移行が相当長期間に亘ることから官民の良い意味での競争関係は維持

されるが、直営校と民間委託校の共存によりお互いが切磋琢磨できる状況を創り出す

ことをより明確にするために、目標としての官民の適正な配分を定める必要があること。

　　②　保護者等への周知や民間事業者の準備のためにも、できるだけ早い時期に民間委託

校を選定する必要があること。また、選定基準をできるだけ分かりやすく、客観的な

ものとする必要があること。

　（２）こうした基本的認識に立ち、岡山市教育委員会は、児童生徒にとって真に有益な学

校給食となるよう努めるとともに、安定的、継続的に学校給食を運営するために、目標

として、直営と民間委託については児童生徒数で半々の配分を目指す中で、改めてここ

に平成２０年までの第１次中期計画を定め、学校給食調理業務等の民間委託を進めること

とする。

学校給食調理業務等の民間委託への移行順序について
―第１次中期計画―

平成１４年３月２５日

岡 山 市 教 育 委 員 会
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３　民間委託への移行順序

　（１）民間委託を希望する学校があれば、小学校、中学校を問わず優先する。

　（２）まず、１食当たりの単価が高く、食べ残しも多い給食センターから移行し、次に、小

学校に比べて食べ残しが多い中学校、続いて、小学校を移行する。

　（３）具体的には、現時点で見込まれている定年退職者数などを基に、次のとおり移行する。

　　①　平成１４年度には赤田給食センター

　　②　平成１５年度には上道給食センター

　　③　平成１６年度から平成２０年度にかけて、中学校（興除給食センターも１中学校とみなす。）

　　　ただし、移行年度は、定年以外の退職者数の状況等によって変動することがある。

　（４）興除給食センターを含めた中学校の具体的な移行順序は、できるだけ早期に、別途

定める。

４　時期計画

　　５年を経過した後の平成１９年度を目途に、改めて、全体的な評価・点検を行ったうえで

第２次計画を策定する。

資料―２

No.２



－ ８６ －

１　第１次中期計画に沿った移行順序

　　学校給食調理業務等の民間委託への移行順序については、平成１４年３月２５日に定めて

「学校給食調理業務等の民間委託への移行順序について―第１次中期計画―」において、

民間委託を希望する学校があれば、小学校、中学校を問わず優先するなかで、具体的には、

　　①平成１４年度には赤田給食センター

　　②平成１５年度には上道給食センター

　　③平成１６年度から平成２０年度にかけて、中学校（興除給食センターも１中学校とみなす。）

　　　ただし、移行年度は、定年以外の退職者数の状況等によって変動することがある。

　としている。

　　また、興除給食センターを含めた中学校の具体的な移行順序は、できるだけ早期に、別

途定めるとしており、その移行順序は次のとおりとする。

２　具体的な移行順序

　（１） 平成１４年６月末時点での退職見込者数が３月時点での見込数を上回っている等の状

況を踏まえて、平成１５年度には、上道給食センターとともに、興除給食センターを移行

し、赤田給食センターと合わせて３カ所すべての給食センターの調理業務等を民間委託

することにより、管理運営体制の一本化を図る。

　（２） 中学校における給食調理業務等の民間委託への移行については、

　　① できるだけ早期に全中学校区で直営校と民間委託校が併存する状況を創り出し、直

営校と民間委託校がお互いに切磋琢磨する状況を全市的に市民に身近に目に見えるも

のにする。

　　② 移行順序をできるだけ分かりやすく客観的なものとする。ために、全市的な区域の

順序としては、行政区域として市民に定着している６福祉事務所の所管区域の順とし、

かつ、その区域内での学校順としては、岡山市立学校条例に掲げる中学校の順とする。

　　　具体的には、既に民間委託化している中学校（３校）及び給食センター受配中学校

（７校）を除く全中学校（２２校）を、別表の順に移行する。

興除給食センターを含めた中学校の具体的な移行順序について

平成１４年８月２０日

岡 山 市 教 育 委 員 会
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＊　中学校区内の小学校を既に委託している中山、山

南、妹尾の３中学校の順序は後回しとしている。

  

＊　民間委託を希望する学校があれば、小学校、中学

校を問わず優先する。

【別表】

中学校名区域区分移行順序

岡山中央中学校中央１

京山中学校　北２

操南中学校　　東３

旭東中学校　　　西大寺４

御南中学校　　　　西委託済

福浜中学校　　　　　南５

岡北中学校中央６

香和中学校　北７

富山中学校　　東８

西大寺中学校　　　西大寺９

吉備中学校　　　　西１０

福南中学校　　　　　南１１

石井中学校中央１２

高松中学校　北委託済

高島中学校　　東１３

福田中学校　　　　西１４

芳泉中学校　　　　　南１５

桑田中学校中央１６

足守中学校　北１７

藤田中学校　　　　西委託済

芳田中学校　　　　　南１８

光南台中学校　　　　　南１９

中山中学校　北２０

山南中学校　　　西大寺２１

妹尾中学校　　　　西２２
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　　　○ 余裕教室活用指針の策定について

平成５年４月９日　文教施第８２号

各都道府県教育委員会・各都道府県知事宛　文部省教育助成局

・ 文部省大臣官房文教施設部・文部省生涯学習局長連名通知

　近年、小中学校において出生児の減少等により学級数が減少し、都市部を中心に余裕教室を持つ学校が生じてきていますが、これらの余裕教

室については多様化する学習方法・指導方法に対応する学習スペースを設置するなど積極的にその活用を図っていく必要があります。

　一方、「生活大国５か年計画」（平成４年６月３０日閣議決定）において、学校の生涯学習機関としての機能を充実・強化することとされ、さ

らに、生涯学習審議会答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について」（平成４年７月２９日）において、生涯学習活動を積極

的に支援する観点からの学校施設づくりを推進することが提言されました。

　そのため、文部省では、余裕教室の活用を推進し学校施設の高機能化・多機能化を図るため、新たに別添のとおり余裕教室の活用指針を作成

しました。

　余裕教室活用指針は、余裕教室の活用を図る際の計画策定及び実施についての基本的考え方、留意点等をとりまとめたものであり、今後この

指針により余裕教室の適切な活用が推進されるよう貴管下市町村を指導願います。

〔別　添〕

　　　余裕教室活用指針

平成５年４月

文部省教育助成局・大臣官房文教施設部・生涯学習局

　はじめに

　小中学校において、出生児の減少等により学級数が減少し、都市部を中心に余裕教室を持つ学校が生じてきているが、これらの余裕教室につ

いては積極的にその活用を図っていく必要がある。

　そのため、文部省では、余裕教室活用の手引き書「学校施設のリニューアル」（昭和６２年７月文部省教育助成局施設助成課）の作成、指導通

知「既存施設の有効利用について」（昭和６３年６月６日文部省教育助成局長通知）の発出とともに、教育方法の変化に対応した施設に改造する

場合には、大規模改造事業費補助の対象とするなど余裕教室活用の促進を図ってきた。

　また、教育内容・方法等の多様化・高度化、地域における学習需要の増大など近年の学校を取り巻く環境の変化に対応した施設整備を推進す

るため、新しい「学校施設整備指針」（平成４年３月３１日文部省大臣官房文教施設部長通知）を策定したところである。

　一方、「生活大国５か年計画」（平成４年６月３０日閣議決定）において、学校の生涯学習機関としての機能を充実・強化することとされ、さ

らに、生涯学習審議会答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について（平成４年７月２９日）」において、地域の学習活動を積

極的に支援する観点からの学校施設づくりを推進することが提言された。

　これらの点を踏まえ、文部省では、平成５年度から余裕教室の一層の活用を推進し学校施設の高機能化・多機能化を図るため、①関係部局共

同による「余裕教室活用指針」の作成、②コミュニティ・スクール整備事業の推進などの諸施策を実施することとした。

　「余裕教室活用指針」は、余裕教室の活用を図る際の計画策定及び実施についての基本的考え方、留意点等を取りまとめたものであり、今後、

この指針により、余裕教室の一層の活用を図っていただきたい。

第１章　余裕教室活用の基本的考え方

１　学校施設の質的整備と余裕教室

　　今日、学校施設は量的整備から質的整備への大きな方向転換の時期を迎えており、質的整備に当たっては学習方法・指導方法の多様化に対

応できる施設づくり、児童生徒の生活の場としてふさわしい環境づくり、学校開放に対応した施設づくり等が求められている。

　　質的整備は、校舎の建築を行う学校と同様に、当分の間は建築が行われない既存施設についても対応が必要であるが、小中学校においては、

児童生徒数の減少等により学級数が減少し、余裕教室が生じるようになってきており、既存施設の質的整備に対応するよい機会となっている。

　　余裕教室の活用に当たっては、学校施設のあるべき姿の基本に立って、高機能化を図る積極的な活用計画を策定するとともに、地域住民の

学習活動を支援する等のため、学校施設の多機能化を図る必要がある。

　　また、地域における身近な学習活動の場として社会教育施設等に転用することも有意義である。

２　余裕教室活用の留意点

　　余裕教室活用計画の策定に当たっては、「学校施設整備指針」（平成４年３月３１日文部省大臣官房文教施設部長策定（以下「整備指針」と

いう。））、「学校施設の複合化について」（平成３年３月５日付け文部省大臣官房文教施設部長通知（以下「複合化通知」という。））の内容及び

以下の諸点に留意することが重要である。

　�　学校全体の配置計画の見直し

　　　余裕教室の活用は、既存の学校施設を全体としてどう活用していくかの問題である。

　　　したがって、余裕教室だけの利用方法を考えるのではなく、クラスルームとして使用される部分の学年ごとのまとまりの確保、学校内の

位置やクラスルームとの連続性及び利用面や運営面で関係の深い室・スペースとのつながりや動線等、学校全体の配置を考慮して、余裕教

室以外の室の配置の見直しも併せて計画すること。

　�　中長期的な展望

　　　今後１０～１５年程度の児童生徒数の予測等に基づき、学校施設全体について中長期的な展望の下に検討すること。

　�　特色ある学校施設づくり

　　　学校施設全体の見直しを行い、学校の歴史や地域の伝統等に配慮するなど特色ある学校施設とすること。

　�　学校開放の促進

　　　学校は地域における学習活動の身近な拠点となり得る施設であり、学校外の学習活動の振興においても大きな役割を果たすものであるこ

とから、余裕教室の活用に当たっては、社会教育施設等に転用しない場合においても学校開放の一層の促進に配慮すること。

　　　その際、学校開放時の管理の体制や学校開放の規定の整備等について併せて検討すること。

３　余裕教室活用の優先順位

　　余裕教室活用計画の策定に当たっては、将来対応のスペースとして一時的余裕教室を確保した上で、原則として下記の優先順位に沿って検
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討することが重要である。

　　ただし、この優先順位により難い場合は、別途それぞれの学校の実情にあわせて優先順位を定めることが望ましい。

　�　児童生徒の学習のスペース、児童生徒の生活・交流のスペース及び授業準備のスペースの設置について検討すること。

　�　管理スペース及び学校開放を支援するスペースの設置、また撤去によるグラウンド等の拡張などについて検討すること。

　�　地域住民の学習活動のためのスペースとして社会教育施設等への転用について検討すること。

第２章　余裕教室活用計画の策定

１　検討体制の確立

　�　検討組織の構成

　　余裕教室活用計画の策定に当たっては、適切な検討体制を確立する必要があり、市町村教育委員会、市長村長部局のほか学識経験者、教

職員、建築専門家、保護者及び地域住民などで構成する「余裕教室活用計画策定委員会（仮称）」（以下「計画委員会」という。）を市町村教

育委員会内に設置することが望ましい。

　�　検討内容

　　計画委員会においては、「整備指針」、「複合化通知」等を踏まえ、かつ生涯学習の振興に関する地域の総合的計画等にも十分配慮した上で、

原則として、以下の項目について検討を行う必要がある。

　　なお、余裕教室数の把握及び基本方針の策定のための検討組織と学校別計画の策定のための検討組織を分離して設置することも有効である。

①　余裕教室数の把握

②　市町村の基本方針（以下「基本方針」という。）の策定

③　学校別の余裕教室活用計画（以下「学校別計画」という。）の策定

　�　都道府県教育委員会の指導助言

　　　都道府県教育委員会は、市町村の策定した基本方針について必要に応じて指導助言を行うことが望ましい。

２　余裕教室数の把握

　�　用語

　　①　余裕教室……………将来とも恒久的に余裕となると見込まれる普通教室。

　　　　空き教室……………余裕教室の内、将来計画がなく当該学校では不要となると見込まれている普通教室。

　　②　一時的余裕教室……現在はクラスルーム等として使われていないが、将来の学級数の増加、学年毎の学級数の変動その他の理由により、

　　　　　　　　　　　　　当面特定用途目的のスペースに改造せず留保している普通教室。

　�　余裕教室数の把握

　　　余裕教室数の把握については、以下のような順で行うことが重要である。

①　学級数の将来推計

　今後の児童生徒数の予測に基づき、各学校における将来の学級数の推計を行うこと。

なお一度改造を行うとその後しばらくは改築や再度の改造を行うことが困難となるので、可能な限り今後１０～１５年程度の推計をすることが

望ましい。

②　一時的余裕教室の設定

　　学級数の将来推計及び基本方針等を勘案して、各学校ごとに当面特定用途目的のスペースに改造せず留保しておく一時的余裕教室を設

定すること。

③　各学校の余裕教室数の把握

　　活用を図るべき余裕教室数を各学校ごとに把握し、基本方針策定の基礎資料とすること。

３　基本方針の策定

　�　目的

　　余裕教室を活用することにより、学校施設の高機能化、多機能化を図ることを目的として、基本方針を策定することが必要である。

　　なお、各学校間の施設水準の均衡を考慮するあまり、各学校の個別の事情を考慮せず一律に同内容の整備を図ることのないよう特に留意

する必要がある。

　�　内容

　　　基本方針については、以下の諸点を踏まえて策定することが重要である。

①　余裕教室の発生状況等及び既存施設の現状の把握

　　将来推計を含めた余裕教室の発生状況及び市町村の学校施設の整備状況等、既存学校施設の現状を把握すること。

　　なお、学校施設は建築された時期等により整備内容に格差が生じている場合もあり、こうした点も含めて既存学校施設の現状を把握す

ることが重要である。

②　余裕教室利用の現状及び問題点の把握

　　既に内部改造等を行って余裕教室の活用が図られている事例があれば、これらの現状と問題点を把握することにより、今後の整備のた

めの参考資料とすること。

③　余裕教室活用の基本的考え方及び市町村の整備目標の設定

　既存施設の現状等を踏まえて、余裕教室の活用の基本的な考え方及び整備目標を設定すること。

４　学校別計画の策定

　�　設定

普通教室

使用教室
一時的余裕教室 余裕教室 空き教室
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余裕教室を持つ学校について、学校別の余裕教室の活用計画を策定する必要がある。

なお、余裕教室数が少ない学校、また既に活用計画を有する学校等については必ずしもその限りではない。

　�　内容

学校別計画については、以下の諸点を踏まえて策定することが重要である。

①　各学校の整備方針の設定

　　基本方針を踏まえつつ、同時に学校ごとの問題点を把握するなど各学校の実情及び特色にも十分配慮した整備方針を設定すること。

②　年次計画の策定

　　余裕教室活用のための改造事業について、財政状況等も勘案の上、年次計画を策定すること。

③　全体計画の策定

　　各学校の整備方針に沿って、全体計画として校舎の配置図及び平面図等を作成すること。

④　一時的余裕教室の活用

　　将来対応のスペースとして確保した一時的余裕教室については、大幅な改造を行うことは適当でないが、使い方やカーテン、家具等の

しつらえ方などの工夫により、余裕教室活用の考え方に準じた活用を図ること。

　�　留意点

　　　学校別計画の策定に当たっては、「第１章　２余裕教室活用の留意点」と併せて以下諸点に留意することが重要である。

①　ゆとりある学習環境づくり

　　教室と廊下の間仕切壁を撤去したり、内装に柔らかな手触りや温かみの感じられる木質材料等の素材を適宜使用することなどにより、

学校全体にゆとりを生み出すよう配慮すること。

②　屋外学習スペースとの連続性

　　小学校低学年では、生活科の導入等により屋外での活動や体験が重要となってきており、また美術、図画工作等においては、屋外作業

スペースが効果的な場合もある。このような観点から、内部改造と併せて屋外テラスの整備を行うなど、普通教室及び特別教室と屋外学

習スペースとの連続性にも配慮すること。

③　設備、内装、家具

　　設置した室の機能にふさわしい設備、雰囲気に配慮した内装及び適切な家具などの計画にも配慮すること。

④　室内環境

　　音、日照、採光及び通風などの室内環境にも配慮すること。

第３章　余裕教室活用の具体的手法

１　学校施設としての活用

　�　活用例

　　①　児童施設としての活用

　　（ア）学習方法・指導方法の多様化に対応して新たに設置するスペース

・多目的スペース（ワークスペース、学習資料センター、教科センター等）

・図書スペース（図書室、学年図書スペース、メディアセンター等）

・コンピュータ学習スペース

・生活科のためのスペース

・外国語科のためのスペース

など

　　（イ）特別教室等の学習スペース

・特別教室

・郷土資料室

・教材室

など

　　②　児童生徒の生活・交流のスペース

・ラウンジ

・ランチルーム

・部室

・更衣室

など

　　③　授業準備のスペース

・教職員図書スペース

・教材教具作成スペース

など

　　④　管理スペース

・相談、カウンセリングスペース

・会議室

・教職員の福利厚生施設

など

　　⑤　学校開放を支援するスペース

・クラブハウス

など
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　　⑥　撤去（グラウンドの拡張等）

　�　学習のスペース

　　　以下のようなスペースの整備・充実について検討することが重要である。

　　① 学習方法・指導方法の多様化に対応して新たに設置するスペース

　　（ア）多目的スペース

　　個別学習・グループ学習などの学習形態、選択教科の学習及びビデオ、パソコンなどの様々な学習メディアを日常的に利用するよう

な学習行動に対応できるスペース（ワークスペース、学習資料センター、教科センター等）を設置すること。

　　なお、計画に当たっては、他の学習空間との機能的な連携を十分検討し、学習の内容・方法、利用する集団の規模等に応じて、位置、規

模及び構成などの検討を進めることが望ましい。

　　（イ）図書スペース

　　個別学習・グループ学習における利用及び自己学習力の育成の場としての重要性等に鑑み、図書室の整備・充実を図るとともに、利

用目的などに応じて図書を分散配置するためのスペース（学年図書スペース等）を設置すること。

　　また、図書と併せて視聴覚機器やコンピュータ機器などを備えたスペース（メディアセンター等）を設置すること。

　　なお、計画に当たっては、日常的な利用のしやすさ、他の学習空間との連携や、閲覧、書架、図書等の整理・修理等のためのスペー

スなどの設定に留意することが重要である。また、分散配置する場合は、核となる図書室との役割分担、連携に留意することが重要である。

　　（ウ）コンピュータ学習スペース

　　情報化の進展に対応し、コンピュータ学習スペースを設置すること。

　　なお、計画に当たっては、日常的な利用のしやすさ、他の学習空間との連携、また、コンピュータ機器等の配置や配線の方式、準備

室の確保等について十分留意することが重要である。

　　（エ）生活科のためのスペース

　　　　　指導要領に対応した小学校低学年の生活科のためのスペースを設けること。

　　（オ）外国語科のためのスペース

　　　　　指導要領に対応した中学校の外国語科の学習のためのスペースを設けること。

　　②　特別教室等の学習のスペース

　　（ア）特別教室

　　理科、音楽、図画工作、美術、技術、家庭教室等の充実を図ること。

　　なお、計画に当たっては、普通教室との位置関係、準備室又は準備コーナーの確保、関連性の強い教科の特別教室のまとまり、騒音

等による他の室や空間への影響、屋外施設との連携等に留意することが重要である。

　　また、従来の特別教室の形態にとらわれず、学習の内容・方法等に応じて、特別教室の種類、配置等の構成を工夫して計画すること

も有効である。

　　（イ）郷土資料室

　　郷土の歴史、民俗、地場産業等に関する資料を展示し、生活科、社会科等の学習材料として利用することのできるスペースを設置す

ること。

　　なお、計画に当たっては、地域住民の利用も検討しつつ、日常的な利用のしやすさ、他の学習空間との連携、また、資料の保管や展

示の方法等に十分留意することが重要である。

　　（ウ）教材室

　　教材・教具を適切に収納し利用するためのスペースを学年別、教科別等に設置すること。

　　なお、計画に当たっては、教材。教具を利用する室との間の円滑な運搬経路の確保に留意することが重要である。なお、児童生徒等

の自主的な利用も考慮しつつ、教材等の作成の機能も備え、図書室、視聴覚教室、多目的教室等と連携した空間として計画することも

有効である。

　�　児童生徒の生活・交流のスペース

　　学校施設は児童生徒の学習の場であると同時に、生活時間の大半をすごす生活空間でもある。余裕教室の活用に当たっては豊かな学校生

活を支える場として、以下のようなスペースの整備・充実について検討することが重要である。

　　①　ラウンジ

　　休み時間などに教師・友人と語り合い、自由にくつろげるスペースとして整備すること。

　　なお、計画に当たっては、普通教室、特別教室等の学習空間との間の移動が容易で日常的に利用しやすい位置とし、交流、休憩等の場

としてふさわしい意匠、構成、等とするように留意することが重要である。

　　また、気軽な利用を促すために、廊下との間の間仕切りを可能な限り撤去し、オープンな構成とすることが望ましい。

　　②　ランチルーム

　　学校給食は、望ましい食習慣の形成や豊かな心を育むための大切な学習の機会であることから、食事環境の改善を図り、また異学年交

流の場とするなど、学校生活を充実させるためのスペースとして整備すること。

　　なお、計画に当たっては、利用のための移動や配食等が容易であること及び食卓、椅子等の家具、手洗いのための設備の設置等に十分

留意することが重要である。

　　③　部屋

児童生徒の自発性、自主性を活かした異学年交流活動としての部活動の充実を図るため、部室を設置すること。

なお、計画に当たっては、管理面を考慮しつつ、屋内外の運動施設や関連する特別教室との連絡の確保に留意することが重要である。

　　④　更衣室

　　　　体育の授業や部活動等のため、男女別の更衣室を設置すること。

　�　授業準備のスペース

　　　以下のようなスペースの整備・充実について検討することが重要である。

資料―３

No.４



－ ９２ －

①　教職員図書スペース

　　授業準備及び担当教科などに関する調査研究等のため、教職員図書スペースを設置すること。

②　教材教具作成スペース

　　教材教具作成等のため、教師コーナー等の教材教具作成スペースを設置すること。

　　なお、計画に当たっては、学年単位等で普通教室の区画の中や多目的スペースと隣接した位置、あるいは教科単位で特別教室の区画の

中などの適切な位置に設置するとともに、中央の職員室との機能分担及び相互の連絡に留意することが望ましい。

　�　管理スペース

　　　以下のようなスペースの整備・充実について検討することが重要である。

　　①　相談、カウンセリングスペース

　　児童生徒の生活、学習、進路上の問題について、適切な相談、カウンセリングを行うための教育相談室や登校拒否児童生徒の学校復帰

を支援するため、カウンセリング。教科指導、集団指導等を行う適応指導教室などのスペースを設置すること。

　　なお、計画に当たっては、出入りが容易で、かつ、静かで落ち着いて相談することができるように、配置、意匠等に十分留意すること

が重要である。また、個別指導、グループ指導等の利用形態を考慮し、必要に応じて空間を仕切ることができるように計画することが望

ましい。

　　②　会議室

教職員などの会議の場として、会議室を設けること。

なお、計画に当たっては、職員室等から利用しやすい位置に各種視聴覚メディアの活用も考慮して計画することが望ましい。

　　③　教職員の福利厚生施設

　　教職員の執務環境等の充実に資するため、休憩室、更衣室等を設置すること。

　　なお、休憩室、更衣室の計画に当たっては、職員室等の他の教職員諸室との位置関係、気軽にくつろぐことのできるような意匠や空間

の構成などに留意することが望ましい。また、必要に応じてシャワー等の設備を設置することができるように計画することも有効である。

　�　学校開放を支援するスペース

　　学校の運動施設、特別教室等を利用して地域の体育活動、文化活動等の拠点とするため、高齢者、心身障害者等の利用も考慮しつつ、ク

ラブハウス等の学校開放を支援するスペースの設置を検討することが重要である。

　　なお、計画に当たっては、学校教育に支障を及ぼすことなく学校施設の開放を促進するように、解放する部分を適切に設定しつつ、外部

からの出入りに便利で、解放する特別教室、屋内外の運動施設等と連絡のよい位置となるよう留意することが重要である。

　�　撤去

　　　校地が極めて狭あいな学校の場合は、校舎の一部を撤去してグラウンド等の拡張を図り、全体として教育環境の向上を図ることも有効である。

２　社会教育施設等への転用

　�　基本的考え方

　　学校施設には、地域社会における身近な学習活動の場としての役割も期待されており、社会教育施設等に転用できる条件が整っている学

校においては、地域における学習活動を積極的に支援する観点から、社会教育施設等に転用し、地域住民の利用を考慮した活用を図ってい

くことが望ましい。

　　　なお、学校施設の一部を社会教育施設等に転用する場合には、「複合化通知」及び「整備指針」に十分留意することが必要である。

　　①　目的

　　学校が本来教育を目的とする施設であることを第一に考えたうえで、身近な学習活動の場としての学校の役割が期待されていること等

を踏まえ、転用施設は、社会教育、スポーツ又は文化活動を目的とした施設とすることが望ましい。

　　②　生涯学習の振興に関する地域の総合的計画

　　転用施設の計画に当たっては、当該地域の特性を十分考慮することが必要である。

　　また、当該地域についての学習機会の提供に関する総合的な計画が策定されている場合には、当該地域における転用施設の位置付け及

びその活用方法等について、当該計画との整合性十分配慮することが必要である。

　�　転用施設の活用

　　①　活用の方法

　　転用施設の具体的な活用方法については、当該学校の教育活動との関連、地域の特性、学習機会に対するニーズ、転用施設の規模及び

他の関連施設の状況等を総合的に勘案して定めることが必要であり、活用例としては、次のようなものが考えられる。

　　（ア）地域学習活動スペース

　　　　・地域で開催される各種講座のためのスペース

　　　　・放課後や休日における子供達の学習活動等のためのスペース

　　　　・各種のメディアを利用した遠隔学習のためのスペース

　　（イ）展示スペース

　　　　・地域の歴史・民俗に関する展示スペース（郷土歴史資料館）

　　　　・地域の動植物等に関する展示スペース（地域自然博物館）

　　　　・地域の作者等による美術作品等の展示スペース（郷土美術館）

　　　　・地域の美術展、児童画コンクール等のためのスペース（地域ギャラリー）

　　（ウ）図書スペース

　　　　・地域住民のための図書スペース

　　　　・地域の視聴覚ライブラリー

　　（エ）スポーツ活動スペース

　　　　・トレーニングルーム等の屋内運動スペース

　　　　・スポーツに関する講座・教室等にためのスペース
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　　（オ）文化活動スペース

　　　　・コーラス、演劇、民俗芸能等の発表の場（地域市民ホール）

　　　　・コーラス、演劇、民俗芸能等の練習の場（リハーサルスペース）

　　　　・伝統工芸の体験等の場（市民工房）

　　（カ）交流スペース

　・家庭教育に関する親たちの交流の場

　・青少年団体等の交流の場（青少年タウンコーナー）

　・ボランティア活動に関する交流の場（地域ボランティアセンター）

　・地域の外国人との交流の場（地域国際交流センター）

　　（キ）地域情報スペース

　　　　・学習機会に関する情報センター

　　　　・ボランティア活動に関する情報センター

　　　　・各種のイベントに関する情報センター

　　②　利用者への配慮

　　転用施設の利用については、当該施設の目的を勘案し、夜間、土・日曜、休日における利用や授業日における利用を認め、また、個人

による利用も認めるなど、地域住民による利用を容易にする配慮を行うことが重要である。

　　③　地域住民への普及啓発

　　転用施設の活用を促進するため、地域住民への情報提供や普及啓発活動を積極的に実施するとともに、転用を行う学校の教職員に対し

ても、生涯学習への理解を深めるよう、研修等を適切に実施することが望ましい。

　　④　学校教育活動への配慮等

　　（ア）学習環境の向上

　　学校部分との機能的な連携や空間的な一体化が可能で、学習環境の高度化を図れるような施設への転用を考慮する。また、転用と同

時に、学校部分も併せて改造等を行うことにより、学習環境が全体として向上するよう配慮することが望ましい。

　　このような趣旨から、学習環境に障害又は悪影響を及ぼす施設への転用を避けると共に、学習環境の高度化に寄与しない施設への転

用についても慎重に対処することが必要である。

　　（イ）学校運営に対する配慮

　　転用により、学校部分と転用施設が隣接することになるため、学校施設における教育活動や児童生徒の生活に支障を及ぼさないよう

十分配慮することが必要である。

　　（ウ）長期的検討

　　将来、学校施設全体の室配置・利用方法の見直し及び現在の学校施設の改築を行う場合には、転用した部分の代替施設の確保等が問

題となる可能性もあるため、長期的な視野で十分検討することが必要である。

　�　管理運営

①　管理運営体制

　　転用施設は学校以外の施設とはなるが、実質的には学校施設の一部を使用するものであり、学校部分と転用施設の管理について整合性

を確保する観点からも、転用施設の管理は教育委員会が併せて行うことが望ましい。

　　また、転用施設を積極的に活用する観点から、必要に応じ、地域住民や関係団体等で構成する運営委員会等に管理運営を一分委託する

などの工夫を行うことも有効である。

なお、転用施設の位置付け及び管理運営・利用については、条例、教育委員会規則等において適切な定めを行うことが望ましい。

②　連絡協議会等の設置

　　転用施設の管理運営に関しては、個別の法律等により定められた場合の他にも関係者間の連携・協力を確保するため、市町村教育委員

会関係部局、学校、関係団体、運営委員会代表等で構成する連絡協議会を設置することが望ましい。

③　指導者の確保

　　転用施設における活動を適切に実施するため、必要に応じ、指導者等を確保するとともに、指導者等の研修を適切に実施することが望

ましい。

④　管理区分の明確化

　　学校部分と転用施設について、屋外環境等を含め面的、時間的な管理区分を明らかにし、管理責任の所在を明確にすることが重要である。

　　また、光熱水等のエネルギーの供給系統の設定に留意しつつ、必要に応じてエネルギーの使用料の分担等について明確にしておくこと

が重要である。

⑤　総合的な防犯・災害対策の確立等

　　学校部分及び転用施設の全体としての災害時の避難計画その他の防災計画の策定や共同防災訓練の実施等、施設全体の防犯・災害体制

を確立することが重要である。

資料―３

No.６



－ ９４ －

岡山市における余裕教室に関する活用方針

岡山市教育委員会

平成１４年８月５日

１　基本的な考え方

　　岡山市の幼稚園，小学校，中学校における余裕教室（恒久的に余裕となることが見込まれる教

室）については，学校教育に支障のない範囲で，活動の内容，地域の実情を勘案しながら積極的

に活用を図ることとする。

２　活用についての基本的な用途

　　次の事項に該当する用途を基本とする。

　�　児童・生徒の健全育成等を図ることを基本とした場としての施設への用途（児童クラブ等）

　�　地域における身近な学習・交流活動等の場としての施設への用途（コミュニティルーム等）

　�　教育関係施設への用途（教育団体活動拠点等）

３　余裕教室活用検討委員会（以下検討委員会）

　�　検討委員会の設置

　　関係機関等から余裕教室活用について要請があった場合，教育委員会内部に余裕教室の活

用を検討する委員会を設置する。

　�　検討内容

上記２の活用を基本として，具体的な余裕教室の特定について検討する。

なお検討にあたっては，現状や将来の使用見込みや，下記の事項を考慮する。

　　①　使用する上での立地，位階等の検討

　　②　使用する上での施設老朽度等の検討

　　③　使用するための改築等の難易性（建物、電気、水道、排水）

　�　検討委員会の構成

　　教育次長，管理部長，学校教育部長，生涯学習部長，学事課長，指導課長，施設課長，当該

学校長及び関係課長

　�　検討委員会の事務

　　　学事課が行う。

４　管理責任

　　使用にあたっては，教育委員会と使用者とが協議の上，管理責任区分を明確にする。

※ 　活動の内容が明らかに学校教育に支障があると考えられるものについては，申し出を受け

付けた担当課において判断し，余裕教室使用の不可能なことを伝え，検討委員会は設置しない

ものとする。

例　児童生徒の安全が損なわれるもの。（活動内容の危険性，多数の車の出入り等）

　　不特定多数の利用等，利用者が全く特定できないもの

　　騒音等，教育活動の実施に支障があるもの。

資料―４

No.１



－ ９５ －

高　等　学　校

８,９５２,８１８８,９５２,８１８８,９５２,８１８８,９５２,８１８８１５,７０５８,９５２,８１８６９２,２５２３,８１６,７６７６,６９５,４６４単価

校    名
人件費総額

教　　職　　員　　人　　件　　費

生徒数

（人）
市　　　費県　　　費

用務員図書館司書事務職員実習教諭講　師養護教諭講　　　師校長教員

３５１,０６２,３２４８,９５２,８１８８,９５２,８１８３５,８１１,２７２２５,６９５,７２２１０,６０４,１６０１７,９０５,６３６６,９２２,５２０１５,２６７,０６６２２０,９５０,３１２４９６合　計

３５１,０６２,３２４８,９５２,８１８８,９５２,８１８３５,８１１,２７２２５,６９５,７２２１０,６０４,１６０１７,９０５,６３６６,９２２,５２０１５,２６７,０６６２２０,９５０,３１２４９６岡山後楽館

資料―５

No.１

（単位：円）

人 件 費 総 額 計 算 表



－ ９６ －

中   学   校

２,２３０,０００８,６７９,７７５２,２３０,０００８,６７９,７７５２,９７０,０００８,６７９,７７５３,５００,０００８,６７９,７７５８,６７９,７７５６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４６,６９５,４６４単価

校    名
人件費総額

教　　職　　員　　人　　件　　費

生徒数

（人）
市　　　費県　　　費

用　務　員給食調理員講師指導員図書館司書栄養士事務職員栄養士養護教論校長教員

８,４５７,８７４,０４２２,２３０,０００２７７,７５２,８００２０,８５０,０００６２４,９４３,８００２９,７００,０００８,６７９,７７５５２,５００,０００１５６,２３５,９５０１３０,１９６,６２５２６６,３０８,８１２５９,１０３,０００２２７,６４５,７７６６,６０１,７２７,５０４１７,９７６合　計

２６１,２４５,１５９０８,６７９,７７５２,２３０,０００１７,３５９,５５０２,９７０,００００３,５００,０００００６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４２０７,５５９,３８４３５８岡山中央

２５２,０４８,３１７０８,６７９,７７５２,２３０,０００２６,０３９,３２５０００８,６７９,７７５０６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４１８７,４７２,９９２５４２岡　北

３４７,９５３,８２１０８,６７９,７７５０３４,７１９,１０００００８,６７９,７７５８,６７９,７７５１２,６８１,３７２０６,６９５,４６４２６７,８１８,５６０７８８京　山

２５７,０７３,４８１０８,６７９,７７５０２６,０３９,３２５２,９７０,００００３,５００,００００８,６７９,７７５６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１９４,１６８,４５６４９３石　井

３４１,２５８,３５７０８,６７９,７７５０３４,７１９,１０００００８,６７９,７７５８,６７９,７７５１２,６８１,３７２０６,６９５,４６４２６１,１２３,０９６７５８桑　田

２０３,８５３,２１１０８,６７９,７７５１,９４０,００００２,９７０,００００３,５００,０００００１２,６８１,３７２０６,６９５,４６４１６７,３８６,６００３７０岡　輝

３４１,５０４,０４６０８,６７９,７７５２,２３０,０００２６,０３９,３２５０００８,６７９,７７５８,６７９,７７５１２,６８１,３７２０６,６９５,４６４２６７,８１８,５６０８１０福　浜

２４７,４０８,０１７０８,６７９,７７５０２６,０３９,３２５００３,５００,００００８,６７９,７７５６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１８７,４７２,９９２５０９福　南

３７４,７３５,６７７０８,６７９,７７５０３４,７１９,１０００００８,６７９,７７５８,６７９,７７５１２,６８１,３７２０６,６９５,４６４２９４,６００,４１６８５９芳　泉

１８４,１２１,５９７０８,６７９,７７５１,９４０,００００２,９７０,００００３,５００,０００００６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１５３,９９５,６７２４１５東　山

２７６,３４２,４０４０８,６７９,７７５１,９４０,００００２,９７０,０００００８,６７９,７７５０６,３４０,６８６０６,６９５,４６４２４１,０３６,７０４６５５操　山

３２５,０９７,９５４０８,６７９,７７５０３４,７１９,１０００００８,６７９,７７５０１２,６８１,３７２５,９１０,３００６,６９５,４６４２４７,７３２,１６８７５２操　南

１９８,０１５,９８３０８,６７９,７７５２,２３０,０００１７,３５９,５５０００３,５００,０００００６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４１４７,３００,２０８３５９富　山

２７０,６４７,２４００８,６７９,７７５０００００８,６７９,７７５０６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４２３４,３４１,２４０６８１御　南

２５８,４９８,０９２０８,６７９,７７５０３４,７１９,１０００００８,６７９,７７５０６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４１８７,４７２,９９２５６６芳　田

１６０,３６６,９８５０８,６７９,７７５０２６,０３９,３２５００３,５００,００００８,６７９,７７５６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１００,４３１,９６０１６８光南台

３８３,１１５,０５００８,６７９,７７５１,９４０,００００２,９７０,０００００８,６７９,７７５０１２,６８１,３７２０１３,３９０,９２８３３４,７７３,２００１,０１０竜　操

２７４,６５８,４９５０８,６７９,７７５０３４,７１９,１０００００８,６７９,７７５８,６７９,７７５６,３４０,６８６０６,６９５,４６４２００,８６３,９２０５５６高　島

３５４,６４９,２８５０８,６７９,７７５０３４,７１９,１０００００８,６７９,７７５８,６７９,７７５１２,６８１,３７２０６,６９５,４６４２７４,５１４,０２４８６５旭　東

３１１,１０５,８１５０８,６７９,７７５０３４,７１９,１００２,９７０,０００００８,６７９,７７５８,６７９,７７５６,３４０,６８６０６,６９５,４６４２３４,３４１,２４０６０８西大寺

１４７,６７４,２７７０８,６７９,７７５１,９４０,００００００３,５００,０００００６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１２０,５１８,３５２２３８上　南

資料―５

No.２

（単位：円）

人 件 費 総 額 計 算 表



－ ９７ －

中   学   校

２,２３０,０００８,６７９,７７５２,２３０,０００８,６７９,７７５２,９７０,０００８,６７９,７７５３,５００,０００８,６７９,７７５８,６７９,７７５６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４６,６９５,４６４単価

校    名
人件費総額

教　　職　　員　　人　　件　　費

生徒数

（人）
市　　　費県　　　費

用　務　員給食調理員講師指導員図書館司書栄養士事務職員栄養士養護教論校長教員

１９１,８５９,９９４０８,６７９,７７５０１７,３５９,５５０００３,５００,００００８,６７９,７７５６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１４０,６０４,７４４３１７山　南

３０１,６４０,８７６０８,６７９,７７５０３４,７１９,１００２,９７０,０００００８,６７９,７７５０６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４２２７,６４５,７７６６９６中　山

２８４,３２３,９５９０８,６７９,７７５０３４,７１９,１００２,９７０,０００００８,６７９,７７５８,６７９,７７５６,３４０,６８６０６,６９５,４６４２０７,５５９,３８４５６０香　和

２４３,８６５,３８４０８,６７９,７７５０００００８,６７９,７７５０６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４２０７,５５９,３８４６０６高　松

３４８,１９９,５１００８,６７９,７７５２,２３０,０００２６,０３９,３２５０００８,６７９,７７５８,６７９,７７５１２,６８１,３７２０６,６９５,４６４２７４,５１４,０２４８６４吉　備

２３１,２４７,６１４０８,６７９,７７５０２６,０３９,３２５００３,５００,０００００６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４１７４,０８２,０６４４５３妹　尾

２０２,５２４,０８００８,６７９,７７５０２６,０３９,３２５０８,６７９,７７５３,５００,００００８,６７９,７７５６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１３３,９０９,２８０３２９福　田

２２０,８３８,６９２０８,６７９,７７５００２,９７０,０００００８,６７９,７７５０６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１８７,４７２,９９２５４６上　道

１８５,９０７,０６１０８,６７９,７７５００００３,５００,０００００６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１６０,６９１,１３６４１２興　除

１７８,４６９,０６６０８,６７９,７７５０１７,３５９,５５０００３,５００,００００８,６７９,７７５６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１２７,２１３,８１６２２０足　守

１７１,７３０,９６９０８,６７９,７７５００００３,５００,０００００６,３４０,６８６５,９１０,３００６,６９５,４６４１４０,６０４,７４４３７６藤　田

１２５,８９３,５７４２,２３０,００００００００３,５００,０００００６,３４０,６８６０６,６９５,４６４１０７,１２７,４２４２３７岡山後楽館

資料―５

No.３

（単位：円）

人 件 費 総 額 計 算 表



－ ９８ －

小   学   校

２,２３０,０００７,０９３,７７１２,２３０,０００７,０９３,７７１２,９７０,０００３,５００,０００７,０９３,７７１７,０９３,７７１３,４１０,０００６,３４０,６８６３,１６０,０００５,９１０,３００３,８８０,０００６,６９５,４６４６,６９５,４６４単価

校    名
人件費総額

教　　職　　員　　人　　件　　費
児童数

（人）
市　　　費県　　　費

用　務　員給食調理員講師指導員図書館司書栄養士事務職員栄養士養護教論校長教員

１５,３０７,４８３,３６８２,２３０,０００５８１,６８９,２２２４３,４４０,０００１,４４０,０３５,５１３１４５,５３０,０００１８５,５００,０００２１２,８１３,１３０３３３,４０７,２３７６,８２０,０００５６４,３２１,０５４９,４８０,０００１５９,５７８,１００１９,４００,０００５４９,０２８,０４８１１,０５４,２１１,０６４３５,６７９合    計

１４８,３１３,１９４０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２２,９７０,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１００,４３１,９６０２２２岡山中央南

２００,３３１,７４９０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３７,７２２,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１４０,６０４,７４４３８２岡山中央北

１４０,４３４,２５９０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２２,９７０,０００３,５００,００００００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４９３,７３６,４９６１４４清　輝

１４８,３１３,１９４０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２２,９７０,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１００,４３１,９６０１９５旭　東

２９３,３５０,０１６０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３００７,０９３,７７１７,０９３,７７１３,４１０,０００６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４２３４,３４１,２４０７４６伊　島

２７３,０３５,２９６０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４４,７５２,００００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０１１,８２０,６０００６,６９５,４６４２００,８６３,９２０７４６津　島

１５６,７９０,６５８０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２４,７５２,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１０７,１２７,４２４２００石　井

２５５,６１５,４５４０７,０９３,７７１４,４６０,０００１４,１８７,５４２２,９７０,００００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４２００,８６３,９２０７３３鹿　田

２７２,９４８,４６００７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３００３,８８０,０００６,６９５,４６４２０７,５５９,３８４８９７大　元

２５１,３５３,５３９０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４１,１８８,００００７,０９３,７７１７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１８７,４７２,９９２６８０御　野

１９７,４１１,４４２０７,０９３,７７１２,２３０,０００１４,１８７,５４２２,９７０,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１４７,３００,２０８４４７三　勲

３５０,６４１,０２８０７,０９３,７７１０３５,４６８,８５５００７,０９３,７７１７,０９３,７７１０１２,６８１,３７２０００１３,３９０,９２８２６７,８１８,５６０１,０１９福　浜

２４８,９８２,０６８０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１８７,４７２,９９２６９０平　福

２９１,４１４,５５２０７,０９３,７７１２,２３０,０００２１,２８１,３１３５,９４０,００００７,０９３,７７１７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４２２７,６４５,７７６８３５芳　泉

１４７,５７３,１９４０７,０９３,７７１２,２３０,０００１４,１８７,５４２０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１００,４３１,９６０４３９ひばり分校

３４６,８６１,７９３０７,０９３,７７１０３５,４６８,８５５２,９７０,００００７,０９３,７７１００１２,６８１,３７２３,１６０,００００３,８８０,０００６,６９５,４６４２６７,８１８,５６０１,００４宇　野

１８４,０２０,５１４０７,０９３,７７１２,２３０,０００１４,１８７,５４２２,９７０,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１３３,９０９,２８０３０１旭　竜

２５８,２９２,７５４０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４２,９７０,００００７,０９３,７７１００１２,６８１,３７２０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１８７,４７２,９９２６７５岡　南

２２８,４９７,３６９０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１７４,０８２,０６４６７１平　井

１９１,８５４,２８５０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３５,９４０,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１３３,９０９,２８０３７０福　島

２４５,２５６,６０４０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４２,９７０,００００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１８０,７７７,５２８６２７南　輝

１７１,３３９,８８６０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３０３,５００,００００００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１２０,５１８,３５２４０５操　南

２３１,８６５,６７６０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４２,９７０,００００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１６７,３８６,６００６４５操　明

２５５,６７７,５３２０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１９４,１６８,４５６６７６富　山

１９０,０７２,２８５０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３４,１５８,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１３３,９０９,２８０４６６旭　操

１４２,２６１,４２３０７,０９３,７７１２,２３０,０００７,０９３,７７１１,７８２,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１００,４３１,９６０３４３牧　石

３３,６５０,１６３０７,０９３,７７１００２,９７０,０００３,５００,０００００００００００２０,０８６,３９２１１牧山分校

１６８,７９７,８９３０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３２,９７０,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１１３,８２２,８８８３２５大　野

３０５,１６１,００２０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４２,９７０,００００７,０９３,７７１００１２,６８１,３７２０５,９１０,３０００６,６９５,４６４２３４,３４１,２４０８９５西

２２４,７７１,９０５０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３２,９７０,００００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１６７,３８６,６００６５１御　南

２６５,３４２,９９６０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４２,９７０,００００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４２００,８６３,９２０８０２陵　南

２３５,１９２,８３３０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１８０,７７７,５２８７１０芳　田

２２５,１７０,２１２０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４２,９７０,００００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１６０,６９１,１３６６４２芳　明

１３７,４５２,８０９０７,０９３,７７１０００３,５００,００００００６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１１３,８２２,８８８２９３甲　浦

資料―５

No.４

（単位：円）

人 件 費 総 額 計 算 表



－ ９９ －

小   学   校

２,２３０,０００７,０９３,７７１２,２３０,０００７,０９３,７７１２,９７０,０００３,５００,０００７,０９３,７７１７,０９３,７７１３,４１０,０００６,３４０,６８６３,１６０,０００５,９１０,３００３,８８０,０００６,６９５,４６４６,６９５,４６４単価

校    名
人件費総額

教　　職　　員　　人　　件　　費
児童数

（人）
市　　　費県　　　費

用　務　員給食調理員講師指導員図書館司書栄養士事務職員栄養士養護教論校長教員

１９３,０４２,２８５０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３７,１２８,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１３３,９０９,２８０３８５三　門

２６４,２２８,２２５０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４７,７２２,００００７,０９３,７７１７,０９３,７７１０１２,６８１,３７２０００６,６９５,４６４１８７,４７２,９９２５２７財　田

１８０,４０６,８２１０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３１,１８８,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１２７,２１３,８１６４１１竜之口

２７０,２５６,４６００７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４１,１８８,００００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４２０７,５５９,３８４８９２高　島

３３８,４３８,１０００７,０９３,７７１０３５,４６８,８５５１,１８８,００００７,０９３,７７１７,０９３,７７１０１２,６８１,３７２０００１３,３９０,９２８２５４,４２７,６３２１,０７３幡　多

９３,６１１,１７５０７,０９３,７７１２,２３０,０００７,０９３,７７１０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４５３,５６３,７１２８０小　串

１７８,０３５,３５００７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３０３,５００,００００００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１２７,２１３,８１６４２６浦　安

１４２,５２７,７３００７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６００３,８８０,００００１００,４３１,９６０２８３古　都

２２６,３５３,６８３０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４２,９７０,００００７,０９３,７７１７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１６０,６９１,１３６６２０可　知

３４９,８８５,５６４０７,０９３,７７１０３５,４６８,８５５５,９４０,００００７,０９３,７７１７,０９３,７７１０１２,６８１,３７２０００１３,３９０,９２８２６１,１２３,０９６１,０５７芥子山

１１５,７４５,８７４０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６００３,８８０,００００７３,６５０,１０４１９３政　田

１１６,６１７,８７４０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２４,７５２,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６６,９５４,６４０１８８開　成

２３０,８３９,０６９０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３４,７５２,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１７４,０８２,０６４５２９西大寺

１４５,９４５,７３００７,０９３,７７１２,２３０,０００１４,１８７,５４２１,１８８,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６００３,８８０,００００１００,４３１,９６０３０１西大寺南

１２７,０４３,３３１０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２２,９７０,０００３,５００,００００００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４８０,３４５,５６８１１９雄　神

１６７,６５９,５８６２,２３０,０００００２１,２８１,３１３０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１２０,５１８,３５２３３０豊

１１１,８６５,８７４０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６６,９５４,６４０１７０太　伯

９７,６７８,３３２０７,０９３,７７１０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６６,９５４,６４０１３６幸　島

９８,４７４,９４６０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４５３,５６３,７１２１１３朝　日

１０９,９７２,１０３０７,０９３,７７１２,２３０,０００７,０９３,７７１２,９７０,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６６,９５４,６４０８２大　宮

２１６,２８９,９１２０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３００７,０９３,７７１７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１６０,６９１,１３６６０６中　山

９０,９８２,８６８０７,０９３,７７１０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６０,２５９,１７６１１７馬屋下

１８４,７３０,８１４０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３０３,５００,００００００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１３３,９０９,２８０３３９桃　丘

１１８,５６１,３３８０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４７３,６５０,１０４１８２平　津

１１０,６８２,４０３０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４６６,９５４,６４０１６７野　谷

２８６,６１２,８５９０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４２,９７０,００００７,０９３,７７１７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４２２０,９５０,３１２８１５横　井

９３,６１１,１７５０７,０９３,７７１２,２３０,０００７,０９３,７７１０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４５３,５６３,７１２６７馬屋上

２４５,２５６,６０４０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４２,９７０,００００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１８０,７７７,５２８６５２庄　内

１５９,３８２,３４４０７,０９３,７７１２,２３０,０００７,０９３,７７１０３,５００,００００００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１２０,５１８,３５２２７９加　茂

１１０,６８２,４０３０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４６６,９５４,６４０２２２鯉　山

２９４,７９４,８５２０７,０９３,７７１２,２３０,０００２８,３７５,０８４００７,０９３,７７１０３,４１０,０００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４２２７,６４５,７７６９０２吉　備

２４８,５８３,７６１０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６０５,９１０,３０００６,６９５,４６４１９４,１６８,４５６６０７妹　尾

１３１,１５５,６５２０７,０９３,７７１０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１００,４３１,９６０２６７箕　島

２４９,２０１,７６８０７,０９３,７７１０２８,３７５,０８４２,９７０,００００７,０９３,７７１００６,３４０,６８６３,１６０,０００００６,６９５,４６４１８７,４７２,９９２７３３福　田

９２,５２４,５６１０７,０９３,７７１１,９４０,０００００３,５００,００００００６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６６,９５４,６４０１４２浮　田

資料―５

No.５

（単位：円）

人 件 費 総 額 計 算 表



－ １００ －

小   学   校

２,２３０,０００７,０９３,７７１２,２３０,０００７,０９３,７７１２,９７０,０００３,５００,０００７,０９３,７７１７,０９３,７７１３,４１０,０００６,３４０,６８６３,１６０,０００５,９１０,３００３,８８０,０００６,６９５,４６４６,６９５,４６４単価

校    名
人件費総額

教　　職　　員　　人　　件　　費
児童数

（人）
市　　　費県　　　費

用　務　員給食調理員講師指導員図書館司書栄養士事務職員栄養士養護教論校長教員

１５０,８４０,２７３０７,０９３,７７１１,９４０,００００４,７５２,０００３,５００,００００００６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１２０,５１８,３５２３７４城東台

１６２,１５２,１２２０７,０９３,７７１２,２３０,０００１４,１８７,５４２１,１８８,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１１３,８２２,８８８３２７平　島

８５,８２９,０９７０７,０９３,７７１１,９４０,０００００３,５００,００００００６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６０,２５９,１７６１０９御　休

７９,１３３,６３３０７,０９３,７７１１,９４０,０００００３,５００,００００００６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４５３,５６３,７１２５９角　山

１０３,９７５,４８９０７,０９３,７７１０００３,５００,００００００６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４８０,３４５,５６８２１８興　除

１０５,１７０,４１００７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６０,２５９,１７６１１３曽　根

２０７,７７５,７５６０７,０９３,７７１００２,９７０,０００３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４１７４,０８２,０６４５６７東　疇

１１１,８６５,８７４０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６６,９５４,６４０１６１足　守

９８,０７６,６３９０７,０９３,７７１０７,０９３,７７１０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６０,２５９,１７６４６大　井

９３,６１１,１７５０７,０９３,７７１２,２３０,０００７,０９３,７７１０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４５３,５６３,７１２７４高　田

８６,９１５,７１１０７,０９３,７７１２,２３０,０００７,０９３,７７１０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４４６,８６８,２４８５６福　谷

１１８,５６１,３３８０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４７３,６５０,１０４１６１第一藤田

１８１,９８０,５１４０７,０９３,７７１０２１,２８１,３１３０３,５００,００００００６,３４０,６８６３,１６０,０００００６,６９５,４６４１３３,９０９,２８０３８３第二藤田

１１１,８６５,８７４０７,０９３,７７１０１４,１８７,５４２０３,５００,００００７,０９３,７７１０６,３４０,６８６０００６,６９５,４６４６６,９５４,６４０１３２第三藤田

資料―５

No.６
人 件 費 総 額 計 算 表

（単位：円）



－ １０１ －

幼　稚　園 

２,２２０,０００６,６１８,４９８１,８８０,０００１,８８０,０００６,６１８,４９８６,６１８,４９８単価

教　職　員　人　件　費
園児数
（人）

園     名
人件費総額用　務　員

臨時教諭 
補助員

教　　諭園　長

２,１８９,３３３,９０６１２２,１２０,０００８６,０４０,４７４６２,０４０,０００３９,４８０,０００１,５８８,４３９,５２０２９１,２１３,９１2５,８８１合　計

１０,７１８,４９８２,２２０,００００１,８８０,００００６,６１８,４９８０２１深　柢

２２,０７５,４９４２,２２０,００００００１３,２３６,９９６６,６１８,４９８２０旭　東

５４,８２７,９８４０６,６１８,４９８０１,８８０,０００３９,７１０,９８８６,６１８,４９８２０２伊　島

３７,１９２,４９０２,２２０,０００００１,８８０,０００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８９６三　勲

４１,９３０,９８８２,２２０,００００００３３,０９２,４９０６,６１８,４９８１０２操　南

３７,１９２,４９０２,２２０,００００１,８８０,００００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８１１７操　明

３７,１９２,４９０２,２２０,０００００１,８８０,０００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８１２４富　山

２２,０７５,４９４２,２２０,００００００１３,２３６,９９６６,６１８,４９８６２大　野

５４,８２７,９８４０６,６１８,４９８０１,８８０,０００３９,７１０,９８８６,６１８,４９８１９０今

３０,５７３,９９２２,２２０,０００００１,８８０,０００１９,８５５,４９４６,６１８,４９８１２１芳　田

２８,６９３,９９２２,２２０,００００００１９,８５５,４９４６,６１８,４９８６７財　田

６８,０６４,９８００６,６１８,４９８１,８８０,００００５２,９４７,９８４６,６１８,４９８１８３高　島

６１,４４６,４８２０６,６１８,４９８１,８８０,００００４６,３２９,４８６６,６１８,４９８１９２幡　多

１０,７１８,４９８２,２２０,００００１,８８０,００００６,６１８,４９８０４小　串

００００００００牧山（休園）

３０,５７３,９９２２,２２０,０００００１,８８０,０００１９,８５５,４９４６,６１８,４９８８３岡　南

３０,５７３,９９２２,２２０,０００００１,８８０,０００１９,８５５,４９４６,６１８,４９８７５浦　安

５９,５６６,４８２０６,６１８,４９８００４６,３２９,４８６６,６１８,４９８１８０宇　野

３９,０７２,４９０２,２２０,００００１,８８０,０００１,８８０,０００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８１３３鹿　田

５２,９４７,９８４０６,６１８,４９８００３９,７１０,９８８６,６１８,４９８１６４福　浜

３５,３１２,４９０２,２２０,００００００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８９０御　野

４８,５４９,４８６２,２２０,００００００３９,７１０,９８８６,６１８,４９８３４石　井

２８,６９３,９９２２,２２０,００００００１９,８５５,４９４６,６１８,４９８７７三　門

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０３４甲　浦

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０１９弘　西

５６,７０７,９８４０６,６１８,４９８１,８８０,０００１,８８０,０００３９,７１０,９８８６,６１８,４９８１９２大　元

４３,８２０,９８８２,２３０,０００００１,８８０,０００３３,０９２,４９０６,６１８,４９８１３８平　井

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０３６牧　石

４５,７００,９８８２,２３０,００００１,８８０,０００１,８８０,０００３３,０９２,４９０６,６１８,４９８１４０平　福

６３,３２６,４８２０６,６１８,４９８１,８８０,０００１,８８０,０００４６,３２９,４８６６,６１８,４９８２２４芳　泉

２２,０７５,４９４２,２２０,００００００１３,２３６,９９６６,６１８,４９８４５旭　竜

２８,６９３,９９２２,２２０,００００００１９,８５５,４９４６,６１８,４９８８１旭　操

３０,５７３,９９２２,２２０,０００００１,８８０,０００１９,８５５,４９４６,６１８,４９８６６竜之口

３７,１９２,４９０２,２２０,０００００１,８８０,０００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８１２０芳　明

５４,８２７,９８４０６,６１８,４９８０１,８８０,０００３９,７１０,９８８６,６１８,４９８２０７陵　南

２２,０７５,４９４２,２２０,００００００１３,２３６,９９６６,６１８,４９８３６古　都

３５,３１２,４９０２,２２０,００００００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８１０５可　知

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０４８政　田

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０３３開　成

４３,８１０,９８８２,２２０,０００００１,８８０,０００３３,０９２,４９０６,６１８,４９８１２８西大寺

資料―５

No.７
人 件 費 総 額 計 算 表

（単位：円）



－ １０２ －

幼　稚　園 

２,２２０,０００６,６１８,４９８１,８８０,０００１,８８０,０００６,６１８,４９８６,６１８,４９８単価

教　職　員　人　件　費
園児数
（人）

園     名
人件費総額用　務　員

臨時教諭 
補助員

教　　諭園　長

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０４８西大寺南

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０１９雄　神

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０５５豊

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０３３太　伯

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０３２幸　島

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０１６朝　日

１０,７１８,４９８２,２２０,００００１,８８０,００００６,６１８,４９８０１７大　宮

３５,３１２,４９０２,２２０,００００００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８１０９中　山

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０２７馬屋下

１２,５９８,４９８２,２２０,００００１,８８０,０００１,８８０,０００６,６１８,４９８０３１平　津

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０３２野　谷

４８,２０９,４８６０６,６１８,４９８０１,８８０,０００３３,０９２,４９０６,６１８,４９８１５１横　井

１０,７１８,４９８２,２２０,００００１,８８０,００００６,６１８,４９８０９馬屋上

４１,９３０,９８８２,２２０,００００００３３,０９２,４９０６,６１８,４９８１３３庄　内

２３,９５５,４９４２,２２０,０００００１,８８０,０００１３,２３６,９９６６,６１８,４９８６８加　茂

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０４３鯉　山

５２,９４７,９８４０６,６１８,４９８００３９,７１０,９８８６,６１８,４９８１７３吉備東

３５,３１２,４９０２,２２０,００００００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８７３吉備西

４３,８１０,９８８２,２２０,００００１,８８０,００００３３,０９２,４９０６,６１８,４９８１２６福　田

３５,３１２,４９０２,２２０,００００００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８８３浮　田

２８,６９３,９９２２,２２０,００００００１９,８５５,４９４６,６１８,４９８４３平　島

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０１６御　休

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０１４角　山

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０２６足　守

１７,３３６,９９６２,２２０,００００１,８８０,００００１３,２３６,９９６０２０高　田

１０,７１８,４９８２,２２０,００００１,８８０,００００６,６１８,４９８０１０福　谷

５２,９４７,９８４０６,６１８,４９８００３９,７１０,９８８６,６１８,４９８１４８妹　尾

６９,９４４,９８００６,６１８,４９８１,８８０,０００１,８８０,０００５２,９４７,９８４６,６１８,４９８２４１芥子山

３７,１９２,４９０２,２２０,０００００１,８８０,０００２６,４７３,９９２６,６１８,４９８９６桃　丘

人 件 費 総 額 計 算 表

（単位：円）

資料―５

No.８



－ １０３ －

中   学   校

学 校 別 人 件 費 一 覧 表
（生徒数の少ない順）

※  ○は平均人件費が合計の平均より高い学校

資料―６

No.１

※
生徒１人当たり

の人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）生徒数
（少ない順）
（人）

校    名
計嘱託等正職員

４７０,５０９８,４５７,８７４,０４２１,２４６３６１,２１０１７,９７６合　計

○９５４,５６５１６０,３６６,９８５２３１２２１６８光南台

○８１１,２２３１７８,４６９,０６６２６１２５２２０足　守

○５３１,１９６１２５,８９３,５７４２０２１８２３７岡山後楽館

○６２０,４８０１４７,６７４,２７７２３２２１２３８上　南

○６０５,２３６１９１,８５９,９９４２８１２７３１７山　南

○６１５,５７４２０２,５２４,０８０２９１２８３２９福　田

○７２９,７３５２６１,２４５,１５９４０３３７３５８岡山中央

○５５１,５７６１９８,０１５,９８３３０２２８３５９富　山

○５５０,９５４２０３,８５３,２１１３２３２９３７０岡　輝

４５６,７３１１７１,７３０,９６９２６１２５３７６藤　田

４５１,２３０１８５,９０７,０６１２８１２７４１２興　除

４４３,６６６１８４,１２１,５９７２９３２６４１５東　山

○５１０,４８０２３１,２４７,６１４３４１３３４５３妹　尾

○５２１,４４７２５７,０７３,４８１３８２３６４９３石　井

○４８６,０６６２４７,４０８,０１７３６１３５５０９福　南

４６５,０３３２５２,０４８,３１７３７１３６５４２岡　北

４０４,４６６２２０,８３８,６９２３３１３２５４６上　道

○４９３,９９０２７４,６５８,４９５３９０３９５５６高　島

○５０７,７２１２８４,３２３,９５９４１１４０５６０香　和

４５６,７１０２５８,４９８,０９２３７０３７５６６芳　田

４０２,４１８２４３,８６５,３８４３６０３６６０６高　松

○５１１,６８７３１１,１０５,８１５４５１４４６０８西大寺

４２１,８９６２７６,３４２,４０４４２２４０６５５操　山

３９７,４２６２７０,６４７,２４０４００４０６８１御　南

４３３,３９２３０１,６４０,８７６４４１４３６９６中　山

４３２,３１１３２５,０９７,９５４４７０４７７５２操　南

４５０,２０８３４１,２５８,３５７４９０４９７５８桑　田

４４１,５６５３４７,９５３,８２１５００５０７８８京　山

４２１,６０９３４１,５０４,０４６５０１４９８１０福　浜

４３６,２４６３７４,７３５,６７７５４０５４８５９芳　泉

４０３,００８３４８,１９９,５１０５１１５０８６４吉　備

４０９,９９９３５４,６４９,２８５５１０５１８６５旭　東

３７９,３２１３８３,１１５,０５０５８２５６１,０１０竜　操



－ １０４ －

小　学　校

※
児童１人当たり

の人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）児童数
（少ない順）
（人）

校    名
計嘱託等正職員

４２９,０３３１５,３０７,４８３,３６８２,３４４１３３２,２１１３５,６７９合    計

○３,０５９,１０５３３,６５０,１６３６２４１１牧山分校

○２,１３２,１００９８,０７６,６３９１５１１４４６大　井

○１,５５２,０６６８６,９１５,７１１１４２１２５６福　谷

○１,３４１,２４８７９,１３３,６３３１３２１１５９角　山

○１,３９７,１８１９３,６１１,１７５１５２１３６７馬屋上

○１,２６５,０１５９３,６１１,１７５１５２１３７４高　田

○１,１７０,１３９９３,６１１,１７５１５２１３８０小　串

○１,３４１,１２３１０９,９７２,１０３１８３１５８２大　宮

○７８７,４２２８５,８２９,０９７１４２１２１０９御　休

○８７１,４５９９８,４７４,９４６１５１１４１１３朝　日

○９３０,７１１１０５,１７０,４１０１６１１５１１３曽　根

○７７７,６３１９０,９８２,８６８１４１１３１１７馬屋下

○１,０６７,５９１１２７,０４３,３３１２０２１８１１９雄　神

○８４７,４６８１１１,８６５,８７４１７１１６１３２第三藤田

○７１８,２２３９７,６７８,３３２１５１１４１３６幸　島

○６５１,５８１９２,５２４,５６１１５２１３１４２浮　田

○９７５,２３７１４０,４３４,２５９２２２２０１４４清　輝

○６９４,８１９１１１,８６５,８７４１７１１６１６１足　守

○７３６,４０５１１８,５６１,３３８１８１１７１６１第一藤田

○６６２,７６８１１０,６８２,４０３１７１１６１６７野　谷

○６５８,０３４１１１,８６５,８７４１７１１６１７０太　伯

○６５１,４３５１１８,５６１,３３８１８１１７１８２平　津

○６２０,３０７１１６,６１７,８７４１９３１６１８８開　成

○５９９,７１９１１５,７４５,８７４１８２１６１９３政　田

○７６０,５８０１４８,３１３,１９４２３２２１１９５旭　東

○７８３,９５３１５６,７９０,６５８２５３２２２００石　井

○４７６,９５１１０３,９７５,４８９１６１１５２１８興　除

○６６８,０７７１４８,３１３,１９４２３２２１２２２岡山中央南

○４９８,５６９１１０,６８２,４０３１７１１６２２２鯉　山

○４９１,２１９１３１,１５５,６５２２０１１９２６７箕　島

○５７１,２６２１５９,３８２,３４４２５２２３２７９加　茂

○５０３,６３１１４２,５２７,７３０２２２２０２８３古　都

○４６９,１２２１３７,４５２,８０９２１１２０２９３甲　浦
○６１１,３６３１８４,０２０,５１４２９３２６３０１旭　竜

○４８４,８６９１４５,９４５,７３０２３３２０３０１西大寺南

○５１９,３７８１６８,７９７,８９３２６２２４３２５大　野

○４９５,８７８１６２,１５２,１２２２５２２３３２７平　島

○５０８,０５９１６７,６５９,５８６２６２２４３３０豊

○５４４,９２８１８４,７３０,８１４２８１２７３３９桃　丘

４１４,７５６１４２,２６１,４２３２３３２０３４３牧　石

※  ○は平均人件費が合計の平均より高い学校

学 校 別 人 件 費 一 覧 表
（児童数の少ない順）

資料―６

No.２



－ １０５ －

小　学　校 ※  ○は平均人件費が合計の平均より高い学校

学 校 別 人 件 費 一 覧 表
（児童数の少ない順）

資料―６

No.３

※
児童１人当たり

の人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）児童数
（少ない順）
（人）

校    名
計嘱託等正職員

○５１８,５２５１９１,８５４,２８５３０３２７３７０福　島
４０３,３１６１５０,８４０,２７３２５４２１３７４城東台

○５２４,４２８２００,３３１,７４９３２４２８３８２岡山中央北
○４７５,１４４１８１,９８０,５１４２８２２６３８３第二藤田
○５０１,４０８１９３,０４２,２８５３０３２７３８５三　門

４２３,０６１１７１,３３９,８８６２６１２５４０５操　南
○４３８,９４６１８０,４０６,８２１２７１２６４１１竜之口

４１７,９２３１７８,０３５,３５０２７１２６４２６浦　安
３３６,１５７１４７,５７３,１９４２３２２１４３９ひばり分校

○４４１,６３６１９７,４１１,４４２３１３２８４４７三　勲
４０７,８８０１９０,０７２,２８５２９２２７４６６旭　操

○５０１,３８１２６４,２２８,２２５４１３３８５２７財　田
○４３６,３６８２３０,８３９,０６９３６３３３５２９西大寺

３６６,４４７２０７,７７５,７５６３２２３０５６７東　疇
３５６,９１４２１６,２８９,９１２３２０３２６０６中　山
４０９,５２８２４８,５８３,７６１３７０３７６０７妹　尾
３６５,０８６２２６,３５３,６８３３４１３３６２０可　知
３９１,１５８２４５,２５６,６０４３７１３６６２７南　輝
３５０,７３２２２５,１７０,２１２３４１３３６４２芳　明
３５９,４８１２３１,８６５,６７６３５１３４６４５操　明
３４５,２７１２２４,７７１,９０５３４１３３６５１御　南
３７６,１６０２４５,２５６,６０４３７１３６６５２庄　内
３４０,５３２２２８,４９７,３６９３４０３４６７１平　井
３８２,６５５２５８,２９２,７５４３９１３８６７５岡　南
３７８,２２１２５５,６７７,５３２３８０３８６７６富　山
３６９,６３７２５１,３５３,５３９３７０３７６８０御　野
３６０,８４３２４８,９８２,０６８３７０３７６９０平　福
３３１,２５７２３５,１９２,８３３３５０３５７１０芳　田
３４８,７２５２５５,６１５,４５４４０３３７７３３鹿　田
３３９,９７５２４９,２０１,７６８３８２３６７３３福　田
３９３,２３０２９３,３５０,０１６４４１４３７４６伊　島
３６５,９９９２７３,０３５,２９６４２２４０７４６津　島
３３０,８５１２６５,３４２,９９６４０１３９８０２陵　南
３５１,６７２２８６,６１２,８５９４３１４２８１５横　井
３４８,９９９２９１,４１４,５５２４５３４２８３５芳　泉
３０２,９７８２７０,２５６,４６０４００４０８９２高　島
３４０,９６２３０５,１６１,００２４６１４５８９５西
３０４,２９０２７２,９４８,４６０４１１４０８９７大　元
３２６,８２３２９４,７９４,８５２４５２４３９０２吉　備
３４５,４７９３４６,８６１,７９３５３３５０１,００４宇　野
３４４,１０３３５０,６４１,０２８５２０５２１,０１９福　浜
３３１,０１７３４９,８８５,５６４５３２５１１,０５７芥子山
３１５,４１２３３８,４３８,１００５００５０１,０７３幡　多



－ １０６ －

幼 稚 園 別 人 件 費 一 覧 表
（園児数の少ない順）

幼　稚　園

※
園児１人当たり

の人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）園児数
（少ない順）
（人）

園    名
計嘱託等正職員

３７２,２７２２,１８９,３３３,９０６４０６１０９２９７５,８８１ 合　計
００００００牧山（休園）

○２,６７９,６２４１０,７１８,４９８３２１４小串
○１,１９０,９４４１０,７１８,４９８３２１９馬屋上
○１,０７１,８４９１０,７１８,４９８３２１１０福谷
○１,２３８,３５６１７,３３６,９９６４２２１４角山
○１,０８３,５６２１７,３３６,９９６４２２１６朝日
○１,０８３,５６２１７,３３６,９９６４２２１６御休
○６３０,４９９１０,７１８,４９８３２１１７大宮
○９１２,４７３１７,３３６,９９６４２２１９弘西
○９１２,４７３１７,３３６,９９６４２２１９雄神
○１,１０３,７７４２２,０７５,４９４４１３２０旭東
○８６６,８４９１７,３３６,９９６４２２２０高田
○５１０,４０４１０,７１８,４９８３２１２１深柢
○６６６,８０７１７,３３６,９９６４２２２６足守
○６４２,１１０１７,３３６,９９６４２２２７馬屋下
○４０６,４０３１２,５９８,４９８４３１３１平津
○５４１,７８１１７,３３６,９９６４２２３２幸島
○５４１,７８１１７,３３６,９９６４２２３２野谷
○５２５,３６３１７,３３６,９９６４２２３３開成
○５２５,３６３１７,３３６,９９６４２２３３太伯
○１,４２７,９２６４８,５４９,４８６８１７３４石井
○５０９,９１１１７,３３６,９９６４２２３４甲浦
○４８１,５８３１７,３３６,９９６４２２３６牧石
○６１３,２０８２２,０７５,４９４４１３３６古都
○４０３,１８５１７,３３６,９９６４２２４３鯉山
○６６７,３０２２８,６９３,９９２５１４４３平島
○４９０,５６６２２,０７５,４９４４１３４５旭竜

３６１,１８７１７,３３６,９９６４２２４８政田
３６１,１８７１７,３３６,９９６４２２４８西大寺南
３１５,２１８１７,３３６,９９６４２２５５豊
３５６,０５６２２,０７５,４９４４１３６２大野

○４６３,２４２３０,５７３,９９２６２４６６竜之口
○４２８,２６８２８,６９３,９９２５１４６７財田

３５２,２８６２３,９５５,４９４５２３６８加茂
○４８３,７３２３５,３１２,４９０６１５７３吉備西
○４０７,６５３３０,５７３,９９２６２４７５浦安
○３７２,６４９２８,６９３,９９２５１４７７三門

３５４,２４６２８,６９３,９９２５１４８１旭操
３６８,３６１３０,５７３,９９２６２４８３岡南

○４２５,４５１３５,３１２,４９０６１５８３浮田
○３９２,３６１３５,３１２,４９０６１５９０御野
○３８７,４２１３７,１９２,４９０７２５９６三勲

※  ○は平均人件費が合計の平均より高い幼稚園

資料―６

No.４



－ １０７ －

幼 稚 園 別 人 件 費 一 覧 表
（園児数の少ない順）

幼　稚　園 ※  ○は平均人件費が合計の平均より高い幼稚園

資料―６

No.５

※
園児１人当たり

の人件費（円）
人件費総額（円）

教職員数（人）園児数
（少ない順）
（人）

園    名
計嘱託等正職員

○３８７,４２１３７,１９２,４９０７２５９６桃丘
○４１１,０８８４１,９３０,９８８７１６１０２操南

３３６,３０９３５,３１２,４９０６１５１０５可知
３２３,９６７３５,３１２,４９０６１５１０９中山
３１７,８８４３７,１９２,４９０７２５１１７操明
３０９,９３７３７,１９２,４９０７２５１２０芳明
２５２,６７７３０,５７３,９９２６２４１２１芳田
２９９,９３９３７,１９２,４９０７２５１２４富山
３４７,７０６４３,８１０,９８８８２６１２６福田
３４２,２７３４３,８１０,９８８８２６１２８西大寺
２９３,７７８３９,０７２,４９０８３５１３３鹿田
３１５,２７０４１,９３０,９８８７１６１３３庄内
３１７,５４３４３,８２０,９８８８２６１３８平井
３２６,４３５４５,７００,９８８９３６１４０平福
３５７,７５６５２,９４７,９８４８０８１４８妹尾
３１９,２６８４８,２０９,４８６８１７１５１横井
３２２,８５３５２,９４７,９８４８０８１６４福浜
３０６,０５７５２,９４７,９８４８０８１７３吉備東
３３０,９２４５９,５６６,４８２９０９１８０宇野
３７１,９３９６８,０６４,９８０１１１１０１８３高島
２８８,５６８５４,８２７,９８４９１８１９０今
３２０,０３３６１,４４６,４８２１０１９１９２幡多
２９５,３５４５６,７０７,９８４１０２８１９２大元
２７１,４２５５４,８２７,９８４９１８２０２伊島
２６４,８６９５４,８２７,９８４９１８２０７陵南
２８２,７０７６３,３２６,４８２１１２９２２４芳泉
２９０,２２８６９,９４４,９８０１２２１０２４１芥子山


